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総務副大臣の内藤です。 

報告書のはじめに、まず、私が「ラジオと地域情報メディアの今後」という

テーマで研究会を開催しようと思いました理由からご説明したいと思います。 

現在、都市部や日本海側においては、AMのラジオ放送の受信状況がかなり悪
化していて、なかなか聞くことができない地域があります。 

一方、地デジ移行後の周波数帯を利用いたしまして、特に V-Low といわれる
帯域に、地域向けの新しいデジタルメディアを作ろう、という取組が進んでお

ります。 

地域経済の疲弊やインターネットメディアの台頭などにより、ラジオ放送局

の経営基盤が揺らぐ中、総務副大臣就任以来、私自身、このようなラジオの今

後について問題意識を持つようになり、この研究会を立ち上げて検討をお願い

することといたしました。 

大きなポイントは、３点あります。 

まず一点目は、通信と放送の融合という時代を見据えて、ラジオというメデ

ィアの在り方をしっかりと考え直していこうということです。単に片道の情報

発信をするだけでなくて、デジタル時代にふさわしい、新しいラジオというも

のも考えてみてはどうか、ということです。 

そして二点目は、放送エリアの問題です。これは、今までのラジオのように

県域にするのか、あるいは広域のブロック単位にするのか、あるいはまたその

混在にするのか、それは、地域の求め、地域の事情も踏まえながら考えていく

必要があるのではないか、ということです。 

そして三点目は、端末の問題です。災害情報など地域情報の提供手段として

は、これからもラジオは不可欠なメディアだと考えます。しかし、最近は、ラ

ジオ端末がある家庭が少なくなってきております。端末がなくては、いざとい

うとき役立ちません。そこで、新しいデジタルラジオは、できれば誰もが皆持

っている携帯端末で受信できればいいのではないか、と考えました。そのため

には、V-Low のサービスが魅力あるものになって、メーカーや通信事業者が是
非ともそれを携帯端末に載せたい、と思うようなものでなければなりません。 

このような問題意識のもと、本年２月より研究会を始めさせていただきまし

た。研究会には、番組制作、雑誌編集、Web 広告、市民メディア、消費者の関
係者など多様な分野の方々にお集まりいただきました。アイデアに富んだ、大

変刺激的な研究会になったと思います。座長を始め構成員の皆様には、限られ

た期間の中、大変密度の濃い検討を進めていただき、本当にありがとうござい

ました。ラジオの重要性を再確認するとともに、新しいデジタルラジオの可能

性を広く世の中に示す、すばらしい内容の報告書をいただきました。心よりお

礼申し上げます。 

最後に、本報告書が、新しい地域情報メディアの形成と豊かな地域情報の発

信に携わる一人でも多くの方々に一読いただけることを願い、冒頭のあいさつ

とさせていただきます。 

 

                      平成２２年７月 

                       総務副大臣 内藤 正光 

 



 



 
ラジオが好きな人たちが集まりました。それぞれに、ラジオへの思いの丈を

話し始めました。そして、研究会が始まったのです。お題は、ラジオに親しん

できた人たちにとって、地域に暮らす人たちにとって切実な問題、「ラジオと地

域情報メディアの今後」でした。 

研究会が始まるまでは、憂鬱な気分を拭えずにいました。テーマの「…今後」

には、V-Low という周波数帯の利用が設定されていたからです。「V-Low って、
何だ？」。初めに、V-Low、デジタルありきでは、利用者不在の技術的可能性を
云々するだけに終わるのではないか。そんな危惧を抱いていました。 

しかし、研究会を構成する皆さんは、それぞれの制作活動を通して、リスナ

ーや読者、消費者の気持を汲んでいる方ばかりです。初めから、「既存のリスナ

ーを大事に、生活者を大事に」を掲げて、ぶれることはありませんでした。 

この報告書が、「ラジオ論」から始まって、「ラジオ論から V-Low論へ」、「V-Low
論」へと結ばれているのも、その精神に基づいて、V-Low を使った「新しいデ
ジタルラジオ」への道を探っていったからです。そして、それは「新しいデジ

タルラジオ」のインフラを考える時も、そのサービスや担い手を想定する時も、

そして端末問題を検討する時も、繰り返し確認されていました。 

「変えないために、変えていく」。ある老舗料理店のご主人が、伝統の味を守

っていく術を語った一言です。今、ラジオの魅力と V-Lowの可能性を考える時、
含蓄のある言葉ではないでしょうか。 

ラジオはこの報告書でも省みたように、ラジオ自体の存続に関わる多くの問

題を抱えています。他の地域メディアの疲弊も進んでいます。生活を脅かす災

害も、局地的豪雨のような変異が顕著です。ラジオが培ってきた力を地域社会

に向けて発揮し続けるには、ラジオ局自らが何かを変えていかなければなりま

せん。 

「V-Low」に取り組むことは、そこに始まるだろう新しいサービスに目を向け
ることは、「変えないために、変えていく」ための第一歩になるのではないか。

私たちはそう願って、研究会を進めてきました。 

構成員の皆さんには、数々の労苦をおかけしました。その成果が業界や行政

を超えて、ラジオを求める人たちに、地域に暮らす人たちに受け止めてもらえ

れば、幸いです。 

 

 

                           上 滝 徹 也 



 



はじめに 

 

●ラジ研とは 

「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会」（通称「ラジ研」。以下

「研究会」という。）は、ラジオをはじめとした地域情報メディアの将来像につ

いて多様な角度から検討を行うために、平成 22年 2月から平成 22年 7月まで

の期間開催されました。主たる検討内容を、 

(1) 地域の情報文化を支えてきたラジオ等の役割と今後のあり方 

(2) ラジオのリスナー、スポンサーニーズの変化とそれらを踏まえた地域情報

メディアのあり方 

(3) 災害情報や交通情報などの地域の情報ニーズに応えるメディアのあり方 

の三つとし、これらを多様な角度から検討するとともに、V-Low マルチメディ

ア放送による課題解決を目途としました。 

 

●本報告書の対象読者 

そのような活動から生まれた本報告書は、次の方々を主たる対象読者として

想定しています。 

・ラジオ局 

・総務省 

・地方自治体 

・聴取者 

・端末メーカー 

・自動車メーカー 

・公共交通機関 

・広告媒体としてラジオを考えている企業／組織 

・地域情報メディアに新規参入を考えている企業／組織 

 

●本報告書のねらい 

研究会での検討を進める過程では、ラジオの将来に関する議論、デジタルラ

ジオのあり方に関する議論、V-Low マルチメディア放送のあり方に関する議論

などを、関係者からのヒアリングを交えながら活発に行いました。しかし、こ

れらの議論をさらに深めていくには、関係者の共通認識や知識基盤を形成して

いく必要性についても、有意な課題として認識されました。 

そこで、本報告書は、対象読者に対する提言を明示するとともに、今後の議

論の深化のため、ラジオと地域情報メディアの今後に関心があり社内での検討

や他社との協議を進めていく取組の一助となることをねらいとしています。 



●本報告書の読み方 

本報告書は、研究会の実施報告は付録に、提言を先頭に置いています。研究

会における諸処のヒアリングや検討を基礎として、提言が組み立てられていま

すので、本来であれば、実施報告を先に掲載するのが筋道です。 

 

しかし、そうすると、研究会でのヒアリングや議論の内容が多岐にわたるた

めに、本報告書の中核に当たる提言が報告書の後方になるまで現れないことに

なります。なるべく多くの人にこの提言を読んでいただくことを優先して、本

報告書では提言を先頭に置くスタイルとしました。 

 

もし、本来の筋道に沿いながら時間をかけて読み進めることを好まれるなら

ば、付録の実施報告から丁寧に読んでいただき、提言へと進んでいただくこと

をお勧めします。 

 

提言は、大きくは「ラジオ論」、「ラジオ論から V-Low論へ」、「V-Low論」に

分かれています。これらは、ホップ・ステップ・ジャンプの如くそれぞれ前の

部分を前提にしており、論旨は独立していません。この順番でお読みください。 

 

●謝辞 

研究会では、既存のラジオ事業者の方々を中心に様々なステークホルダーの

方々にヒアリングのご対応をいただきました。それらには、ラジオの状況、V-Low

マルチメディア放送検討の状況、そしてそれらを取り巻く環境についての貴重

な情報やご意見が含まれており、研究会での議論や本報告書の作成過程におい

て、大変重要な知的資源となりました。 

 

また、本報告書の原案作成の過程においては、ヒアリングにご対応いただい

た方々のみならず多方面の方々から取材へのご協力をいただきました。そのお

陰により、研究会での議論や検討を深化させた報告書とすることができました。 

 

今回、素案段階での実施という特殊な形態にて意見公募を行いました。その

中で、多数の方から真摯なご意見や的確なご助言をいただき、検討や記述の至

らぬ点を調整しつつ報告書の内容を確かにするとともに、報告書のわかりやす

さなどの品質を向上させることができました。 

 

ご支援・ご協力をいただいたすべての方に、ここに感謝の意を表します。 
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ラジオ論へのプロローグ 

 

ラジオ番組が終了する時は誰もが寂しい。パーソナリティが泣く事もある。 

リスナーが抗議する事もある。それは時間をかけてつくられてきた習慣が終

わるからだ。でも何ごともなかったかのように新しい番組は始まり、新しい

習慣がスタートする。 

 忘れていた昔の番組を引っ張り出してきて、もう一度聴いた時に感じるの

は、セピア色の想い出だ。長く続いている番組は、十年一日のごとく同じ事

をしているようで、緩やかに中身が変わって今がある。何らかの理由で一度

離れたリスナーが戻ってきても、ほっとするのはリスナー自身も番組自体も

前にすすんでいるから。どちらかが止まってしまった時に、そのラジオ番組

は使命を終えて終了する。 

そんな新陳代謝を連綿と続けてきたのがラジオである。ラジオは今、立ち

止まって、強さも、弱さも、すべてをさらけ出して考える時を迎えた。今聴

いている人、少し離れていた人、まだ聴いた事がない人。すべての人々の新

しい習慣のために。 
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提言 

 

1. ラジオ論 

 

1-1. 課題整理 

 研究会では、ラジオというメディアの弱さと強さについて議論があった。

その内容を踏まえて、ラジオが向き合う課題を、次のように「ラジオの弱さ」、

「ラジオの強さ」として整理してみた。 

 

1-1-1. ラジオの弱さ 

(1) 受信環境 

ラジオが抱える問題点には、都市部の受信環境の悪化があり、ラジオ離れ

の一因となっている。  

AM放送については、ビル陰、高架下、ビル・マンション屋内での難聴取、

電化製品による雑音などが生活の都市化によって顕著になってきている。ま

た、都市部に限らず、夜間の外国波混信による難聴の改善要望は、大陸に近

い九州、四国、中国地方に多い。 

FM放送については、建物の壁が厚くなったり、窓ガラスがシールド化され

ることにより、建造物内の受信電界強度のレベルが近年顕著に低下している。 

(2) 送信設備 

民放 AM の親局の送信アンテナは、共用することが難しい。また、送信ア

ンテナ更新には、莫大な費用と長期の更新期間が必要で、設備一式及び代替

地取得等には数十億円が必要とも言われている。このため、今後送信設備を

更新しなければならなくなったときに経済的に可能なのかどうかという問題

に民放 AM局は現に向き合っている。 

また、民放 FMの親局・中継局の送信鉄塔は、その 9割程度が NHKテレビ、

民放テレビと共建されていて、2011年 7月のアナログテレビ終了に伴い、テ

レビが現行鉄塔からの送信を終了すると、民放 FM 局の費用負担が急上昇す

ることを懸念する声もある。 
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(3) ラジオを知らない世代出現 

1999年と 2009年を比べると、ラジオを聴く人の割合は若者を中心に減少

している（参照：参考資料「ラジオの到達率」（p90））。若者のラジオ離れが

深刻となっている。日本の 10～20 代のラジオ聴取未経験者は 40％程度。英

国の５％程度、米国の１％程度と比べ、際だって大きい（参照：研究会第４

回民放連研究所説明資料（p169））。 

デジタル時代の音声コンテンツは高音質、ステレオが当たり前で、特に AM

放送は音質の問題を抱えていて、若者層への訴求力に欠けていると考えられ

る。 
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(4) 受信端末の魅力低下 

デジタル AV 機器全盛の時代に、チューニングをしなければならない受信

端末が疎まれる傾向がある。かつて若者の必須アイテムであったラジカセも

店頭から消えて久しい。アナログ受信機の生産や流通が細れば、聴きたくて

もラジオ受信端末を買えない状況が起きてくる。ラジオは聴くに聴けないメ

ディア、端末が買えないメディアになってきている（参照：参考資料「ラジ

オの国内出荷台数の推移」（p92））。 

一方、携帯電話／ワンセグの普及によって、移動時のハンディな情報源は

ラジオだけではなくなっている。ラジオを日常から携行利用している人は減

り、外出時に被災したときにラジオに頼るということも少なくなっている。 
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(5) メディア価値の構造的低下 

民放ラジオの収入は、下降を続けている。また、ラジオ社全体の当期利益

は 2008年度には赤字となっている（参照：参考資料「当期利益の推移」（p82））。 

原因としては、広告モデルが広く商品を知らしめることよりも、広告を視

聴した人がどれだけ商品を買うかを重視する方向へと変わってきていて、そ

の変化にラジオが応えられていないことが挙げられよう。縮小する広告費全

体のパイをテレビコマーシャルと奪い合う現象の背景にも、こうした構造的

変化があるようだ。コミュニケーション系の広告手法の台頭は、一時的な景

気変動による広告収入減とは別の変化をラジオ業界にもたらしている。 

 

 

 

(6) 忙しい現代との相性 

ラジオは、テレビや雑誌と異なり、「早送り」では聴けないメディアである。

聴き手は、その時間分、送り手の話に耳を傾けているという点で、他のメデ

ィアとは違う特徴がある。 

(7) 災害時の価値低減兆候 

ラジオは災害時にライフラインとして頼りにされてきた。しかし、地域に

よっては、平時の自治体情報の発信が、旧来の広報誌とホームページや携帯

メール配信等による直接発信にシフトするなど、自治体のラジオ利用が減少
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傾向にある。これからも災害時にラジオが引き続き地域を支える役割が果た

せるかどうかは分からない。 

また、放送対象地域と防災を担う市町村の行政単位の不一致のために、災

害時に地域の住民の期待に十分応えられないことを危惧する声もある。 

 

1-1-2. ラジオの強さ 

(1) 音だけの優位性 

ラジオは音声によるメディアである。音だけだからこそ、ながら聴取が可

能で、普段着のまま本音が語れ、権利処理が容易で、機動力があり、ネット

との親和性が高い、などの優位性がある。 

※ ただし、ここで言う権利処理の容易さは、テレビなどの映像メディアと

の比較においてのものであり、コンテンツ流通やコンテンツ二次利用の分

野で一般的に言われているように、コンテンツ産業のさらなる発展のため

に、権利処理を現代的に再整備することも期待されている。 

(2) コミュニティとの親和性 

ラジオは暮らしのメディアである。地域報道、暮らしの情報、地域の話題、

自治体の広報、地域の文化を伝え、人と人を繋ぐメディアである。言い換え

れば、日頃から地域発の情報を地域内に伝える「地産地消」にその特徴があ

る。本音が語れる、普段着のメディアだからこそ、地域社会や特定のコミュ

ニティとの親和性が高い。 

ラジオは軽く小さく、特定のコミュニティの情報ニーズにも対応可能なの

で、例えば、地域向け多言語放送等は、その地域のマイノリティの人たちの

日々の暮らしに役立っているし、災害時には、その生命を守る上で大きな力

になる。 

(3) 人に優しい 

ラジオは高齢者にやさしいメディアである。「テレビや新聞は目が疲れる」

という高齢者は多い。 

また、ラジオは、人間の気配や温もりを同時間に共有できるストリーミン

グ（配信）を特色とするメディアである。ラジオには、長年の歴史が醸し出

す成熟の味わいがある。そして時には、リスナーの「心」をも救う側面を持

っている。 

聴くだけのメディアだが、聴いて得するメディアである。人間が発し、人

間が想像するメディアとしての姿がある。 
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(4) 根強い聴取者 

1999年と 2009年を比べると、ラジオを聴く人の割合は若者を中心に減少

している（参照：参考資料「ラジオの到達率」（p90））。しかし、ラジオを聴

いている人の平均聴取時間は、むしろ微増している。すなわち、ラジオを聴

いている人の数こそ減ってはいるが、既存のリスナーは、引き続き根強くラ

ジオを聴いている傾向がうかがえる（参照：参考資料「ラジオ視聴時間（週

平均・１日あたり）」（p92））。 
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(5) 若年層も「音」は聴く 

ラジオを聞いていない若者も、インターネットラジオやポッドキャストは

聞いている。「音声メディア」は、まだまだ可能性を秘めている。 

(6) 災害時の実績 

ラジオ端末は、電池だけで動き、通信のような輻輳がない。災害時には貴

重な手段となるだけでなく、ラジオ局は、種々の有用情報が往きかう情報ハ

ブとなる。 

1995年の阪神・淡路大震災では、テレビよりも詳しい地域密着の情報が大

量にラジオで放送され、被災者から、地震直後から最も頼りになった情報源

として高く評価された。 

2004年の新潟県中越地震においても、被災者が最初に接触したメディアは

圧倒的にラジオであった。 

ラジオ局の人たちが寝食を忘れて懸命に放送継続を支えたのは、地域の安

心・安全のための公器としての「ラジオ」を守る使命感と責任感である（参

照：参考資料「災害時のラジオ」（p95））。 
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1-2. 重要因子の選定  

ラジオ論における重要因子を、上述のラジオの弱さと強さから次のように

抽出した。 

(1) 音声メディアには、音声メディアならではの価値がある。 

ラジオには、①ながら聴取が可能、②普段着のままで本音が語れる、③権

利処理が比較的容易、④機動力がある、⑤ネットとの親和性が高い、⑥人と

人を繋げる力が強い、などの音声メディアならではの特徴があり、価値があ

る。 

(2) アナログ AM/FMであるために、受信・設備・端末問題が発生している。 

ラジオは、都市部の受信環境の悪化、送信設備の更新・維持コストの増大

といった問題を抱えている。また、デジタル AV 機器全盛の中でラジオ受信

機という商品が今後さらに細り、手に入らなくなる恐れもある。 

(3) 他のメディアとの厳しい競争のために、経営が弱体化している。 

民放ラジオの収入は、減少を続けている。その背景には、広告モデルの変

化やテレビコマーシャルとの競合などがある。 

(4) 地域毎やラジオ局毎に、地域との関わりやビジネスの形に違いがある。 

ラジオは、地域の情報を地域に伝える「地産地消」のメディアである。地

域に密着しているため、地域の特色が色濃く現れ、ラジオ局の個性が番組に

表れやすい。 

(5) 防災時に強いメディアとしての確固たる位置が揺らいでいる。 

阪神・淡路大震災でも、新潟県中越地震でも、ラジオが果たした役割は高

く評価されている。 

しかし、携帯電話／ワンセグの普及によって移動時のハンディな情報源が

増えて多様化しており、日常的にラジオを携行する人は減っている。 

また、ラジカセが消えるなどラジオ受信機自体が少なくなり、お店でも買

いにくくなっている。 

 

1-3. 提言 

 

1-3-1. 提言①：現存するリスナーは大事にすべきである。 

「ラジオの弱さ」が顕在化する中、「ラジオの強さ」を理解している人々は、

ラジオがラジオとして存続するならば、ラジオ局にとって重要な存在である。

「ラジオの強さ」を理解している人々は、ラジオらしく存続するラジオ放送

の根強いリスナーでもあるからだ。 

他のメディアにはないラジオの良さを愛して聴取し続ける人たちが起点と

なる、ラジオの進化とでもいうべきものを追求すべきである。 
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1-3-2. 提言②：ラジオ局を地域情報メディアの担い手として残すべきである。 

ラジオには、大規模災害時に大きな役割を果たしてきた実績がある。被災

地では、ラジオ局の放送が地域の住民の命をつなぐ絆となり、拠り所となり、

励ましとなってきた。ラジオが一身に担う役割ではもはやないかも知れない

が、ラジオに取って代わることのできる手段は現れていない。ラジオは、こ

うした役割を今後も担うべきである。 

暮らしが都市化、広域化するようになり、多様な情報システムへの依存が

増す一方、地域社会の絆がますます希薄になる中で、命綱としてのラジオが

果たすことのできる役割は、もっと再認識されてよい。 

また、ラジオには、音声メディアの「軽さ」がもたらす、地域情報メディ

アエコシステムとでも呼ぶべき価値があることにも注目したい。 

メディアが成立するためには、その後背にコンテンツを制作し流通させる

体制や仕組みがなければならない。音声だけで成立するラジオにも、独特の

ノウハウはもちろん必要だが、テレビよりははるかに「軽量」である。「軽量」

というのは、例えば、それなりのテレビ番組を作ろうとして、タレントをキ

ャスティングしようとしても、地域内で実現可能なのは大都市圏やそれなり

の都市圏に限られてしまう。地域でタレントを育成するにしても、表情やし

ぐさまで訓練が必要なテレビは、教育プロセスがラジオに比べればはるかに

「重い」。 

ラジオの「軽さ」は、聴取者にとって軽いということだけでなくて、地域

が、地域独自の力によってコンテンツを生み出すことができる「軽量」に通

ずる。雇用の創出を含めて、地域に根ざすメディアのエコシステムのような

もの、あるいは「地産地消」のコンテンツの制作・流通の生態系を形成する

ことが、ラジオであれば可能である。少なくとも、テレビに比べて、地域情

報メディアとしての特性を色濃く残しながら、さらに発展させていく余地が

あるメディアである。 

 

1-3-3. 提言③：大きくは次の三つに類型化されるラジオ局の特徴を踏まえて、

ラジオの将来の役割を描くようにすべきである。 

(1) 大都市圏/シンジケート発信型【研究会での放送事業者のプレゼンテーショ

ン事例（関東広域/関西広域）を基に発案】 

大都市圏であっても、ラジオは地域情報メディアである。大都市圏では、

交通網が発達し、通勤圏も拡大しているので、大きくとも一つの地域として

捉えられる。 

それでも、人口が多い大都市圏に向けて放送を行うため、他の類型とは違

う二つの特性がある。  
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一つには、地域のコミュニティのみならず、関心のコミュニティを対象と

してビジネスを考えやすい点である。二つには、広告効果および広告収入ビ

ジネスが考えやすい点である。 

これらの特性を踏まえて生み出されるコンテンツは、大都市圏内のみなら

ず、全国どこでも普遍的な価値を持つ。地方のラジオ局とシンジケート的に

連携することで、地方のラジオ局に対してそのようなコンテンツを制作・発

信する役割を担う。 

(2) 広域都市圏/地域連携型【研究会での放送事業者のプレゼンテーション事例

（四国ブロック/独立系 FM局）を基に発案】 

「大都市圏/シンジケート発信型」と「地域/生活密着型」の中間と考えらえ

るが、具体的なあり様は、多様なものが存在しうる。 

例えば、制作や編成は別主体にて地域独自性があるが、営業は一元化して

いて、広域都市圏としてみたときのリーチ人口の増大による営業効率の向上

が図られている、という形態がありえる。 

また、制作や編成の中で、共通基盤たりえる部分を共同で設備することに

よって、制作費の低廉化を実現し、事業の効率を高める形態もありえる。 

さらに、地域の経済圏が個別の県域から広域都市圏型に移行しつつある場

合、そのあり様を牽引する主体の一つとして、ラジオが広域の地域情報メデ

ィアとして広域都市圏内での情報流通を促進するといった形態も考えられる。 

(3) 地域/生活密着型【研究会での放送事業者のプレゼンテーション事例（鹿児

島県域/コミュニティ放送）を基に発案】 

方言を自然に使うことを含めて、地域に密着し、その空気をそのままに番

組を制作し、放送する。 

コンテンツも「地産地消」のものが多く、コミュニティ放送や CATV と連

携するなどして、その地域での暮らしが必要とし、暮らしの中で生み出され

てくる情報を放送する。防災においても、その地域内に放送局が存在してい

ること、住民と同じ目線で情報を収集し、発信できることが大きな力となる。 

そのようなラジオ局同士が隣接エリアで横に連携すれば、ラジオ局が地域

コミュニティ間の連携の絆になるという新しい可能性もある。防災において

は、例えば、局自身が被災して放送に支障をきたすような場合に隣接エリア

の局によるスムースなバックアップが可能な協力体制を構築するといった形

態も考えられる。 

 

1-3-4. 提言④：ある事業者がサービスを提供するエリア（事業区域）は、通勤

圏、経済圏や現在の聴取者環境などを踏まえて、地域毎に柔軟に設定できる

ようにすべきである。 
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同じラジオでも、首都圏と地方では地域における役割や放送番組の内容が

随分異なる。このような違いは、地域社会のニーズに応える地域情報メディ

アとして望ましいことである。この特色を大事にして、事業のエリアは、全

国一律に画一せずに、地域の実情に応じて事業者が選択できるようにすべき

である。 

 

コラム：IPサイマルラジオ 

1.radiko紹介 

2010年 3月 15日に首都圏と関西圏の 13局が共同して「radiko」という名称

でインターネット上のリアルタイム再送信サービスを試験サービスとして提

供。これによって、高層ビルの陰や、電波を遮へいする建築、電子機器による

雑音などによって聴取が困難だった場所でも、ラジオをクリアな音質で聴く事

が可能となり、今までラジオに接する機会がなかった人々もラジオに関心を持

つきっかけとなっている。 

 

2.radikoトピック 

「radiko」は、可聴区域を IPアドレス等により制限している。区域外の聴取

者からも「聴きたい」との要望があるが、可聴区域の拡大には、著作権者との

調整が必要となる。また、地域限定をかけた方が、従来のラジオ放送における

番組販売収入を見込めるというケースもある。 

なお、コミュニティ FMも、2008年４月から、インターネット上でサイマル

ラジオ放送を行っている。可聴区域制限はしていない。 

両者とも iPhoneに対応するなど、対応端末の拡大が図られている。 

 

3.設備費用の課題 

現状の IPv4ユニキャストでは、利用者数増に対して線形で費用が増加すると

いう課題がある。将来的には IPv6 マルチキャストで行えば、この課題は解決

する可能性がある。 
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2. ラジオ論から V-Low論へ 

「ラジオ局の将来は多様な選択肢の中から検討したい。V-Low帯におけるデ

ジタルラジオはもちろん選択肢の一つであるが、それに固定してはいないこと

は理解して欲しい。」これは研究会のヒアリングにおける既存のラジオ事業者

の発言である。V-Low帯の活用は本研究会のテーマの一つではあるが、事業者

のこのような言明を待つことなく、V-Low帯でのデジタルラジオに無理がある

のであればそれは避けるべき、というのが研究会構成員の初期からの共通認識

であった。 

 

では、無理を低減した、成功の可能性が高い形というのは存在するのだろう

か。 

 

そのことを検討するにあたって、まず再考が必要と思われたのは、そもそも

「デジタルラジオ」とは何なのか、ということだ。人によってその定義や形は

異なっているのではないか。その可能性が追求されていないのでないかという

ことだ。そして、V-Low帯の基本的な組立て自体を調整すればラジオとの親和

性が高まるのではないか、その点も再考が必要ではないか、と思われた。違う

言い方をすると、選択肢として V-Low帯のデジタルラジオというのは、まだま

だ未整理な状態なのではないかと思われた。 

 

このような課題意識は、ラジオ論と V-Low論との間に、それを新しくつなぐ

考え方の重要性の認識へとつながった。それが本章「ラジオ論から V-Low論へ」

である。 

 

なお、本報告書におけるデジタルラジオは、本報告書以前にデジタルラジオ

と呼ばれてきたものとは違うものであるかもしれないし、結果として同じもの

になるかもしれない。しかしながら、少なくとも、本報告書の作成にあたって

は既存の「デジタルラジオ」を前提とせずに立案している。そこで、本報告書

では「新デジタルラジオ」という用語を採用することにした。 

 

2-1. 新デジタルラジオを V-Low で展開するなら、「新デジタルラジオはどうあ

るべきか」 

では、V-Lowという新たな周波数を利用し、新デジタルラジオを実施すると

したら、新デジタルラジオはどうあるべきだろうか。新しいサービスや組織を

考えるとき、それがどのような社会との関わりを持つのかを簡潔に表現するミ

ッションステートメントを検討するのが有効である。そこで、新デジタルラジ
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オのミッションステートメントを、ラジオ論を踏まえて検討し、次のような提

言としてまとめた。 

 

2-1-1. 提言：新デジタルラジオのミッションステートメント 

 

2-1-1-1. 提言①：新デジタルラジオは、災害時に最も頼りになる存在であるべ

きである。 

 

2-1-1-2. 提言②：新デジタルラジオは、空気のように、寄り添うメディア

（Pervasive Media）であるべきである。 

 

2-1-1-3. 提言③：新デジタルラジオは、地域社会の中で、生活の向上と経済の

発展を牽引し、多様性や多文化を支える役割を担うべきである。 

 

2-2. 新デジタルラジオを V-Lowで展開するなら、「V-Lowはどうあるべきか」 

逆に、そのようなミッションステートメントを持つ新デジタルラジオが実

施されるならば、V-Low はどうあるべきか。ラジオ論を踏まえて、V-Low の

新しいフレームワークを整理し、提言とした。 

 

2-2-1. 提言：V-Low新フレームワーク 

 

2-2-1-1. 提言①：V-Low の放送対象地域は県域＋ブロックのハイブリッドにす

べきである。 

通勤圏、経済圏や現在の聴取者環境などを考慮すると、首都圏、中京圏、

近畿圏といった大都市圏はブロック、その他の地方は県域とする、ハイブリ

ッドが適当である。 

 

2-2-1-2. 提言②：V-Lowの「ラジオサイマル」を認めるべきである。 

サイマルは、はじめはアナログをデジタルにサイマルするが、デジタルを

アナログにサイマルする位置付けに徐々に変わるだろう。 

新デジタルラジオは、アナログ停波を前提とするアナログテレビから地上

デジタルテレビへの移行とは大きく性格が違う。移行のイメージも異なり、

既存ラジオ事業者が当然にデジタルラジオ事業者になるわけではない。移ら

ないという選択の自由が既存事業者にはある。 

その上で、既存ラジオ事業者が「ラジオサイマル」の自社にとっての意味

を掘り下げて検討することは、将来に向けた事業戦略として重要である。特
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に、「ラジオサイマル」をどのように行っていくのかは、各社がどのように新

デジタルラジオを展開していくのか、そして既存アナログラジオをどうして

いくのかということでもある点を認識しておく必要がある。 

 

2-2-1-3. 提言③：V-Lowに音声放送用セグメントを作るべきである。 

新デジタルラジオは、今のラジオの役割を引き継ぐだけでなく、いま以上

に強力な防災機能を持つべきであり、それが可能なメディアとなるべきであ

る。 

また、新デジタルラジオは、情報の「地産地消」メディアであるべきであ

り、自社制作番組比率を達成すべきである。 

新デジタルラジオは、このようなメディアであるとき、国民から生活に不

可欠な存在と認識され、その存在が他の利用目的よりも歓迎してもらえる。

そうであれば、一定のセグメントは、「音声放送用」に優先して割り当てるべ

きである。 

このような国民の期待に応えていくためには、県域局がコミュニティ放送

局と連携することを含め、これまで以上にラジオ局間の関係が深まり、地域

に密着したメディアとしての価値が再評価されていくように取り組むべきで

ある。 

 

2-2-1-4. 提言④：V-Low の放送対象地域（免許／認定）と事業区域とは、分け

て考えるべきである。 

複数の放送対象地域をまとめてブロックとして事業を組み立ててもよいし、

放送対象地域と事業区域を一致させてもよい。そうした自由度を事業者に与

えるべきである。 

そのためには、複数の放送対象地域をまとめてブロックとして事業を組み

立てられるよう、複数の放送局の所有・支配は今よりも柔軟であるべきであ

る。マスメディア集中排除原則を見直す必要もあるだろうが、原則の緩和は、

事業を組み立てる際の選択肢を広げ、いざというときにも他のラジオ局から

の経営支援が受けやすいというメリットと、個々のラジオ局の独自性が損な

われやすいというデメリットの両面があることに留意が必要である。 
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コラム：放送エリア百花繚論 

報告書作成にあたり、放送エリアに関する検討は、一筋縄ではなかった。 

 

まず、放送エリアという言葉が曖昧であるため、それを放送対象地域と事業

地域とに分離して考えようというところまではすぐに整理できた。では、放送

対象地域をどう考えるべきか。百花繚乱ならぬ百花繚論と言える、多様な考え

方が構成員から提案された。例えば、防災の視点で考えてはどうかーするとや

はり市町村という単位を重視すべきではないか。さらに、市町村合併や複数市

町村の連携による広域行政への対応を考慮すべきではないか。例えば、地域文

化の視点で考えてはどうか―すると、藩にまでさかのぼるのではないか。「廃県

置藩」的な考え方をすべきではないか。例えば、経済圏で考えてはどうか―交

通の発達によってやはりブロックが有効なのではないか。等々。この議論は収

束が不可能にも思えた。 

 

こういう議論を背景に、報告書の取りまとめとしては、 

 

・現在、「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」（座長 中央大学研

究開発機構教授 土居範久）において、ホワイトスペースの活用方策の一つと

してコミュニティ放送が検討されている、ということが研究会の説明の中で示

されていたこと 

・市町村の防災情報は、配信情報を選択しつつテキスト形式とすれば、市町村

以上のサイズを放送対象地域としてもデータ配信可能なこと 

・ヒアリングの中で、複数のラジオ事業者から県域放送対象地域の有効性や、

ブロック放送対象地域の有効性についての発言があり、地域により違っていた

こと 

・経済圏のあり方にまで及ぶ議論は、本研究会の議論のスコープを越えること

 

などを勘案して、放送対象地域は事業地域と分離することを前提に、県域+ブロ

ックを提言とすることにした。 
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3. V-Low論 

報告書を作成する時点では、V-Lowを取り巻く環境や V-Low自体のあり様

について数多くのパラメータが存在し、そのパラメータの値の選択如何によ

って、具体的な V-Lowのあり様は多種多様と成り得るものであった。それら

パラメータの取り得る値のすべての組み合わせについて V-Lowの姿を描いて、

それらを網羅的に比較検討することは、本報告書では実施しない。代わりに、

「ラジオ論」と「ラジオ論から V-Low論へ」を踏まえつつ、ヒューリスティ

ックな手法も交えて、社会的に価値が高く事業的にも可能性が大きい V-Low

の具体的な姿を追求することを実施する。これを「V-Lowシミュレーション」

と呼ぶ。V-Lowシミュレーションは、その全体が提言である。 

 

3-1. 提言：V-Lowシミュレーション 

V-Lowシミュレーションは、まず新デジタルラジオを含む V-Lowのイメー

ジを「BRUTUS」で共有した上で、そのイメージと表裏一体となる論旨につ

いて、「骨格」、「肉付け」、「端末と普及」という順に展開していく。 

 

3-1-1. 新デジタルラジオを含む V-Lowのイメージ 

V-Low のイメージは、新しいデジタルラジオの、そしてその隣人とも言え

る様々なサービスやアプリケーションの利用シーンとして描かれ得るもので

ある。そこで、研究会では、V-Lowが登場する頃のイメージを、雑誌「BRUTUS」

の 2013年９月１日号の見出しやその構成に寄せて、そのときのラジオを取り

巻く社会現象をイメージしながら共有する作業を通じて議論した。実際に表

紙と目次を作り上げる中で、構想力を刺激し、市場性や社会性を吟味した。

完成したものは、読者が本報告書を理解するのに役立つものというよりは、

それを越えて、報告書の一部として掲載すべきものと思われた。論旨展開が

中心の本文と、言葉が生み出すイメージが中心の目次とが、相補的な役割を

担うことを明示するために、目次の見出しと V-Low論各部とのマッピングを

記載した版を併せて収録する。 
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3-1-2. 新デジタルラジオを含む V-Lowの「骨格」 

 

3-1-2-1. 生活者にとっての V-Low 

新デジタルラジオが持つ公共性は、新デジタルラジオを含む V-Low全体の

公共性にそのまま広げても通用する。そうすることで、V-Low 全体の「わか

りやすさ」、「認知しやすさ」を確立することができる。地上デジタル放送の

跡地を利用して立ち上げるメディアである以上、国民に理解され支持される

メディアとしてのメッセージ性を備えることが望まれる。 

具体的には、V-Low は、生活者にとり、公共性・安心・安全・スロウライ

フ・エコライフを象徴するメディアとして、個性豊かなメディアでありたい。

生活が潤い、いざというときにも安心なメディアを V-Low帯域に誕生させる

ことができるはずである。 
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3-1-2-2. V-Lowの事業基礎 

 

3-1-2-2-1. 放送対象地域設定と帯域 

(1) 放送対象地域設定は県域+ブロック 

 V-Lowの放送対象地域は、地域性を考慮し、原則として県域とする。ただし、

三大都市圏は「大都市圏/シンジケート発信型」であることや周波数の有効利用

の観点からブロックとする（参照：補足資料１「マルチメディア放送（Ｖ－Ｌ

ｏｗ帯）の配色イメージ」（p75））。 

 

 

(2) 帯域設定は、三大都市圏＞県域 

人口の多い大都市圏ではより多くの周波数利用需要が見込めるので、県域よ

りも三大都市圏に多くのセグメントを割り当てる。 

A案：ブロック 13セグメント／県域 6セグメント 

B案：ブロック 11セグメント／県域 7セグメント 

【本報告書では、以降 B案でシミュレーションを実施する。】 

 

3-1-2-2-2. 世帯聴取カバー率とハード費用イメージ 

三大都市圏から地方に段階的に整備する場合を想定し、エリア拡大による

世帯聴取カバー率（以下「世帯カバー率」という。）の上昇とハード費用の増

加を大まかに次のとおりの想定とした（参照：補足資料２「ハード費用の負
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担について（傾斜配分シミュレーション）」（p75））。 

① 関東広域・中京広域・近畿広域 世帯カバー率55% 費用 50億円 

② 札幌・仙台・広島・福岡  世帯カバー率63% 費用 +50億円 

③ 県庁所在地    世帯カバー率90% 費用 +600億円 

④ その他県域    世帯カバー率98% 費用 +500億円 

この費用想定については、次の点に留意することが必要である。 

a．低廉化の可能性があること。 

大まかな想定、ということは、一般的な予算化の初期段階において余裕

をもって高額な値を想定するのと同じように、それを超えることがまずない

ような値を選んでいることを含意している。実際の置局の設計や、既存施設

/設備の再利用、デジタル設備調達の工夫などによって、より低廉なものと

できる可能性がある。 

b．最重要因子にフォーカスしており、すべての費用を含んではいないこと。 

ここで取り扱う対象としているのは、送信設備構築費のみとした。この

節は、事業の基礎をシミュレーションすることを目的とするため、最も重要

な因子であるハード構築費用のみにフォーカスしているためである。他の因

子としては、例えば、ハードに係わる費用については、この他にも送信設備

保守費の費用も発生するであろう。また、もちろん、番組制作費をはじめ、

ソフトを作り続けたりサービスを継続したりするためのソフト費用も発生

するであろう。 

 

3-1-2-2-3. 費用負担の考え方 

 

3-1-2-2-3-1. 費用負担の原則 

(1) ハード会社とソフト会社を分離する。 

ハード・ソフト分離の制度を活用する。金額も大きくコスト回収に時間の

かかる送信設備の整備を、番組編集とは別の組織で行うようにすることで、

ソフトの事業者の参入障壁が低減される。財務内容の厳しい既存のラジオ事

業者もこれであれば事業開始時に多額の投資負担が不要になる。新規の事業

者参入が容易になり、新しいサービス、アプリケーションの開発、提供が刺

激される。 

(2) ハード会社は全国一社とする。 

都市部における収益の一部を地方でのインフラ構築に向けやすくなり、収

益が生まれにくい地方でのハード整備が進む。 

(3) カバー率は全国で達成すればよい。 

都市部と地方では世帯カバーの容易さが異なる点を無視した全国一律のカ
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バー率は現実的ではない。世帯カバー率の数値は全国平均で達成すればよい

とする替わり、水準自体をできるだけ高く設定するようにすることで、全国

的な底上げを図るようにすべきである。 

 

3-1-2-2-3-2. ソフト会社の事業モデル 

ソフト会社のあり方は、ハード会社とは異なり、V-Low サービスの具体的

な利用のされ方、提供の方法等を踏まえてイメージすべきである。このため、

不用意に固定してしまわぬよう、セグメントの利用目的イメージについての

み後述することとする（→p46）。 

 

3-1-2-2-3-3. ハード・ソフト分離とハード事業のリスク 

ハードとソフトが分離されていると、一般に、多様多数の事業参入が期待

できる。しかし、V-Low マルチメディア放送は一からインフラを構築し、端

末を開発、普及していかなければならない新しいメディアなので、ハード事

業には確定できない要素が多数あり、参入リスクを予想しにくい一面がある。 

しかし、それでも、ソフト会社として事業を展開するためにはインフラが

なければ始まらないので、ソフト事業に参入しようとする者が集まって新し

くハード会社を設立しようとする動きがあり得るだろう。 

他方、ソフト会社の多数参入が見込めるならば、長期にわたり安定した収

益を事業計画に織り込んで、ハード事業を良好な投資先と見る事業者が現れ

る可能性もある。 

ハード会社とソフト会社が資本の面で分離されていれば、ハード会社が自

社の子会社等を不公平に取り扱うことがなくなり、ソフト会社にとり公平な

事業機会が実現するので、それ自体好ましい状況である。仮にソフト事業で

の展開を条件にハード事業の参入リスクを負うという事業者が現れるような

場合には、V-Low での事業の特徴を踏まえながら、その是非を含めた取扱い

が課題になるだろう。  

 

3-1-2-2-3-4. ハード会社の事業モデル 

 

3-1-2-2-3-4-1. ハード会社は放送対象地域内に一社 

ハード会社は、次の理由から、放送対象地域内で一社とするのが合理的で

ある。 

① 限られた周波数帯域に複数のハード会社が参入してそれぞれにインフラ

構築を進めれば、二重の投資になる。その投資負担がソフト会社に料金と

して転嫁されることで、V-Low帯を利用して実現するアプリケーションや
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サービスの料金を上昇させる要因となる可能性がある。 

② 一般には、一社よりも複数社の参入の方が競争効果が期待できる。しか

し、通信インフラと違って放送インフラは、放送という公共性の高いサー

ビスを実現するための設備であって、ハード会社がソフト会社を取り替え

たり、逆に、ソフト会社が有利な条件のハード会社を選んだりということ

はできない。ハード会社間の競争効果は、通信の場合に比べて限定的であ

る。 

 

3-1-2-2-3-4-2. ハード会社のカバー域は全国 

ハード会社は、次の理由から、県単位やブロック単位の会社とはせずに全

国をカバーする会社とするのが合理的である。 

① 例えば、収益力に勝る首都圏では容易に投資を回収できても、地方では

事業計画が立たないといったことがあり得る。ハード整備が進まないか、

無理に進めても投資回収のための配信料が高額になり、ソフト会社の参入

が進まない地域が生まれやすい。 

② ブロック単位で設立された複数のハード会社間で、負担のバランスを図

る方法も考えられるが、利益が相反する中、資本の異なる会社間での分担

ルールの策定には規律を要するし、一旦できたルールは硬直化しやすい。 

③ 地域資本を入れてブロック単位で設立したハード会社全社を子会社とす

る純粋持株会社を設立して、負担のバランスを図る方法も考えられるが、

この場合も、株主が違う子会社間には利益相反が生じやすい。 

 

3-1-2-2-3-4-3. 全国のハード整備費用を人口比で按分し、分担するシミュレーシ

ョン 

全国カバーを進めるためには、ハード会社の投資を、人口比で傾斜するな

どして配分した配信料としてソフト会社から毎年回収する案が考えられる。  

仮に、世帯カバー率 90％となるようインフラ整備を進めるとして、その設

備投資額は約 700億円（各所からのヒアリングによる試算値）であり、15年

償却だと１年当たりの償却費相当額は約 46億円。これを人口比で傾斜配分し

てセグメント数で割ると、１セグメント１年当たりの償却費相当額は、関東

ブロックで約 1億 3,600万円、例えば愛媛県で約 800万円となる。 

 

3-1-2-2-3-4-4. ハード会社のインフラ構築は、効率のよい地域から進む 

世帯カバー率 90％は、全国 47 都道府県の県庁所在地がカバーされる数字

であるが、限界的な資金投入によってカバーできる世帯数の大きい地域（人

口密集地域）から構築は進む。 
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県庁所在地までのカバーに 700億円という試算根拠はつまびらかではなく

今後事業者はその事業計画において精査する必要があるが、経済合理的にイ

ンフラ構築を進めるならば、大都市部では 90％を大きく上回り、逆に、県に

よっては 70％を下回るようなところが現れる可能性もある。 

あまねく放送を実現するために 90％を 95％、98％と高めていけば、投資

額の増大に比して追加カバーできる世帯数は減少する。事業収益性の低下は、

都市部を含む配信料の引上げにつながりかねない。 

一定の世帯カバー率から先は、民間だけでインフラ構築を進めることが困

難になるので、その水準を超えた整備によって公共の利益を実現しようとす

る場合は、将来、民間の設備整備を国が支援していくことも検討すべきであ

る。 

 

3-1-2-2-3-4-5. ブロック内県域ラジオ局の事業モデル 

ブロック内にて県域放送を行っているアナログラジオ局は、 

① 単独でブロック全域に放送を実施するか 

② 他の局と共同出資する新会社を設立するなどしてブロック全域に放送

するか 

③ コミュニティ放送として放送するか 

④ 番組供給会社として放送番組を他社に供給するか 

といった選択肢がある。 

ブロック全域に放送を実施するためには、広いエリアに見合った高い配信

料を負担する必要が生じると考えられるが、一方、広域放送であるがゆえに

より多くの広告収入が得られる可能性がある。 

また、コミュニティ放送としての可能性については、ブロック局に周波数

を割り当ててからでないと帯域利用の是非は分からない。 

 

3-1-2-2-4. ソフト会社を支援する事業とその役割・機能 

 

3-1-2-2-4-1. ソフト会社が必要とする機能（ソフト会社実現機能） 

一般的に、放送系のシステムでは、標準規格・運用規定を定めた上で、端

末も、ソフト会社・ハード会社の設備も、その規格・規定にしたがって開発・

製造が進められる。 

一般的に、デジタル放送が標準規格・運用規定で定める内容は、EPG/ECG/

データ放送/ファイルキャスティングなどを含むことがあり、アナログ放送と

比べて高機能である。 

この高機能な部分をサービスに活用するためにソフト会社が必要とする機
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能は、ソフト会社として成立するために必須のものもあるし、より豊かなサ

ービスを実現するためには必要というオプション的なものもある。そして、

このような機能はソフト会社自身が開発・製造することもあれば、別の事業

者が開発・製造して、ソフト会社に提供することもある。 

例えば、有料放送の仕組み（顧客管理、認証、課金、決済等の諸機能）や、

編成管理支援機能、制作支援機能がこうした機能に相当する。以下、本報告

書では、ソフト会社が必要とするこの種の機能のことを「ソフト会社実現機

能」と呼ぶこととする。 

 

3-1-2-2-4-2. ソフト会社支援事業者の概念 

前項で述べたとおり、ソフト会社実現機能は、ソフト会社以外が開発・製

造して、ソフト会社に提供してもよい。特に、複数のソフト会社がそれぞれ

個別に用意するよりも別の事業者が開発・製造して提供する方が費用が低廉

な場合には、このような事業展開が十分あり得る。 

ソフト会社が新規参入する際、既に用意されている事業者の機能を利用す

れば一から自社で用意するよりも速やかにサービスを開始できることも大き

な魅力である。 

ソフト会社支援事業者とは、通信の世界でいうところの MVNE(Mobile 

Virtual Network Enabler)と類似の概念である。 

なお、プラットフォーム機能とは、ソフト会社実現機能のうち有料放送管

理業務（顧客管理、課金・決済等）に関わる部分のことを指し、それを実施

する事業者がプラットフォーム事業者と呼ばれている。既存のデジタル放送

でも、有料放送管理業務があり、放送法により、届出対象とされている。 

 

3-1-2-2-4-3. ソフト会社実現機能の担い手 

ソフト会社実現機能は、届出制であるプラットフォーム機能以外は、自由

に提供でき、利用されることになるだろう。役割分担がなされることが多い。

例えば、ソフト会社が自社で開発したシステムを他のソフト会社のために提

供することもあれば、ハード会社が自身の機能の一部として提供することも、

独立したソフト会社支援事業者がサービスとして提供することもあり得る。 

また、IT の世界におけるプラットフォームという言葉の意味は、ここで使

用している放送におけるプラットフォームという言葉の意味とは異なってい

る。ソフト会社支援事業者でもあり、ソフト会社実現機能の多くを支援する

機能を有することが多い。これは広義プラットフォームと呼べるものであり、

V-Low において、このような役割を担う広義プラットフォーム事業者がハー

ド会社・ソフト会社とトライアングルを組んで推進する形態もあり得る。 
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3-1-2-2-4-4. ソフト会社実現機能のコンポーネント化と ASP 

ソフト会社実現機能が要素に分割されて、組み合わせが可能なコンポーネ

ントとして提供されることもある。そのようにコンポーネント化されたアプ

リケーションを提供する事業者は、アプリケーションサービスプロバイダー

（ASP）と呼ばれていて、さらに近年は、SaaS (Software as a Service)やク

ラウドなどの概念や方式も存在する。 

 

3-1-2-2-4-5. V-Lowのソフト会社実現機能の特徴 

ここまで述べてきたとおり、V-Low が、公共性をもった、地域情報メディ

アであり、新しいデジタル放送であるとするならば、そのソフト会社実現機

能は、技術としては高度であり、使い勝手としては優しいものであり、低廉

な費用で実現可能であることが求められる。それを実現するには、V-Low の

ソフト会社実現機能の担い手をどうするべきかも重要な因子であるが、ここ

では、このような問題所在を説明するだけに留めて、V-Low のサービス内容

や端末をイメージしていく中で、改めてソフト会社実現機能に触れることに

したい。 

 

3-1-2-3. V-Lowのプレーヤー 

V-Lowのプレーヤーとしては、以下の者を想定してみた。 

 

3-1-2-3-1. 県域（ブロック）で実現される V-Lowマルチメディア放送 

(1) NHK 

民間ラジオ放送事業者は、NHKが V-Lowマルチメディア放送において一定

の役割を果たすことへの期待を重ねて表明している。しかし、NHK は、参入

に係る態度を表明していない。なお、仮に NHKが V-Lowマルチメディア放送

を行う場合には、NHKの業務の範囲を定める放送法の改正が必要となる。 

(2) 既存ラジオ局／新規ラジオ局 

後述する音声優先セグメントには、音声放送の番組を編成する能力を現有

する既存ラジオ局が参入すると想定される。コミュニティ放送局の中にも、

県域の V-Low 放送への参入をこのセグメントで行おうとするところが現れる

だろう。現在の放送局以外にも参入希望者が現れる可能性もあるが、地域密

着での事業展開を要件として満たすことが課題になるだろう。 

(3) 第三極 

後述する。 
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3-1-2-3-2. 県域（ブロック）で用いられている帯域以外の V-Low 帯の周波数を

利用するマルチメディア放送 

県域（ブロック）で用いられている帯域以外の V-Low 帯の周波数の形態を検

討することは本研究会のスコープ内ではないが、本シミュレーションを行う中

で、「県域（ブロック）で実現される V-Lowマルチメディア放送」と類似のサー

ビスをエリアを限定した形で実施するという、「V-Lowコミュニティ放送」と呼

べるようなものの検討は、本研究会のスコープ内と思われた。 

 

そこで、「V-Lowコミュニティ放送」の今後の検討及び準備の端緒となる部分

については本報告書にて触れておくこととする。 

 

なお、本項においては、「コミュニティ放送」は、放送サービスの一種として

の総称的かつ抽象的な概念を指し、「現在のコミュニティ放送」は、現在既に実

現されているコミュニティ放送を指し、「V-Low コミュニティ放送」は、「県域

（ブロック）で実現される V-Low マルチメディア放送」と類似のサービスをエ

リアを限定した形で実施するような新しいコミュニティ放送を指すものとする。 

 

(1) ブロック 

① V-Lowコミュニティ放送（Ａ） 

地域の実情や混信の可能性を踏まえて、単独市町村や複数市町村程度に

放送波が届くコミュニティ放送の参入があり得るが、この場合、現在のコ

ミュニティ放送類似のハード・ソフト一体での展開となり、専用アンテナ

から送信する形態が想定される。 

② V-Lowコミュニティ放送（Ｂ） 

ハードについては、ブロックで実現される V-Lowマルチメディア放送の

ハード会社がコミュニティ放送用に併せて整備するアンテナ等に依存し、

自らはソフト事業者として参入するコミュニティ放送が想定される。コミ

ュニティ放送におけるハード・ソフト分離と呼べるような形態である。 

(2) 県域 

大都市圏のブロック内に比べると、地方の県域内のセグメント需要は、比

較的小さいと考えられ、その県域で用いられていない V-Low帯を利用して新

たにコミュニティ放送を行おうとする事業者は県域で放送することを志すな

らば参入できる可能性がある。もしそうであれば、コミュニティ放送の需要

は、特にエリアを限定しての展開を志す事業者に限られ、V-Low よりもホワ

イトスペース利用の方に向かうかも知れない。 

一方、AM/FMの既存ラジオ局の中には、同一県内あるいは隣接県内で都市
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部を中心にエリア限定でコミュニティ放送を開局し、多チャンネル化や事業

区域の拡大を図ろうとする事業者が現れてくるかも知れない。 

(3) いずれにせよ県域（ブロック）の放送を妨げずに、どの程度の出力が可能か

は、置局をしてみないことには分からない。放送対象地域をあらかじめ想定

することが難しいために、県域（ブロック）で用いられている帯域以外のV-Low

帯の周波数を利用するマルチメディア放送の可能性については現時点で確実

なことは言えない。しかし、このような放送の登場も想定しながら、マスメ

ディア集中排除原則の見直しを多様な事業展開のために進めることは有意で

ある。 

 

3-1-2-4. ラジオ局の「ガラガラポン」 

現存するすべてのラジオ局について、放送エリアや事業形態を現状のまま

にしてスムースに V-Lowに移行することは制度上困難であるし、事業性から

も現実的ではない。そもそも V-Lowは、ラジオのデジタル化のための帯域と

して用意されているものではないが、サイマルで音声放送しようとするラジ

オ局が、防災などの機能を強化し、地域情報メディアの維持を図ろうとする

その公共性の故に優先して帯域を確保しようとするものである。新しいラジ

オとしての可能性を生かすことが大事であり、収益を上げ財務を安定化させ

るためにもそうしたラジオの姿に移行していくことになるだろう。 

現存するラジオ局が地域社会において現に果たしている役割とその経営環

境に配慮しながらも、基本的には、AM/FM/コミュニティ放送は、ガラガラポ

ンというイメージの業界変化は避けられないだろう。制度がそう変えるので

はなく、事業環境に適応していくための道筋である。 

しかし、「ガラガラポン」という言葉を恐れる必要はない。現在うまく機能

しているものはそのまま残し、V-Low 利用をラジオの新しい進化と深化の出

発点にすればよい。現在のラジオは進化していなくとも、ラジオの変化の中

には、新しい可能性が埋もれているはずである。創生されていくことを意味

している。後半の「V-Low のソフト会社のあり方」のところでもう少し詳し

く説明したい。 

 

3-1-2-5. 第三極のプレーヤーイメージ 

第三極のプレーヤーは、「ラジオのお隣さん」と言える。第三極には、交通

（道路・車、公共交通機関）、教育（電子教科書・電子教材）、福祉、新聞、

雑誌、観光立国推進に関わる事業者などが想定される。 
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3-1-3. V-Low「骨格」の「肉付け」 

 

3-1-3-1. V-Lowのサービスコンセプト 

 

3-1-3-1-1. サービスコンセプトが意味すること 

サービスコンセプトとは、サービスの特徴をできるだけ簡明かつ短い文章

で書き下したものである。文章だけでなく、キャッチコピーや、特徴の箇条

書きの形で表現することもある。 

 

3-1-3-1-2. サービスシーンが意味すること 

サービスシーンとは、対象となるサービスや製品が生活の中でどのように

使われるのかという場面のことである。具体的な場面が想定でき、描写する

ことができたならば、そのサービスや製品がどのように生活者の役に立つの

かが明確になる。 

 

3-1-3-1-3. サービスコンセプトを構想する手順 

  V-Lowのサービスコンセプトを、以下の三つのステップで構想する。 

Step１．まず、V-Low の新デジタルラジオサービスのあり様について考え

る。 

Step２．次に、Step１のような新デジタルラジオサービスの「お隣さん」

である第三極サービスのあり様について考える。 

Step３．さらに、Step２の第三極サービスから見ても「お隣さん」である

新デジタルラジオサービスのあり様について再度考える。 

この Step１から Step３の手順だけでは、V-Lowの正確なサービスイメージ

は描ききれない。新デジタルラジオと「第三極」とは「お隣さん」同士なの

で、一方のあり様が他方のあり様にお互いに影響を与え合う関係にある。よ

って、１→２→３→２→３→…というように、新デジタルラジオと第三極と

が際限なく相互に影響を及ぼし合うことを繰り返し、やがて収斂していくそ

の先が V-Lowの本来のサービスコンセプトである。 

以下、本報告書では、１→２→３というワンターンのみ考察している。す

なわち、ここで述べるサービスコンセプトとは、V-Low「シミュレーション」

という仮説の上に立ったサービスコンセプトに関する「下書き」または「素

描」のような位置付けのものである。 

 

なお、以下の構想においては、特に次の点に配意した。 

① 既存のリスナーを大事にする 
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 V-Low サービスと現在のラジオは異なるものであるし、V-Low サービ

スの中の新デジタルラジオも現在のラジオとは異なるものになるだろう。

しかし、異なるものになったとしても、既存のリスナーを大事にするこ

とを考えるのであれば、新デジタルラジオは現在のラジオをも包含する

ような形で進化していくべきである。 

 同様に、V-Low サービスの端末や、V-Low サービスの中の新デジタル

ラジオの端末は、フル機能を装備するならば、現在のラジオ端末よりも 

はるかに高機能なものになる。しかしそれによって既存リスナーが困惑

したりするようなことがあってはならない。それは、V-Low 端末が単純

に機能を制限したカンタン端末であるべき、ということではない。既存

のラジオ以上に、誰でもカンタンに使えて、さらに知的好奇心の強いリ

スナーならば使いながら自然と高機能な部分にも慣れ親しんでいく端末

であって欲しい。 

② すでに他メディアで実現されていても有効なコンセプトとなり得る 

サービスコンセプトは、他のメディアでは実現されていないような独

自性をもつか、他のメディアで既に実現されているけれども V-Lowと親

和性が高かったり、既存サービスコンセプト同士の組み合わせが V-Low

にて一体となることに妙があるようなものであれば、新しい価値を生み

出すものとして望ましい。以下では、その両方の観点で考えていきたい。 

③ ここでは防災は明示的には扱わない 

日常で「寄り添う」ことが達成できさえすれば、放送である V-Lowは、

防災や大規模災害時のシーンで必ず役立つだろう。すなわち、日常の利

用と防災等の利用は表裏一体であり、以下では、表の日常の利用のみを

取り扱う。 
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3-1-3-1-4. V-Lowのサービスコンセプト 

 

3-1-3-1-4-1. Step１（V-Lowの新デジタルラジオサービスのあり様の考察） 

 

3-1-3-1-4-1-1. 考察に際し検討対象とするラジオの類型 

「１．ラジオ論」で述べた、ラジオの三つの類型（再掲）は、 

・ 大都市圏/シンジケート発信型 

・ 広域都市圏/地域連携型 

・ 地域/生活密着型 

であるが（→p10）これらのうち、広域都市圏/地域連携型のサービスコンセ

プトは、大都市圏/シンジケート発信型と地域/生活密着型のミックスが基本な

ので、以下では、 

・ 大都市圏/シンジケート発信型 

・ 地域/生活密着型 

の二つのみを取り上げる。 

 

3-1-3-1-4-1-2. 有効な「ラジオ」の特質 

(1) 新デジタルラジオのミッションステートメント（提言再掲。p14参照） 

① 新デジタルラジオは、災害時に最も頼りになる存在であるべきである。 

② 新デジタルラジオは、空気のように、寄り添うメディア（Pervasive Media）

であるべきである。 

③ 新デジタルラジオは、地域社会の中で、経済・生活の発展と向上を牽引し、

多様性や多文化を支える役割を担うべきである。 

(2) 放送メディアであることの価値 

 「今」を伝えていることは、それだけで価値が高い。 

すなわち、テレビであれラジオであれ、有償販売できる番組はごく一部

に過ぎず、「今」を伝えていることが視聴者・聴取者を引き付けている。 

(3) 居心地のよいライブハウス 

① 「新しいライブステージ」というキーワード 

研究会では、twitter をはじめとするソーシャルメディアとラジオが親和

性が高いということを、ラジオが「新しいライブステージ」としての可能

性を持つと表現してきた。 

「新しいライブステージ」というだけでは、例えばテレビでも同じこと

が言えそうだ。テレビとラジオとではどういう違いがあるのか、その差異

が、ラジオの特質とでも呼べるものだ。 

② 「ライブステージ」としてのテレビとラジオの差異 
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テレビは映像が見えるので、その映像は、視聴者にとって常に客体化さ

れている。すなわち、「窓」からの「覗き見」がテレビのメタファーである。 

一方のラジオには映像が無い。パーソナリティのトークを中心に組み立

てられた番組によって聴取者が自ら想起する空間は、テレビのように客体

化されてはおらず、自分もそこに居るような主体的な空間である。 

③ 音楽イベントとのアナロジー 

この差異は音楽イベントとのアナロジーが分かりやすい。テレビは、東

京ドームや武道館のコンサートを見ているイメージであり、アーティスト

との間には距離があって、イベントはある程度完成されたエンターテイメ

ントとして楽しむための空間である。 

一方、ラジオは、ライブハウスやクラブなどで、音楽を楽しむイメージ

であり、アーティストとの距離には、一体感があり、自身もそのイベント

がどうあるかということに主体的に関わっているとの意識がある。 

これは、視聴者や聴取者の数に依存していない。例えば、10人しか見て

いないテレビ番組であっても、テレビのイメージは、東京ドームや武道館

の客席に居るようであろうし、100万人聴いているラジオ番組であっても、

ラジオのイメージは、小さなライブハウスの空気を楽しんでいるように感

じるだろう。 

④ 大きいからできること、小さいからできること 

例えば、一般企業においても、大企業ができること得意なことと、小企

業ができること得意なこととは異なっている。大企業ならば何でもできる

というわけではなく、組織規模が小さいからこそできることがある。大企

業も小企業も、自身が得意な部分で社会に貢献している。 

ラジオ局は、小さな組織や企業である、あるいはそうあるべき、という

のでない。「大きい」・「小さい」は、価値基準の尺度ではない。社会に貢献

する主体や形態には多様性があることを示唆している。 

また、「小さい」ということから、聴取者は少ない方が良いと主張するも

のでもない。どんなにたくさんの聴取者がいたとしてもイメージとして近

さ、小ささがラジオにはあるとするなら、それはラジオが活かすべき特質

である。すなわち、ラジオは「居心地のよいライブハウス」なのではない

か。 

⑤ 居心地のよいライブハウス 

ラジオを「居心地のよいライブハウス」と捉えたとき、例えば twitterと

の連携などでラジオとテレビの違いは鮮明になる。 

テレビの場合は、あくまで既存の舞台で twitter上のつぶやきが紹介され

るに過ぎない。つぶやきは活かせても、TL（タイムライン）は活かしにく
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い。第二ステージができてしまうからだ。 

一方、ラジオの場合は、ライブハウスでアーティストと客が掛け合いな

がらイベントをつくっていくように twitterが位置付けられる。そして、TL

も活かせる。ラジオの音声と TLとから、リスナーは「新しいライブステー

ジ」を想起することができる。 

(4) 「音」のポータルメディアとなる可能性 

音楽の世界を楽しむには、その広大な世界に分け入って自分の領域を広げ

ていくためのナビゲータがいると頼もしい。昨今は、インターネット上の楽

曲販売サイトなどに役割を取って代わられているが、古くは、街のレコード

屋の店員やラジオ番組がその役割を果たしていた。しかし、そのインターネ

ット上の楽曲販売サイトは、検索とカスタマレビューを新しい音楽に出会う

ための主たる仕組みとしていて、ナビゲータになら期待できる関心や知識を

思いがけなく拡げてくれるような機能はまだあまり期待できない。そういっ

た部分こそが、音楽に精通したパーソナリティが聴取者に提供できるもので

あり、集合知を超えた専門家の凄みが発揮されることによって、ラジオは「音」

のポータルメディアになりえる。 

 

3-1-3-1-4-1-3. 「ラジオ」の特質が「デジタル」によって強化される部分 

(1) デジタル放送の基本的メリットを確認 

デジタル放送の基本的メリットは、次のとおりである。 

① 音質がいい。 

② タイムシフト聴取ができる。 

③ 音声以外のデータを音声データの合間に埋め込むことができる。 

④ 通信と連携可能である。 

(2) 新しい「音」のポータルメディア 

ポータルメディアとしての成功は、ラジオを入口にして音楽に接すると

「得」をする、という感覚を与えられるかどうかにかかっている。音声や音

楽というキーワードにて「デジタル」によって実現できる機能は次の一覧に

示すとおり多様であり、これらから適切に機能セットを選出し同一の端末に

て一体となってサービスを構成すれば、新しい「音」のポータルメディアと

なりえる可能性がある。 

・タイムシフト聴取 

・タギング 

・ソーシャルタギング 

・楽曲販売へのポータルとして 

・楽曲情報 
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・歌詞 

・リスナーズレビュー 

・音声カンタン投稿機能 

・メロディ検索/歌詞検索機能 

・ポッドキャスティングとの連携 

 

3-1-3-1-4-1-4. 聴取者増加と端末普及を考える際の重要因子 

新デジタルラジオのサービスが、聴取者を増加させるための、そして端末

を普及させるための、仕組みや仕掛けを有しているかは、サービスのあり様

を考える際に欠かせないであろう。 

その検討にあたっての重要な因子は、二つある。一つは、V-Low開始時の

キャンペーンのあり方、もう一つは、開始時のキャンペーンに続いて持続的

に聴取者を増加させていく仕組みである。 

この二つは、実は一体の関係にある。開始時のキャンペーンの形を考える

のに V-Lowというメディアの姿を決めてから後付けで考えるのは得策ではな

く、新しいメディアなのだから、有効なキャンペーンを打てるようにメディ

アの特性を設計するようにして、持続的に聴取者や端末を増加させていく仕

組みも含めてサービスのあり様を決めるべきだ。 

そのように重要なキャンペーンではあるが、本報告書の段階では、キャン

ペーンから各部を発案するのは時期尚早であり、この研究会のテーマからも

遠い。ここでは、「キャンペーンしやすい形が重要」ということを今後のサー

ビス設計時に念頭におく重要性に言及するに留めたい。 

一方、持続的に増加させていく仕組みは、恋愛をメタファーに考えたい。

どのようなシーンで、新デジタルラジオと出会うのか。そして、出会うだけ

でなく、どのように寄り添い続ける関係を築くのかという二つに分けて考え

てみたい。 

もっとも、本報告書では、「寄り添うきっかけを徹底的に追求すべき」、「寄

り添い続けるメリットを積み増すことを追求すべき」に分け、抽象度を保っ

たレベルで列記するに留める。より具体的な姿は、個別番組内容にまで及ぶ

からである。 

 

3-1-3-1-4-1-5. 寄り添うきっかけを徹底的に追求すべき 

寄り添うきっかけとなる出会いのシーンとしては次のようなものが想定さ

れる。 

出会いのシーン 備考 

ドライブ  
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タクシー  

飛行機 ラジオ風音声番組 

電車  

コンビニエンスストア  

商店街  

ショッピングモール  

キッチン リビングはテレビのものであることに比して。 

寝室 ラジオのスロウな部分が、ハイなテレビよりも心地

良い。 

書斎 ラジオのスロウな部分が、ハイなテレビよりも心地

良い。 

外国語を求めるとき 語学学習、Glocalizationや地域情報発信。 

観光立国  

 

3-1-3-1-4-1-6. 寄り添い続けるメリットを積み増すことを追求すべき 

 寄り添い続けるメリットを積み増すサービス特性としては次のようなもの

が想定される。 

寄り添い続けるメリット 

ラジオは音声であり、空気で伝わり、空間を満たすもの。生活を暖かくする。 

生活のパートナーとなり、生活のリズムを日々そして四季折々に刻んでくれる。

音楽を、今よりも楽しめるようになる、便利になる。 

ラジオは聴いた時間だけ、得るものがある。実は時間を無駄にしないメディア

である。 

コミュニケーション力の向上：コミュニケーション論によれば、相手に理解さ

れるには、まず相手を理解することが重要という。ラジオで人の話に耳を傾け

て理解することはコミュニケーション力の向上が期待できる。 

自分自身の意見や関心と同じものだけでなく、多様な意見や関心に触れること

ができる。 

話題や流行もチェックできる。 

外国語チャンネルなどであれば、自然と英語に強くなる。 

聴取時間に応じて、ポイントやクーポンがたまる。 

移動時に、地産地消の特産品情報などを入手できる。 

お手軽懸賞生活ができる。 

いざというとき頼りになる。 
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コラム：感性マーケティングとラジオ 

 ラジオショッピングの返品率が低いことを筆頭に、パーソナリティとリスナ

ーの信頼関係を中心に据えるならば、ラジオは他のメディアにはない広告や販

促の機能や特性があるのではないかということが研究会で議論された。議論で

は、そのような機能や特性を示す指標を確立することで実現するかもしれない

新しい広告や販促の可能性についても意見があった。 

 

一方で、それらが旧来から存在する「感性マーケティング」の類似概念であ

る可能性も示唆された。この点、研究会の議論の場では結論を見ずに終わって

いる。 

 

報告書作成にあたっては、再度本課題について議論したが、なお一定の見解

は得られていない。しかし、その過程においては多少の整理がなされたのでコ

ラムとして触れておきたい。 

 

まず、「感性マーケティング」という言葉の定義自体が曖昧であり、人によっ

て異なるものであることがわかった。多少の調査の結果、おおよそ次のように

定義するのが本報告書の議論においては妥当であるとした。 

 

・感性マーケティングは、大別すると二つの部分から成る。 

・一つは、商品の開発にあたって感性工学を利用することによって、「かっこ

いい」「かわいい」「高級感がある」などの、従来は感性として属人的に判断

されていた商品特性を、より客観的に取り扱うことを可能とし、商品が成功

することを促進しようというものである。 

・もう一つは、販売の現場において、人が商品を購入するという動機や衝動を

喚起することを重視することであり、それは POSデータなどの数値のみでは

見えない要素にも配慮することが中心である。さらに推し進めて、人が商品

を購入するという動機や衝動を喚起することを、一つ目の感性工学的に、指

標化することも目標に置いている。 

 

定義の二つ目には、研究会の議論との類似性が感じられた。しかし、その先

は、感性工学の専門家を要するような議論になるので、本研究会のスコープ外

と判断した。 
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3-1-3-1-4-2. Step２（第三極 V-Lowサービスのあり様の考察） 

第三極プレーヤーのそれぞれについて、サービスの方向性を示す。 

 

3-1-3-1-4-2-1. 交通 

 

3-1-3-1-4-2-1-1. 道路・車 

(1) テレマティクス 

テレマティクスは、本報告書の観点で言うと、次の二つのトピックがある。 

一つには、旧来のカーナビが目的地に安全・快適に移動することをサポー

トするのに比して、テレマティクスは、目的地を考える動機付けのところか

ら支援し、目的地に着いた後の活動をより有意義にする機能を含んでいる。  

二つには、統合情報基地としてクルマをデザインするということである。

これは、テレビ・ラジオ・インターネット（電子メール・Web）など、ドラ

イバーがメディアと接する際に、ドライビングという環境に最適化した情報

環境を作り出すことを目途としている。 

この双方について、今までのテレマティクスでは、クルマとは無関係に組

み立てられた既存のメディアをどのように車内環境に組み入れて利用するか

という、いわば、後手の組み立てであった。これに対し、これから始まる V-Low 

にあっては、テレマティクスとの親和性をメディアとしてデザインするとこ

ろから考察していくことができる。特に、地域情報メディアでもある V-Low

は、テレマティクスにおいて幅広いサービスに活かせる可能性がある。 

V-Low を使うことによって、より多くのクルマに、より廉価に情報を提供

できるようになる。共通情報は放送で送り、個別情報のみ通信を利用すると

いう常套手段が有効なサービスであり、サービス運用費用の低廉化が実現す

れば、テレマティクスを搭載するクルマの母数拡大につながる。 

(2) ITS 

ITSという言葉は、二つの意味で使われることが多い。 

一つは、現在実現されている技術やサービスを具体的に指す場合で、

VICS・カーナビ・ETCなどが実現する交通システムの総称である（これを本

報告書では狭義 ITSと呼ぶ）。 

もう一つはスマートウェイに代表されるように、交通システム全体のイノ

ベーションを指す場合である。こちらはより大きな概念ではあるが、抽象に

留まるものではなく、その推進は国の施策にも位置付けられていて、社会シ

ステムとしてのサブコンポーネントや各種要素技術が特定され、研究開発や

実証実験が推進されている（こちらを本報告書は広義 ITSと呼ぶ)。 

テレマティクスも ITS の一環と捉えることもできるが、ITS がどちらかと
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いうと交通のシステム面にフォーカスしているのに対し、テレマティクスは、

ドライブする楽しみや目的などドライブの感性面や付随したビジネス面にフ

ォーカスしているという違いがある。 

 

3-1-3-1-4-2-1-2. 公共交通機関：鉄道テレマティクス 

公共交通機関の主要なものとしては、鉄道、バス、タクシー、旅客船、航

空がある。ここでは特に鉄道における方向性について示すものとする（バス、

タクシーについては、前項の道路・車の方向性と本項の方向性とのミックス

が考えられる）。 

道路とクルマがテレマティクスによって情報装備していく中、公共交通機

関である鉄道にもそれに類する展開の可能性がある。V-Low 端末が鉄道移動

時のテレマティクスとしての機能を備えると、移動中の利用のみならず、電

子マネーなどの利用とあいまって、シャナイ・エキナカ・エキチカ・エキウ

エ・エキヨコの商業拠点を連続的、網羅的にサポートする地域情報メディア

として聴取・視聴が広がる可能性がある。 

※エキチカの定義は現状二つある。駅近と駅地下である。ここでは、エキチ

カを駅地下を指す言葉として使用する。 

 

3-1-3-1-4-2-2. 教育：ポータブル電子図書室 

電子教科書は、タブレット型端末を電子ブックリーダーとして使用するこ

とで実現していく。機能としての電子教科書には、電子教材の進化と普及に

よる「学びの革新」という側面以外に、学校教育において、児童・生徒が膨

大な知の資産たる過去の書籍に、何時でも何処でもアクセスできるという「電

子図書室」としての側面がある。 

地域情報メディアである V-Lowは、郷土の伝承情報をはじめとする地域の

知の資産の接触機会を増やして多様性を知ることに活かすことができる。

V-Low の教育利用は、郷土史を含む電子図書室としての利用から始まると考

える。 

放送と通信の連携を教育現場のニーズに合わせたアクセス手段として具体

化するとすれば、端末内に蓄積しておいていつでも通信を経ないで利用でき

るようにしたいコンテンツは V-Lowの放送波で一括配信し、個別のコンテン

ツは通信経由とするイメージが描ける。 

 

3-1-3-1-4-2-3. 福祉：「障碍者」を減らす V-Lowメディア 

都市計画や街づくりのアナロジーで考えたい。例えば、そもそも、都市計

画や街づくりが、車椅子の方が移動に不便のないような配慮や設計がなされ
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ていれば、「歩けない」という障碍は社会的には存在しないと考えることがで

きる。自然と、歩ける人と同じように社会活動や社会貢献ができるようにな

る。誰が「障碍者」であるかは、絶対的なものではなく、社会設計との兼合

いで相対的に決まるものだからである。 

新しい情報メディアの立上げに際し、都市設計や街づくりと同じように、

メディアを設計する時点で配慮する視点は、その利用者においても、その制

作者においても、「障碍者」と見なされる人が、コンテンツ制作に参加してい

くのに V-Lowを利用していくというところにある。支援の対象としてではな

く、障碍者が雇用の機会を得て、納税者として社会貢献する存在になるのを

支援するメディアの可能性を検討すべきである。 

 

3-1-3-1-4-2-4. 新聞：ブリーフィング型電子新聞 

電子新聞には、大別すると三つの可能性があると思われる。 

第一に、現在の紙の新聞をそのまま電子ブックリーダーで読めるようにす

る電子化である。 

第二は、読者がより能動的に情報空間を探索し、迅速な意思決定を実行す

ることを支援するハンティングツールにする電子化である。 

第三は、第二のハンティングツールをベースにはするものの、読者の姿勢

としてはハンティングではなく、最新情報をなるべく手間なく簡潔におさえ

ておきたいというブリーフィング型の電子化である。  

読者数としては、第三のニーズが一番多く、V-Low を利用して配信する生

活者のための電子新聞の姿がそこにあるように思われる。もちろん、V-Low

電子新聞のいずれのタイプが事業として成功するのかは、新聞社の読者層や

経営戦略によって変わるだろうから、一概には言えない。 

ブリーフィング型電子新聞は、単なる見出し集や簡素化された新聞ではな

く、本来は読者がハンティングする作業をその人に替わりエージェントが代

行し、利便性を高めて提供するものである。エージェント機能は、人的に行

われるものもあれば、利用者の属性や嗜好に基づいて自動的にカスタマイズ

する知的エージェントソフトウエア技術などを用いたものもある。費用面か

ら人的展開には限界があるので、高度な ICT 技術によって実現するその仕組

みが誰によってどう構築され提供されるのかは、V-Low 電子新聞の今後を左

右するだろう。 

 

3-1-3-1-4-2-5. 雑誌：レイヤー型電子雑誌 

ネットワーク化が進み、センサーや個人からの情報が集められ、集合知を

形成することには、多くの注目が集まり、事業として展開されている。しか
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し、集合知の存在によって、必ずしも集約や専門家や編集の価値が減じるわ

けではない。歴史を紐解けば、知はそもそも編集にあり、そうした状況下に

おいて、雑誌が持ちうるコンピタンスは、編集力とブランド力であろう。 

このような視座から、雑誌から電子雑誌への移行を二つに大別して考えて

みたい。 

一つは、雑誌のマルチメディア化やアプリケーション化であり、もう一つ

は、雑誌はあくまで雑誌であってそのフォーマットまたはメタファーを残し

ながらの変化である。 

雑誌自体がマルチメディア化していく展開ももちろんあり得るだろうが、

そもそも雑誌とは何かを考えるとき、V-Low の電子雑誌は、雑誌であること

を維持し続ける後者の移行のイメージで捉えることとしたい。 

エディトリアルデザインは編集の一部である。したがって、メタファーと

しての雑誌を成立させるには、端末 UI（ユーザーインターフェース）が重要

である。 

メタファーを残す方式においても、雑誌の進化や高度化は存在する。例え

ば、この場合の電子雑誌は複数のレイヤーを持ち、最も素の状態（ベースレ

イヤー）で読むと既存の雑誌と同じ感覚だが、読者の選択によって、その雑

誌に付加された付加レイヤーを表示すると、様々な機能を利用することがで

き、楽しみや便利さが増すという方式などがある。レイヤー型電子雑誌、と

言えるものである。 

追加レイヤーにて情報や機能を付加する事業者は、雑誌制作者自身である

必要はなく、別の事業者がそれを担当しても良い。例えば、ソフト会社支援

事業者が付加機能を提供してもよい。 

 

3-1-3-1-4-2-6. 観光立国に関わる事業者 

観光立国に関わる事業者は、ここに記載したプレーヤーも含めて多岐にわ

たるため、本報告書では割愛する。 
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3-1-3-1-4-3. Step３（再度、新デジタルラジオサービスのあり様を考察） 

新デジタルラジオと第三極プレーヤーとのケミストリーを示す。 

 

3-1-3-1-4-3-1. 交通 

 

3-1-3-1-4-3-1-1. 道路・車 

(1) テレマティクスとのケミストリー 

テレマティクスは、地域情報メディアとしてのラジオ局の機能と連携する

ことで、より豊かな情報を提供することができる。新デジタルラジオも、テ

レマティクスによって収集されたドライバー交通情報を活用することで、よ

り適切な交通情報の提供やドライバーの身になった番組を提供することがで

きる。 

(2) ITSとのケミストリー 

① 狭義 ITS 

例えば、狭義 ITSの重要なコンポーネントである VICSは、現在 NHK-FM

で広域向け交通情報を配信している。これを V-Low で実施するようにすれ

ば、広域向け交通情報の帯域が広がり、交通情報の配信において新たな可能

性が拓ける。ドライバーに工事や渋滞の様子を伝える交通情報は、他の情報

と組み合わされることによって、ドライバーに新しい価値をもたらすことが

できる。V-Lowの登場により、情報の提供内容や提供主体がどうあれば公共

の利益にかなうのかの検討が必要である。 

② 広義 ITS 

広義 ITSにおける V-Low周波数帯の利用に関しては、狭義 ITSの進化を

はじめ、技術的に様々な可能性がある。ここではその子細には立ち入らない

が、本質的なポイントだけ指摘しておきたい。 

広義 ITSは、ドライバーに、ある意味、黒子のように寄り添うことで、そ

の快適さや安全を支える。他方、新デジタルラジオは、表舞台でドライバー

に寄り添う。 

その意味では、広義 ITS と新デジタルラジオは「お隣さん」なのであり、

このことを双方の事業者が認識してサービス開発に当たれば、ドライバーの

利益はもちろん、新たな社会的価値や便益を生み出すことができる。その公

共性に着目してセグメントの利用目的などの制度設計に当たるべきである。 

 

3-1-3-1-4-3-1-2. 公共交通機関：鉄道テレマティクスとのケミストリー 

鉄道テレマティクスもまた、地域情報メディアとしてのラジオ局の機能と

連携することで、より豊かな情報を提供することができる。 

43



新デジタルラジオは、鉄道による移動というシチュエーション自体、そし

て、そこに生まれるリスナーにアプローチすることができる。例えば、新幹

線などの鉄道幹線と連携して、県外、広域外の情報を放送するような取組は、

観光プロモーションのための媒体価値を高めることになる。県域のラジオ局

は地域情報メディアとして地域の商業と関係しているので、県域外への観光

や名産のプロモーションを広告会社などと連携して実施する際には、地域代

表の役割を担うことが可能である。県域局間がうまく連携できれば、それぞ

れの地域を相手の地域でアピールすることになるので、魅力的な放送番組の

提供はもちろん放送外でも、地域コミュニティ間の人やものの交流を刺激す

る役割を果たす。 

 

3-1-3-1-4-3-2. 教育：ポータブル電子図書室とのケミストリー 

ポータブル電子図書室は、同一端末にてラジオ教育番組を聴取することが

できる。新デジタルラジオでのラジオ教育番組は、今行われているものと様

相が大きく違うものになると予想されるが、ポータブル電子図書室は、放送

番組の進行と連動して教材を提供することを手はじめに、教育手法に広がり

をもたらすものである。 

新デジタルラジオは、居心地のよいライブハウスとしてのラジオの特質を

活かして、同じ端末に格納された教科書や教材も利用しながら、聴取者も参

加する新しいタイプの教育番組が登場するかもしれない。番組が人気を博し

て新しい電子教材が生まれてくれば、その作成や販売、他の事業との連携な

どが活発になるかも知れない。さらには、地域の図書館との連携にも可能性

がある。 

 

3-1-3-1-4-3-3. 福祉：「障碍者」を減らすメディアとしてのケミストリー 

ラジオは、音だけで成立してきた。だから、視覚障碍者が「視覚障碍者」

でなくなるメディアである。同じように V-Low端末で読める電子新聞や電子

雑誌は、聴覚障碍者を「聴覚障碍者」としないメディアである。V-Low にと

り、大事なリスナーやリーダーであり、番組の作り手としても参加してもら

える可能性も拓ける。 

V-Low のサービスを日々利用している作り手として、すなわち、自分が普

段どう使っているのか、どうなると便利なのか、どう作り手として参加した

いか、どうすれば参加できるのかといったことを、所与ではなく「当事者」

として、自ら発案し行動していく主体的な役割を障碍者の人たちに期待する

ことが可能なメディアである。 

V-Low によって「障碍」がなくなるわけではないが、地域情報メディアと
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しての雇用の創出力や、先述のラジオの「軽量さ」は、「チャレンジド」が社

会に参加し仕事に就くのに優れた特性である。こうしたことも V-Lowを設計

する際には組み込むべきである。 

 

3-1-3-1-4-3-4. 新聞：ブリーフィング型電子新聞とのケミストリー 

ブリーフィング型電子新聞と新デジタルラジオは、よい意味で競い合い、

あるいは、経営や取材体制を含めた連携等を進めることで、相互に大きく変

化していく可能性がある。連携や統合という方法によらなくとも、高度なエ

ージェント技術に強みを持つ電子新聞が、空気のように寄り添う中で何より

も速報性という強みを持つ新デジタルラジオと競争しながら進化を続けてい

けば生活者に利益をもたらし、双方がメディアとしての経営基盤を固めてい

けるかも知れない。双方の利益となる化学反応が期待しやすい組み合わせで

ある。 

 

3-1-3-1-4-3-5. 雑誌：レイヤー型電子雑誌とのケミストリー 

レイヤー型電子雑誌と新デジタルラジオは、他のケミストリーとは一風異

なっている。そもそもラジオと雑誌は、制作者側にとっても、リスナー・読

者側にとっても親和性が高い。V-Low で実現するサービスで、お互いのメデ

ィアとしての距離が近づくことがあり得るだろうし、同じ端末に載れば、今

既にあるラジオと雑誌の親近感に、デジタルが具体的な形を与えることにな

るだろう。例えば、雑誌や雑誌のコーナーに言及したトーク番組、ラジオ番

組からスピンアウトした企画など、様々なことが両者の間に誕生して聴取者

を引きつけて離さない。考え方として新しいというわけではないが、二つの

メディアが一つの端末に相乗り、お互いが「お隣さん」意識をもって、新し

く価値を持つモノゴトが誕生することだろう。 
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3-1-3-2. V-Lowのセグメント利用目的のイメージ 

マルチメディア放送は、音声、映像、データ、ソフトウェアなどが取り扱

えて、ストリーミングにも、ファイルキャストにも、対応している。ラジオ

放送だけでは、V-Low の帯域は広すぎるし、既存のラジオ番組を流すだけの

ラジオ放送であるとしたら、V-Low のインフラ構築や端末普及は望みようが

ない。V-Low が様々なアプリケーションやサービスに利用される中、ラジオ

がそれに「相乗り」するモデルだけがラジオが V-Lowに展開できる唯一の道

であろう。 

NHK が V-Low マルチメディア放送への参入意思を表明していない段階で

は、利用可能なセグメント数が変わり得るので、固定的に考えることはでき

ないが、研究会では、民間事業者に割当可能なセグメントを９又は５セグメ

ント（三大都市圏 では 11セグメント、それ以外の地域では 7セグメントが

利用できるＢ案）と仮定して、次のような利用目的をイメージした（参照：

補足資料３「Ｖ－Ｌｏｗのセグメント利用目的イメージ」（p76））。なお、費

用想定については、3-1-2-2-2に記載の留意点に留意することが必要である。 
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3-1-3-2-1. 音声優先セグメント：防災情報提供の強化など、音声放送を行う事業

者の参入を優先（ブロック２セグメント、県域１セグメント）  

音声放送は、広告媒体としての経済価値が低下しており、事業の収益性の

点では見劣りする。音声放送以外の目的でセグメントを利用すれば、より大

きな収益を生み、インフラ構築に向かう資金も安定するかも知れない。 

しかし、命綱となる音声放送の価値は、収益性をもっては計れないもので

あるし、「地産地消」の価値も収益性とは違う文化的社会的なものを含んでい

る。このため、音声放送には利用目的を限定したセグメントを用意し、優先

して一定の帯域を割り当てるようにすべきである。 

V-Low帯域での音声放送のためには、事業者間の合従連衡や、参入見送り、

音声セグメント以外での事業展開などの可能性があるので、三大都市圏では

２セグメント、それ以外の地域では１セグメントの割当てを研究会では想定

した。ちなみに、１セグメントには、通常のラジオ音声放送であれば４～６

番組程度が同居することを想定している。音声優先セグメントにおいても、

ファイルキャスティング用のストリームなど、音声ストリームに付随したサ

ービスを実施するための帯域を取ることも可能である。 

このような、いわば専用レーンの設定は、アナログラジオからの平行移動

のためではなくて、ラジオ局が国民のニーズに適応していくための変化や進

化や深化のための手段であるから、確実に帯域を確保するようにすべきであ

る。 

もちろん、他の目的で利用するよりも音声放送を維持することが国民の利

益にかなうことが約束されなければならないが、地域社会に根ざした放送を

現に行っているラジオ局ですら達成ができない程の条件だと、誰も専用レー

ンに参入せず、音声放送が維持できなくなってしまう。そこで、専用レーン

で事業を行う条件としては、次の二つを想定している。 

① 市町村レベルの詳細な防災情報を提供 

生活の身近なところの災害情報は、都道府県よりも市町村に集まるの

で、市民等への災害情報提供について、市町村との間で平時より話し合

い、協定を結ぶなどの交流や協力関係を築いていること。 

② 自社制作番組比率が 50％以上 

被災時には、被災地発の情報を被災地内の住民に届ける役割がラジオ

に期待されるので、平時に情報を「地産地消」していること、そのため

の客観的基準として、ラジオ放送番組の過半を自社で制作していること。 

 ①の条件については、必ずしも現状の市町村の情報提供体制を前提として

考える必要はない。例えば、後に出てくる「公的情報連携 ASP」（→p60）を

使えば、市町村単位での防災情報の提供が効率的にできるようになる。また、
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この「公的情報連携 ASP」が、災害時だけでなく、日常の公的な情報の提供

にも役立つ姿をイメージすれば、そこに、平時でも地域住民の役に立つ新デ

ジタルラジオのイメージも浮かび上がるであろう。 

②の条件については、絶対的な条件となるのか、あるいはもう少し弾力的

な条件となるのかによって、50％という数字の持つ意味合いが異なってくる。

しかしながら、完全な指標というものは存在しないことを認識しつつも、計

測可能な指標を設定し、それを達成するために工夫や努力をすることは、重

要である。現時点においては地域情報メディアたる V-Lowの公共性の少なか

らずを担うが故に優先される音声優先セグメントにおいては、当該設定は妥

当と考える。ただし、音声優先セグメントにおける新デジタルラジオのサー

ビスの進化によって別の指標が有効となる可能性もある。今後は、新デジタ

ルラジオのサービス検討状況も睨みつつ指標に関する制度整備を検討するこ

とが課題となろう。 

 

3-1-3-2-2. 教育・福祉優先セグメント：教育向け、高齢者向けなどの公共性の高

いサービスやアプリケーションの提供を行う事業者の参入を優先（ブロック、

県域とも１セグメント） 

V-Low 帯域を利用したマルチメディア放送は、国内どこにいても、年齢層

にも偏りなく視聴できるものであるべきである。教育や福祉の分野は、他の

利用目的に比べると利益が生まれにくい分野なので、その分野の放送番組を

他より優先すべきである。 

教育の分野では、電子教科書のタブレット端末向けにファイルキャスティ

ングでデジタル教材を放送する事業モデルがまず思い当たるが、学校外でも

有効活用が進むように民間の参入を促す工夫があってよい。また、福祉の分

野も、教育と同様、収益性の点では他の利用目的には競い負ける可能性が高

い。 

ユニバーサルなサービスを高齢者や障碍者向けに提供する V-Lowならでは

のサービスやアプリケーションの登場も、このセグメントでは期待したい。 

 

3-1-3-2-3. 交通セグメント：被災時のドライバーの安全確保や誘導、平時の高付

加価値サービスなど、交通分野のアプリケーションの提供を想定（ブロック

３セグメント、県域２セグメント） 

被災して道路で孤立するドライバーを誘導したり、集中豪雨による道路冠

水やがけ崩れの情報を付近を走行中のドライバーにいち早く知らせたりする

手段として、車載のナビシステムと連動する V-Lowは、力を発揮できるだろ

う。移動中にも休みなく受信するためにインフラや端末はどうあるべきか、
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今後の検討が必要である。 

先述のテレマティクスに組み込まれた V-Lowの可能性と市場性のほか、観

光立国にふさわしい国際色ある情報の提供をパーソナルな端末に向け行う事

業モデルの登場も期待できる。 

 

3-1-3-2-4. 多様なサービスセグメント：地域社会や地域経済、コミュニティでの

生活を向上させる多様なサービスの実現を想定（ブロック３セグメント、県

域１セグメント） 

V-Low帯域を利用したマルチメディア放送の特色は、様々な端末に向けた、

地域色の豊かな情報提供にある。地域的に偏在する関心コミュニティに対応

するのにも V-Lowには大きな可能性があり、社会的に V-Lowが果たさなけれ

ばならない役割でもある。 

地域の経済発展や生活の向上に役立つ様々なアプリケーション等の開発、

提供が進むことで、地域経済が元気になり、新しいビジネスの誕生にもつな

がる。 
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3-1-3-3. V-Lowのソフト会社のあり方 

V-Lowソフト会社は、多様な形態を取りうる。その検討は、ラジオの場合、

次のような事柄が軸になるだろう。 

もちろん、ラジオの現状が十分なのであれば、そのサービス提供の形態を

そのまま V-Lowに持ち込めばよい。しかし、実際はそうではなく、そもそも

V-Low のサービスコンセプトは現在のラジオよりもはるかに多様なので、サ

ービスを誰がどう提供することが進化系なのかを、V-Low のメリットを最大

限に引き出すという視点から検討してみるべきであろう。 

それが先述の「ガラガラポン」にも通ずるラジオ局自身の将来に向けたア

プローチであろう。 

① 事業区域をどうするか。 

放送対象地域と同一のエリアとするか、複数放送対象地域を連結するか

等。 

② 事業区域が複数の放送対象地域を含む場合、事業区域の中の地域情報メ

ディアとしてはどう地域を分割するか。 

例えば、あるブロックでソフト会社を立ち上げる際、ブロック内の共通

サービスをどう定義し、各県毎にはサービスにどう特色を持たせるかなど

の設計等。 

③ 事業区域が複数の放送対象地域を含む場合、営業体制や営業単位をどう

するか。 

④ サービスコンセプトをどうするか。 

単一のサービスコンセプトでいくのか、複数のサービスコンセプトを採

用するのか等。 

⑤ 複数サービスを提供するかどうか。 

例えば、関東広域において、複数のラジオ系サービスを提供する、すな

わち複数のチャンネルを提供することによって、関心コミュニティへのア

プローチを拡げる等。 

なお、ソフト会社の認定の単位をセグメント単位とすべきか、１セグメン

トを分割して、より小さい単位で認定を行うべきか、という問題がある。セ

グメント単位に認定がされるのであれば、防災情報の提供や自社番組の制作

には有利に働き、ファイル伝送領域も効率的に使用できる反面、ソフト会社

は１社であって、その中の個々の事業者は放送事業者ではなく番組供給事業

者となる。より小さい単位で認定がされるのであれば、防災情報の提供等を

個々の認定単位ごとに行わなければならないので負担が増えるが、事業主体

としてのモチベーションは、高まる。事業者の参入動向を踏まえるなどしな

がら、今後さらに検討していくことが必要であろう。 
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3-1-4. V-Low端末とその普及 

置局とそのマイルストーン、V-Low サービスのスケジュールについては、

サービスの全国展開が短期間に進むことが、インフラ構築と端末普及と相乗

していることを念頭に、特にハード会社のインフラ構築展開の広がりが事業

の成否を左右することになるだろう。 

このため、ハード整備開始後５年間で、本報告書では世帯カバー率 90％を

達成するスケジュールをひとまず想定して論を進めることにした。世帯カバ

ー率については、V-Low をどのようなメディアにするのかによって到着点の

イメージは違うし、ドライバーによる車内利用を想定すると、道路カバー率

が高くないとカーナビでの利用が進みにくいなど、今後慎重に検討すべき課

題も多い。 

また、一定率を超える地域では、投資負担が大きい割には収益が見込めず、

民間だけではインフラ整備が進まない事態が生じるかも知れない。地域間の

格差是正のためのインフラ整備を国が支援することも将来検討されるべきだ。

例えば、2020年までに全国の小中学校の電子教科書が V-Low放送による教育

コンテンツを直接受信するためには、98％を超える世帯カバー率が必要にな

るが、光ファイバー網との役割分担や現在のラジオがどこまでに V-Lowに移

るのかなど、今後の種々の事態の推移を見ながら判断していく必要がある（参

照：補足資料４「置局とマイルストーン」（p76））。 
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3-1-4-1. V-Low端末の普及の基礎情報 

(1) V-Lowチップ 

ワンセグ（含む UHFホワイトスペース）／V-Low共用チップが開発されれ

ば、携帯電話やカーナビなどへの搭載が大きく進むと期待されている。 

(2) アンテナの課題 

V-Lowのアンテナは、V-Highに比べると長い（大きい）。 

例えば、現状の技術では、携帯電話にアンテナを内蔵させることはできな

い。ヘッドホンのコードをアンテナとして利用すれば、ホイップアンテナな

どを付けなくとも受信は可能であるが、ファイルキャストされてくる放送の

常時受信を続けるのには向いていない。 

携帯電話に搭載できるような小型かつ安価な V-Lowアンテナは試作等が始

まり開発の端緒についているが、さらなる研究開発が必要である。 

 (3) ファイルキャスティングの帯域を増やす方法 

短時間に大容量のファイルをダウンロードするためには、複数のセグメン

トで送って複数チューナーで受けて合成するか、セグメント階層伝送により

複数セグメントをまとめて単一チューナーで受信する方法がある。 

 

コラム：「ありきたりな」V-Low端末のイメージ 

これ以降、V-Low の端末について検討していくにあたって、そのベースとな

るイメージをコラムで提示しておきたい。強調しておきたいことは、あくまで

ベースとなるイメージであって、これに限られるものではないということ。そ

こで、あえて「ありきたり」と銘打ってみた。また、端末を考える際には本来

ならば、様々な技術仕様を基にすべきだが、対象読者にわかりやすいように、

このコラムでは誤解を恐れず、ワンセグを基本に、それとの差異をトピックと

して列記する形で記述することにしたい。また、「可能」とあるものは、やらな

くてもよいということでもあることに注意して欲しい。 

 

まず、いわゆる地デジ「ワンセグサービス」でできることは、すべて V-Low

ではできる。その上で、ワンセグサービスと V-Lowとの主たる差異を次のよう

に整理してみた。 

 

V-Lowとワンセグサービスとの差異 

帯域 ワンセグと同程度と想定されている。ただし、伝送パラ

メータの設定によって増減がありえる。 

AV拡張 音声 5.1chも可能 

映像 30fpsも可能 
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映像 720x480も可能 

CAS搭載可能 有料放送が可能 

ファイルの DRM保護が可能 

ファイルキャス

ティング可能 

単なるカルーセル方式以外の方式を採用。単なるカルー

セル方式よりも伝送効率が高い。（通信による欠損パケッ

ト補完） 

ファイルキャスティングで送信するファイル形式は自

由。端末のアプリが対応していれば表示できる。 

例） 

着メロ 

楽曲 

電子クーポン 

電子書籍 

3DCGデータ 

電子チラシ 

映像コンテンツ 

ECG搭載 電子番組表（EPG）の進化形を搭載 
 

 

3-1-4-2. V-Low端末の普及コンセプトとしての「相乗り」 

新しい規格の受信端末を０台から普及させるのは、並大抵のことではない。

ところで、昨今の受信端末は、例えばスマートフォンが３Ｇ、ワンセグ、Wi-Fi、

Bluetoothなど一つの端末で複数の無線通信方式に対応しているように、ハイ

ブリッドのものが増えている。新デジタルラジオも、ハイブリッドで強みを

発揮する端末として最初から準備しておくべきだろう。 

そのことは、ラジオ専用端末としてだけではなく、「相乗り」端末による普

及の促進を図ることを意味している。 

なお、「相乗り」は、多種多様な組み合わせが考えられるが、本項での検討

にあたっては、できるだけお互いに直交する概念となるような「相乗り」の

代表例を見ていくこととする。実際に商品化されるときの端末は、ここで示

した「相乗り」例の複合体となっているものもあるであろうし、市場には、

異なる「相乗り」端末が混在することもあるであろう。 
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3-1-4-2-1. 「携帯電話」相乗り 

 

3-1-4-2-1-1. 「携帯電話相乗り端末」のイメージ 

現存するワンセグ携帯電話にて V-Low サービスも利用できるというのが、

そのイメージである。 

 

3-1-4-2-1-2. 端末普及の可能性 

広く普及しているワンセグ携帯電話で V-Lowサービスが利用できるように

なることは、搭載端末の普及という観点からは望ましいが、端末のコストア

ップ要因になる。コストアップに見合う魅力的なサービスが提供されてはじ

めて、携帯電話事業者やメーカーが V-Lowマルチメディア放送の受信機能を

携帯電話に搭載するインセンティブが生じる。V-High帯のマルチメディア放

送は、現在通信キャリアが主導しているので、その受信機能が携帯電話端末

に確実に搭載されていくことを想定しやすいが、V-Low マルチメディア放送

の受信機能の搭載は、全国一律の放送ではないという特徴を活かした V-High

のサービスとの棲み分けがないと現実には難しいかも知れない。V-Low なら

ではのサービスをいかに開発して利用者の支持を獲得できるのか、地域に密

着したコンテンツをどう集めていくのかといったことが V-Low端末普及の課

題である。V-Low の公共性や安心・安全が携帯電話搭載の道を開く可能性に

も注目したい。 

 

3-1-4-2-1-3. 置局進行との兼合い 

かつてのワンセグと類似な状況、すなわち、置局進行と端末普及の地域分

布がミスマッチする状況が出現するかも知れない。このため、ワンセグの際

の課題の抽出と対処案をケーススタディすることが有効な対策になると考え

られる。 
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3-1-4-2-2. 「タブレット端末」相乗り 

 

3-1-4-2-2-1. 「タブレット端末相乗り端末」のイメージ 

iPadや Android系端末、Kindleなどのタブレット端末にて V-Lowサービス

が利用されるようになるシナリオは、携帯型の V-Low端末の普及において重

要であるばかりでなく、種々のサービスアプリケーションの「相乗り」を考

える上でも欠くことのできない展開である。外部インターフェースを有する

端末の場合、内蔵されていなくとも外付けチューナーで利用が進むことへの

期待もある。 

例えば、iPadや Android系端末のように、高精細な液晶を備えていて、ビ

ジネスにプライベートに縦横無尽に活躍する 「ハイテンションライフ型」の

端末や、例えば Kindleのように、省電力の電子インクで長時間ゆっくりと楽

しむ「スロウライフ型」の端末など、様々なタイプの端末が新デジタルラジ

オが「相乗り」する相手である。 

同報性のあるファイルの配信に V-Lowは向いているので、同報で配信され

る情報を端末で受信して蓄積しておき、それを気の向いたときに端末でその

まま再生するイメージは種々の利用シーンに共通する。 

 

3-1-4-2-2-2. 端末普及の可能性 

端末メーカーが主導する「端末メーカー型」と、サービス事業者が主導する

「サービス事業者型」の２通りの道筋での普及が考えられる。 

端末メーカー型では、タブレット端末の商品力や販売するメーカーの推進

力に、端末普及は依存する。 

他方、サービス事業者型では、サービス事業者のサービスの魅力と推進力、

例えば、サービスとセットにして、端末自体は無償配布するといった事業モ

デルの展開に端末普及は依存する。具体例としては、新聞社が一定期間の購

読を条件に端末を無償配布するような事業モデルを立てて、その配布費用は、

その端末で電子新聞を購読する者を顧客として展開する様々なビジネスチャ

ンスを分け合う企業が負担することで、端末普及を刺激するようなことも考

えられる。 

また、V-Low のサービス開始以前に発売済みの端末においても、外部イン

ターフェースに外付けチューナーを付けるなどすることにより「相乗り」端

末化することが可能である。 

 

3-1-4-2-2-3. 置局進行との兼合い 

これらタブレット端末は、何かしらの通信機能を装備しているので、V-Low
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の置局が追いつかない部分には通信をもって代替することも可能であろう。 

ただし、通信アクセスする台数をうまく制御しないと、通信設備に係る費

用が重くなり、V-Lowを利用するメリットが失われてしまう。 
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3-1-4-2-3. 「車載端末」相乗り 

 

3-1-4-2-3-1. 「車載端末相乗り端末」のイメージ 

現存するカーナビ等の車載端末にて V-Lowサービスも利用できるというの

が、そのイメージである。 

音声メディアとしてラジオは、新デジタルラジオとなりクリアな音声にな

ることで、今まで以上にドライバーリスナーを獲得することになるだろう。 

また、各種道路情報が V-Low サービスによって提供されるようになれば、

その情報を利用した様々なサービスが開発されるようになるだろうし、それ

には別のセグメントを用いて送られてくる放送番組が組み合わされて利用さ

れるかも知れない。音声放送もそうした連携を通じ、新しい広告媒体価値を

創造できる可能性がある。もちろん、ITSとの連携にも可能性がある。 

 

3-1-4-2-3-2. 端末普及の可能性 

いわゆるカーナビの販売台数とほぼ等しいペースで普及することが期待で

きる。 

 

3-1-4-2-3-3. 置局進行との兼合い 

「車載端末向け相乗り」以外の端末モデルの場合は、道路で途切れなく聴

取できることは必ずしも必要ないかもしれない。置局も特別に道路の立地を

考慮しなくても良い。しかし、車載端末が、高速道路などに沿って途切れな

く放送波を聴取・受信できないようでは、V-Low を十分活かせない。ドライ

バーの安心安全の観点からも途切れない受信環境が望まれる。置局に当たっ

ては、その置局により実現するサービスの提供主体とインフラ構築の主体の

関係について、十分な検討がなされるべきである。 
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3-1-4-2-4. 「電子教科書」相乗り 

 

3-1-4-2-4-1. 「電子教科書相乗り端末」の イメージ 

タブレット端末のイメージをベースに学校教育用にカスタマイズされた端

末が、全国の小中学校の生徒一人一人に行き渡るイメージである。 

「電子教科書相乗り端末」向けでは、特にインタラクティブ性を必要とす

るものは通信利用、それ以外は V-Low利用と、通信と放送の相互補完的な役

割分担を目指すことになるだろう。コンテンツを同報するには放送波を活用

することが、費用の面からも、ネットワーク負荷の面からも、合理的である

からである。 

総務省が検討を進めている「光の道」で学校と放送局がつながれば、通学

路の児童・生徒への安心・安全情報や、災害時の学校発情報などを、学校か

ら放送局経由で生徒の端末に送信するといった利用方法も実現できるだろう。 

学校教育用教材は、DRMで保護して一斉放送しておき、児童・生徒・学校

関係者の端末では無償やあらかじめ交わされた契約条件に基づいて、閲覧で

きるようにすることもできる。放送なので、一般人も端末で受信することが

できるだろうから、その人たちは、有償で購入できるようにすれば、コンテ

ンツ市場が学校周辺に広がる。 

校内 LAN が未整備の学校でも、電子教科書相乗り端末に向けてであれば、

放送波を利用してファイルを送信することができるので、校内 LAN未整備の

学校でも電子教科書の利用価値は大きい。 

V-Low利用の場合は、LAN利用の場合に比べると端末操作が簡単になるの

で、子どもたちを指導する教師の負担も少なくなる。 

 

3-1-4-2-4-2. 端末普及の可能性 

電子教科書は、2020年の「フューチャースクール」全国展開に向け、普及

が進んでいくと考えられる。 

もっとも、V-Lowのサービス開始時期は、NHKが参画する場合には、2013

年秋以降と見込まれる。電子教科書端末の初期モデルには V-Lowチップは内

蔵されてはいないだろうから、外部インターフェースに外付けチューナーを

付けるなどして電子教科書相乗り端末は普及が始まるだろう。 

 

3-1-4-2-4-3. 置局進行との兼合い 

2020年の「フューチャースクール」全国展開を強力に推進するのであれば、

全国の小中学校において V-Lowマルチメディア放送によるデジタル教材の直

接受信ができるよう、将来、自治体や国がインフラ構築を支援する展開を検
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討すべきであろう。 
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3-1-4-2-5. 「安心安全端末」として 

 

3-1-4-2-5-1. 「安心安全端末」としてのイメージ 

 

3-1-4-2-5-1-1. 端末イメージ 

「安心安全端末」とは、V-Lowの放送波での緊急警報放送（EWS）や緊急

地震速報を受信すると、自動的に起動して危険を知らせてくれる役割を担う

端末である。防災行政無線の内容をテキスト情報としてファイルキャスティ

ングで受信するなど、防災行政無線との連動、補完、一部代替も可能である。 

テキスト情報に対象地域の IDを含めるようにすれば、端末の地域設定や位

置情報と IDを突き合わせて必要な情報だけ表示/再生するようにできる。 

テキスト情報を表示するためには液晶付きの端末が、テキスト情報を音声

で再生するためにはテキスト読上げ機能付きの端末が必要となる。障碍者の

利用を念頭にユニバーサルなデザインの端末が普及していくには、その両方

の機能を備えた端末が廉価に供給されるようになることが望ましい。 

通常時は据置き利用だが、被災時は携帯利用できるように電池を備えてい

る。EWSは常時通電しておく必要があるが、据置き利用時のみ動作するよう

にすれば、電力消耗も大きな問題にならない。携帯利用時は省電力を優先し、

被災時に屋外で長時間使えるように設計されている端末。搭載する機能を慎

重に吟味して絞り込むことにより、普及を重視した廉価版端末のイメージで

ある。 

 

3-1-4-2-5-1-2. 公的情報連携 ASPの必要性 

防災機能の充実は、地域に密着する事業者であってはじめて可能なところ

があり、同じ地域に所在する放送事業者であればこそ実現する機能や役割も

あるだろう。特に、市町村との平時からの連携や協力の関係があればこそ、

非常時に命綱としての役割を果たすことができる一面は大事にしたい。 

しかし、現実に放送対象地域内のすべての市町村とこのような関係を築け

るとは限らないし、十分ではないが、災害時に音声放送が関係する情報を放

送する事態は、されない事態よりも優れている。したがって、市町村との連

携や協力のあり方は金科玉条とはせず、むしろ必要な情報を市町村側に提供

してもらって、その情報をうまく放送に活かすことを支援する仕組みを形作

っていくことが住民の安心安全につながる。 

ICT の利活用による手間の軽減や機能の高度化を実現することを柱として、

放送事業者が向き合う公的情報の出し手側（自治体、ライフライン事業者等）

の進化を促すことは、放送事業者側の進化と相乗することで可能になる。 
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3-1-4-2-5-1-2-1. V-Lowが「安心安全端末」として普及するための課題 

(1) 経済的な課題 

① 財政が厳しい自治体は、新しい情報発信のための投資が難しい。 

② ソフト会社も個々に防災情報システムを構築するのは費用負担が重い。 

(2) リテラシー面の課題 

① 自治体職員の ITリテラシーを向上させ、災害時の IT対応力が向上するこ

とが必要である。 

② 自治体職員のメディアリテラシーを向上させ、災害時における情報発信内

容の底上げが必要である。 

(3) 木目細かさに関する課題 

① 県よりも市町村の方が防災において地域密着している。 

② 市町村レベルの情報提供は現在必ずしも進んでいないので、これを促す工

夫が必要である。 

(4) ユニバーサル面の課題 

① 障碍者や外国人向け対応をどう実現するかが課題である。 

② 特に緊急時の外国語放送は未整備なので、その確保が必要である。 

(5) 編成権に関する課題 

① 編成権への配慮が必要である。 

② 特に、災害情報については、生命にも関わる情報なので、その取扱いに関

し、情報の正確性を保ちながらも迅速に伝える、その責任所在についての検

討が必要である。 

 

3-1-4-2-5-1-2-2. 普及課題の解決策 

(1) 経済的な課題について 

① 公的情報連携 ASPの活用 

ハード会社にて、市町村のような公的情報の担い手と放送局とが連携する

ためのシステムを調達し、そのハードを利用するソフト会社が、そのシステ

ムを利用して放送ができるようにする。 

ハード会社は、MVNE的な「公的情報連携 ASP」組織がシステム構築し提

供する該当機能をアプリケーションとして利用することで、自社の負担軽減

を図る。さらに、「公的情報連携 ASP」は、V-Lowハード会社の ASPとして

だけでなく、他のサービスにも ASPとして関わる中で、システム構築費用を

分散させることができる。 

公的情報連携 ASPは、公的情報がメディアに渡されるときのいわば「ハブ

空港」のような役割を担う。旧来の方式では、個々の情報提供者と個々のメ

ディア（情報発信者）とが直接に接続して、公的情報の発信を実現していた。
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しかし、情報提供者の数、メディアの数がともに増えれば、このように個別

に直接接続し情報を受け渡しすることが非効率になる。防災情報に関して、

個々のソフト事業者が地元の個々の自治体に出向き、市町村の詳細な災害情

報のデータ提供を求め、多数の自治体から提供される情報を処理して放送に

備えることは簡単なことではない。「ハブ空港」のようなシステムに一度公的

情報を集中させ、その情報に関心がある放送事業者が配信する方式が現実的

であり、そうであれば、新たなシステム構築のための費用負担が財務的に厳

しいラジオ局も防災機能強化に積極的になれるだろう。 

② 機能や役割の標準化への対応 

「ハブ空港」では、機能や役割が標準化されていて、いろいろな公的情報

を統一的に扱えることが重要である。しかし、実際の個別の情報発信者や放

送事業者のシステムは、標準化されておらず個別性があるために、その差異

をできるだけ「ハブ空港」側で吸収し、そこに接続して情報を取りに来る側

の負担をできるだけ小さくすることが課題になる。 

なお、「ハブ空港」が一つであるべき理由はなく、大規模災害時の広域連携

などを鑑みれば、広域分散した「ハブ空港」がいくつか存在して相互補完的

に機能することが望ましい。 

③ 選択肢としての ASP 

ソフト会社実現機能がコンポーネント化され ASPが提供するように、上述

の機能を提供する公的情報連携 ASP が出現してソフト会社を支えることが、

V-Low の防災機能強化のためには必要であろう。もちろん、ソフト会社の規

模や方針によっては、このような ASPに頼るのではなく、自社が直接に自治

体につながることに価値が置かれるかも知れない。ASPは必要とされる場合

に機能を提供する存在であり、放送事業者には利用の選択肢である。 

④ 災害情報以外の ASP 

市町村が提供する災害情報と同様に、平時の道路・交通情報のようなもの

にも、ASPの役割が重要になる。ASPは、V-Low以外のメディアにも、同じ

アプリケーションを提供することで、価格の低廉化が実現するかも知れない。 

⑤ 国際展開 

V-Lowや公的情報連携 ASPは、これらを組み合わせた防災トータルシステ

ムとして、標準化や海外普及などの国際展開を図ることも視野に入れるべき

である。その結果、国際的市場における端末やシステムの低価格化を目指す

こともできるのではないかと考えられる。デジタル防災無線端末の部分的機

能の代替や連動について、早い段階から製品を試作して、自治体とも協力し

ながら、まずは国内において早期にその効果を実証して普及を図るとともに、

その成果をもって国際展開を進めることは、ベンダーの端末開発、普及のイ
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ンセンティブになるだろう。 

⑥ 自治体クラウドとの連携 

自治体クラウド等の施策と連携して対策を進めることができれば、各自治

体のメディア系の ICT 活用に関するコストを全体的に低減させることができ、

その分を、市民への情報提供の充実に要する費用に向けることができる。 

災害情報の提供は、市町村が主体的に対応してはじめて可能になるので、

自治体との連携を個々の放送事業者に求めるだけではなく、国も政策として

支援するべきである。 

(2) リテラシー面における課題について 

定期の防災訓練、図上訓練に組み込むなどの対策が必要になる。各種自治

体担当者研修内容に、V-Low 利用の具体的なマニュアルを組み込むといった

取組も効果があるだろう。いずれにせよ、住民の防災は、自治体にとって常

に最大の関心事の一つであるだろうから、国と自治体の連携などにも取り組

むべきである。 

(3) 木目細かさに関する課題について 

市町村の視点でエリアを絞った情報提供ができることが望ましい。GPSを

使う方法や郵便番号をあらかじめ登録する方法など、具体的なアプリケーシ

ョンや端末機能によって左右される。 

(4) ユニバーサル面における課題について 

市民は、必ずしも日本語が理解できるとは限らないので、対応が必要であ

る。例えば、定型的な情報は、日本語を入力すれば自動的に多言語化できる

ように情報システムを構築したり、ピクトグラムを採用したりするなどの方

策が有効と思われる。 

(5) 編成権に関する課題について【さらなる慎重な検討が必要。】 

音声・映像の放送については、ラジオにおける従来からの慣例の踏襲が適

当であろう。音声・映像は、伝達できる情報量に限りがあり、放送局として

の編集が欠かせない。その編成権は、住民に正確な情報を分かりやすく伝え

る上で、重要な役割を果たしている。慣例とは、個々の放送局の判断による

という意味で、内容をすべて考査する放送事業者もあれば、自治体の割り込

みを認めている放送事業者もある。もちろん、放送番組である以上、その内

容の編集責任は、放送局にあることは言うまでもない。 

V-Low ファイルキャスティングについても同様のルールで臨むのか、ある

いは、自治体と放送局の関係に新たなルールを作り、例えば自治体情報を自

動配信するような形にするのか、その際の編集責任をどう取り扱うのかとい

った問題は、今後の検討課題である。 
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3-1-4-2-5-2. 端末普及の可能性 

緊急警報放送などの機能を備えた端末であれば、置局に合わせて自治体等

が配布することを含め行政が関わる普及策が期待できるだろう。現在も行わ

れている防災行政無線の戸別受信機配布が一つの参考になる。 

このような普及は端末価格によって勢いづくこともあれば、立ち消えるこ

ともあり得る。安心安全端末は、一台 4,000円程度の価格を想定しているが、

現在の防災行政無線の端末価格に比べて格段に廉価なものであることが本格

普及を考える上で重要である。 

また、このような安心安全端末は、都市部においては企業の事業継続性に

おける重要ツールとなる可能性もある。大規模災害時に事業継続性を維持し

なければならない企業にとって、社員が保有する端末として、「携帯端末相乗

り」+「安心安全端末」は相性の良い組合せであろう。 

さらに、都市部においては、自治体の防災行政無線が必ずしも十分活用さ

れていない現状があり、都市生活者の視点での安全安心端末の利用をアプリ

ケーションとして展開していく動きが行政のみならず企業のビジネスとして

も現れてくることが期待できる。 

 

3-1-4-2-5-3. 置局進行との兼合い 

置局に合わせて端末の配布や採用を実施していくのであれば、特に問題は

ないが、住民の命綱としての普及を進めたい自治体にとっては、その行政区

域を広くカバーする置局がなされていないと住民間に不公平が生じ、導入の

障害になるだろう。V-Low に期待される防災機能と、そのインフラ構築の進

め方については、今後検討を深めるべき課題である。 

 

 

 

コラム：「ありきたりな」V-Lowソフト会社実現機能のイメージ 

ここまでに例示したような様々な端末とそのサービスを実現するためには、

ソフト会社やハード会社は、各種の機能を提供できる存在でなければならない。

その機能は、プラットフォーム機能とそれ以外の機能に大別でき、プラットフ

ォーム機能については、ＣＳのような仕組みであれば、ハード会社に近いとこ

ろに位置付けられる場合もあるだろう。しかし、それを具体的にどのように組

織するかは、V-Low のサービスを具体的に事業検討する過程で明確になるもの

であるから、ここではやはり「ありきたりな」V-Low ソフト会社実現機能とし

て、イメージのベースを提供するに留めたい。 
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プラットフォーム機能  

CAS 有料放送をやるならば必須。 

DRM 有料コンテンツ販売をやるならば必

須。 

公的情報連携 ASP  

 

プラットフォーム機能以外 

送信補助系 ベースバンド接続サービス 

編成補助系 

 

編成情報管理 

ECG管理 

ファイルキャスティング管理 

制作補助系 

 

権利情報管理 

楽曲クラウドアーカイブス 

営放管理補助系 

 

広告管理 

電子チラシ管理 

ユーザーサポート系 サポートセンター 

通信基礎系 通信機能 

Webサーバ 

標準Webアプリケーション 

トランザクション系 顧客管理・認証（有料放送以外） 

課金・決済 

ポイント管理 

キャンペーン・クーポン管理 
 

 

3-1-5.ホワイトスペースにコミュニティ放送が登場する場合の V-Lowとの連携 

ホワイトスペースを活用した新たな電波利用サービスが登場する場合、電

子コンテンツ表（ECG）による帯域またぎ連携の実現が考えられる。 

ただし、端末のユーザーインターフースは、通常はメーカーの商品企画に

委ねられているので、すべての端末で同じということにはならない。また、

完全に規格化してしまうと端末の商品開発競争による向上の可能性を消して

しまいかねないので好ましくない。 

競争を妨げず、しかし、ユーザーの利便性を損なわないような適度な規格

化を模索する必要がある。 
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最後に 

 

対象読者として挙げた、 

・ラジオ局 

・総務省 

・地方自治体 

・聴取者 

・端末メーカー 

・自動車メーカー 

・公共交通機関関係者 

・広告媒体としてラジオを考えている企業／組織 

・地域情報メディアに新規参入を考えている企業／組織 

を主要ステークホルダーとして、本報告書を今後の議論や検討の共通知識基盤

としつつ、 

・それぞれが持つ課題に取り組むこと 

・全体を調和させるための議論と連携の場を設置する等を推進し、新しい公共

性を切り拓く豊かな V-Lowマルチメディア放送の可能性を追求していくこと 

を最後の提言として、本研究会の提言を締めくくりたいと思います。 
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「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会」 

構成員 

（敬称略、五十音順） 

 

 石井
いし い

 彰
あきら

 放送作家 

 伊藤
いとう

 恵
めぐみ

 コミュニティ・サイマルラジオ・アライアンス事務局長 

 入江
いりえ

 たのし メディア・プロデューサー 

 太田
おおた

 滋
しげる

 ビルコム株式会社代表取締役兼ＣＥＯ 

 金山
かなやま

 智子
とも こ

 駒澤大学グローバル・メディア・スタディーズ学部教授 

（座長） 上滝
こうたき

 徹也
てつ や

 日本大学芸術学部教授 

 芝
しば

 勝
まさ

徳
のり

 神戸市外国語大学教授 

 田中
たなか

 耕一郎
こういちろう

 株式会社 Projector 代表取締役クリエイティブディレクター 

 西田
にしだ

 善
ぜん

太
た

 ブルータス編集長（株式会社マガジンハウス） 

 舟橋
ふなはし

 洋介
ようすけ

 株式会社トマデジ取締役執行役員事業本部長 

 三浦
みうら

 佳子
よし こ

 消費生活コンサルタント（財団法人日本消費者協会広報部長）
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用語集 

 

■緊急警報放送（EWS: Emergency Warning System） 

地震・津波などの災害時に、放送波に特殊な信号を折り込むことで、いわゆる通電待機

状態（映像や音声の提示はしていないが、電気は流れており、素早く提示状態になれるよ

う待機している状態）のテレビ／ラジオなどがそれを受信したときに、自動的に起動する

ようにする仕組みのこと。地上デジタルテレビ放送をはじめ、いくつかの放送で運用され

ている。しかし、販売されている受信機のうち一部のもののみが EWS 対応なため、利用す

るには対応した受信機を用意する必要がある。 

 

■緊急地震速報 

 地震の揺れの予報・警報の一種。震源に近い地震計でとらえた観測データを、地震発生

直後に解析することによって各地への到達時刻や震度を予想し、到達時刻前に各地へ報せ

ることを目的とする。 

 

■クラウド 

 インターネット等の通信回線を経由して、データセンタ等に構築・準備したコンピュー

タ資源を役務（サービス）として第三者（利用者）に対して提供するもの。関連する用語

として、ASP（アプリケーションサービスプロバイダー）や SaaS(ソフトウエアアズアサー

ビス)やグリッドコンピューティングがある。ASP はアプリケーションに着目している点が

異なる。SaaS はサービス化されたアプリケーションに着目しているが、クラウドはより低

いレベルのコンピュータ資源に着目している点が異なる。グリッドコンピューティングも

コンピュータ資源(特に計算処理能力)を提供する点で類似性があるが、クラウドが仮想化

技術に重点を置いているところに多少の差異がある。 

 

■サイマル放送 

 一つの放送局が、異なるチャンネルや、異なる放送方式や、異なる放送媒体にて同時に

番組を放送すること。例えば、地上テレビ局は、地上アナログテレビ放送、地上デジタル

テレビ放送、ワンセグサービスなどの組み合わせにおいて、サイマル放送を実施すること

等がある。 

 

■スマートウェイ 

 賢い道路。ITS の効果を総合的に発揮させるために、先端的な ITS 技術を統合して組み込

んだ高度な道路交通の受け皿となる次世代の道路であり、多様なサービスを実現するため

の基盤の役割を果たす。 
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■スマートフォン 

パソコンのように、様々なアプリケーションを組み合わせて利用することを基本設計に

置いた携帯電話機の総称。利用可能なアプリケーションは、電子メール、Web ブラウザーな

どのインターネットクライアントに加えて、ゲーム、ビジネスや趣味（音楽鑑賞、写真加

工等）などに及ぶ。従来の携帯電話でもこのようなアプリケーションは利用可能ではあっ

たが、このような多様なアプリケーションによる利用を基本設計に置いている点に違いが

ある。 

 

■ソーシャルメディア 

 ブログ、ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、掲示板、動画共有サイトといっ

たように、利用者個人が情報を発信することができ、それを元に利用者同士が巡り合って

ネットワーク的に関係を継げることによってメディアとして機能するような仕掛けをもっ

たサービスが、十分に発展してメディアとなった状態のこと。 

 

■ソーシャルタギング 

 Web ページ、画像ファイル、音声ファイルや映像ファイル等のインターネット上の資源に

対して、利用者同士が自由にタグ（目印となるキーワード）を付与すること。専門家の分

類とは異なる分類や整理となる可能性を持つ。 

 

■テレマティクス 

 テレコミュニケーション(通信)とインフォマティクス(情報工学)を組み合わせた造語で

あり、移動体に通信機能を付与し、情報サービスを提供することの総称である。そもそも

の原義では自動車に限るものではないが、現在一般的には、自動車の車載端末に搭載し、

カーナビゲーションシステムと連動させて実現するものを指す。電子メールのやりとりな

ど、自動車を一つの情報基地として様々なメディアを利用できるようにするとともに、目

的地周辺の商業施設情報を充実させるなどの多様な情報サービスが実現可能である。 

 

■放送対象地域 

 同一の放送番組の放送を同時に受信できることが相当と認められる一定の区域（放送法

第２条の２第２項）のことであり、その地域の自然的、経済的、社会的、文化的諸事情や

周波数の効率的使用を考慮して、放送普及基本計画において規定（放送法第２条の２第３

項）。 

 

■マスメディア集中排除原則 

 放送局の免許を取得する際の審査においては、「放送局に係る表現の自由享有基準」（い

わゆるマスメディア集中排除原則）に合致することが求められている。これは、放送をす
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ることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保することにより、放送による表現の

自由ができるだけ多くの者によって享有されるようにし、健全な民主主義の発展に寄与す

るものである。具体的には、一の者によって支配される放送局の数を制限等することによ

り、放送の多元性・多様性・地域性の確保を図り、もって視聴者の利益を確保することを

目的としている。 

 

■ピクトグラム 

 絵文字、絵言葉、絵単語などと呼ばれ、何らかの注意を喚起することを目的として描か

れた、絵の一種。絵でメッセージを表わしていれば何でもピクトグラムと呼ぶわけではな

く、シンプルに抽象化されており、文字ではないが文字的な記号性が高いものを特にピク

トグラムと呼ぶ。 

 

■ファイルキャスティング 

 ファイルを放送波で配信する方式または配信すること。旧来、放送波で提供するサービ

スはストリーム型のみであり、ファイル型は存在しなかった。ストリーム（川）とは、デ

ータ構造としては、はじまりも終わりもなく、絶え間なく流れているようなものを指す。

ファイルとは、データ構造としては、はじまりも終わりもあり、塊として「これで全部」

ということが捉えられるものである。そのためファイルキャスティング対応端末は、メモ

リなどの蓄積機能を持つことが多い。 

 

■防災行政無線 

 都道府県や市町村において、災害時の重要通信を確保するために整備している自営無線

通信。電気通信事業者回線が途絶した場合でも、災害情報を確実に伝達し、住民の人命、

財産を守ることを目的としている。 

 

■ポッドキャスト（Podcast）・ポッドキャスティング（Podcasting） 

インターネット経由で、音声データや映像データ等を配信する仕組みの一種。まず、利

用者は、クライアントソフトウエアに対して、配信サイトの更新情報を購読すること設定

を行い、それ以降、クライアントソフトウエアは一定周期で更新情報を取得する。更新を

検知した場合、更新ファイルを取得するという疑似的なプッシュ配信の仕組みである。ク

ライアントソフトウエアはパソコンに搭載されることもあるし、デジタルオーディオプレ

ーヤーなどに搭載されることもある。 

 

■ASP (Application Service Provider)・SaaS (Software as a Service) 

 特定または不特定の利用者が必要とする情報システムの機能を、ネットワークを通じて

サービスとして提供し、サービスの利用の対価として利用者からサービス利用料を受け取
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るビジネスモデルやそのサービス自体のこと。 

 

■CAS（Conditional Access Systems） 

 放送サービスの限定受信システム。CAS を利用した放送サービスの代表例としては、CS

や BS における有料放送がある。CAS は情報の暗号化を行う仕組みであり、これを採用した

放送サービスにおいては、送信側（暗号化側）である放送局も受信側(復号側)である受信

機も CAS に対応している必要がある。CAS に対応していない受信機では放送を復号すること

ができず、視聴できない。CAS は、利用料を払った人にのみコンテンツを視聴させるような

有料放送のために利用されることもあるし、放送コンテンツの不正利用を防ぐために伝送

路上の情報をスクランブルすることを目的として無料放送において利用されることもある。 

 

■DRM（Digital Rights Management） 

 デジタル著作権管理のこと。特にその技術方式のことを指すことが多い。画像、映像や

音声をはじめ、様々なデジタルコンテンツの著作権を保護することを目的に、その利用可

能期間やコピー回数等を管理するための技術や機能の総称。 

 

■ECG（Electronic Content Guide） 

 電子コンテンツ表 

 

■EPG（Electronic Program Guide） 

電子番組表 

 

■ITS（Intelligent Transport Systems） 

高度道路交通システム。道路交通の安全性、輸送効率、快適性の向上等を目的に、最先

端の情報通信技術等を用いて、人と道路と車両とを一体のシステムとして構築する新しい

道路交通システムの総称。 

 

■IP アドレス 

インターネット上で、コンピュータ同士が通信するにあたって、お互いを識別するため

に使用する住所のこと。数字の組み合わせにて表現される。 

 

■IPv4 （Internet Protocol Version 4） 

 現在のインターネットの主要な基本技術として利用されている通信規約。IPv4 では約 43

億個の IP アドレスを割り当てることができる。 
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■IPv6（Internet Protocol Version 6） 

 IPv4 の後継規格であり、IP アドレス数がほぼ無限（約 340 澗個）、IPv4 に比べてセキュ

リティの強化及び各種設定が簡素化される等の特徴がある。 

※澗（かん）は 10 の 36 乗を表わす数詞であり、一兆の一兆倍の一兆倍に相当する。 

 

■MVNE(Mobile Virtual Network Enabler) 

 MVNO との契約に基づき当該 MVNO の事業の構築を支援する事業を営む者（当該事業に係る

無線局を自ら開設・運用している者を除く。） 

※MVNO（Mobile Virtual Network Operator）：移動通信事業者の提供する移動通信サービスを利用して、

又は移動通信事業者と接続して、移動通信サービスを提供する電気通信事業者であって、当該移動通信サ

ービスに係る無線局を自ら開設しておらず、かつ、運用をしていない者 

 

■V-High 

地上テレビジョン放送の完全デジタル化による VHF 帯の空き周波数のうち 207.5-222MHz

の周波数帯のこと。全国向けの携帯端末向けマルチメディア放送を行うこととされている。 

 

■V-Low 

地上テレビジョン放送の完全デジタル化による VHF 帯の空き周波数のうち 90-108MHz の

周波数帯のこと。地域向けの携帯端末向けマルチメディア放送を行うこととされている。 

 

■VICS（Vehicle Information and Communication System） 

 道路交通情報通信システム。ドライバーの利便性の向上、渋滞の解消・緩和等を図るた

め、渋滞状況、所要時間、工事・交通規制等に関する道路交通情報を、道路上に設置した

ビーコンや FM多重放送により、ナビゲーションシステム等の車載機へリアルタイムに提供

するシステム。 
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「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会」実施報告 

 

（１）研究会開催の背景・目的 

 地域経済の疲弊やインターネットメディアの台頭などにより、地域の情報

文化や地域経済の担い手である既存のラジオ放送局の経営基盤が大きく変化

してきているところである。このため、新しいデジタルメディアとの関係も

踏まえ、ラジオをはじめとした地域情報メディアの将来像について多様な角

度から検討することを目的として、「ラジオと地域情報メディアの今後に関す

る研究会」が、総務副大臣（情報通信担当）及び有識者を構成員として、平

成２２年２月から、約半年間の予定で開催された。 

 

（２）研究会における意見交換の概要 

 ① 第１回研究会（平成２２年２月８日） 

○ 内藤総務副大臣より以下のとおり開会の挨拶があった。 

・ 今回の研究会を立ち上げようと思った直接の理由は、地デジの跡地利

用。特に AM や FM ラジオの事業者が移ろうとしているマルチメディア放

送の V-LOW の部分について、平行移動という話があるがそれでよいのか。

それでラジオの人気が回復するのだろうかと言う点について疑問をも

っている。これから６ヶ月間、ラジオがかつての人気を取り戻すために

はどうあるべきか、皆様に忌憚ない意見交換していただければと思って

いる。そして、放送事業者に限らず V-LOW の利用を考えている方に大い

に刺激を与えていただきたい。結果として、失われつつあるラジオの人

気をもう一度回復してもらいたい、そんな思いでこの研究会を立ち上げ

させていただいた。 

○ 長谷川大臣政務官より以下のとおり挨拶があった。 

・ 私も子供のころに鉱石ラジオのコイルを巻いて作って以降、一貫して

ラジオファンである。年をとると、テレビよりもラジオの方が便利だと

思う。内藤副大臣の問題意識をお伺いをして、皆様にしっかり研究して

いただきたいと思う。テレビには及ばないだろうが、それでもラジオを

楽しみにされている方はたくさんいらっしゃるので、どうぞよろしくお

願いする。 

○ 上滝座長より以下のとおり挨拶があった。 

・ 私はテレビの番組研究が専門で、ラジオは必ずしも専門ではないが、

地域社会とメディアという関係でいえば、1970 年代に地方局のローカ

ル報道が拡充した際、全国の地域メディアを取材・調査し、日常的な出

来事がニュースとなるという価値基準の転換を経験したことがある。ま
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た、私の所属する放送学科にはラジオ志望の学生が多い。今年の卒業論

文にも「ラジオとインターネットの連動によるリスナーの獲得」という

テーマのものがあった。22 歳の若者が今の中高生がラジオを聴かなく

なったことにショックを受けたことがこのテーマ設定のきっかけだっ

た。このように若者のラジオ観を身近に感じているので、どこかでお話

しできればと思う。この研究会には、ラジオや地域情報、コミュニティ

メディア、インターネットなどのクリエーター、プロデューサー、研究

者にお集まり頂いている。皆さんが実践的、実感的にラジオや地域情報

に携わっているので,今後の地域情報メディアの在り方について、望ま

しい絵が描いていければと思う。 

○ 各構成員から自己紹介を兼ねて以下のとおり発言を行った。 

・石井構成員 

東京だけの発想で物を考えるのはもうやめよう。ラジオは広告費など

の面で大変な状況にあるのは事実だが、むしろチャンスなのではないか

という視点で議論がしたい。肉声の温かさ、これはラジオにしかないも

のだと思う。また、ラジオが大きなメディアではないからできることが

ある。 

・伊藤構成員 

コミュニティ放送は、お金はない、人はいない。でも、マイナスから

のスタートでは知恵が出る。地域との連携も生まれる。地域の思いは大

切にしなければならない。なぜ、発信するツールが多いこの時代に放送

局にこだわるのかと言えば、それは信頼性が高いから。良い形で地域情

報メディアの在り方をお話しできたらと思う。 

・入江構成員 

自身がラジオ局に入社する際、「音声には限りない可能性がある。ど

んな時代になっても音楽を伝える、声を伝える、肉声を伝える必要性と

いうのは絶対にあるし、テレビにはできないことがあるに違いない。」

と考えていた。昔は音楽を聴く際にはラジオに耳を傾けていたものだが、

今はインターネット配信で流れてくる。ラジオのデジタル化による可能

性について、この機会に考え直したい。 

・太田構成員 

ラジオは非常に大きな可能性を持っていると思う。もしかしたら広告

主はその大きな可能性に気づいていないのかもしれない。インターネッ

トの世界とは違う視聴者の方々の熱量というものをヒントにしながら、

新しい地域情報メディアの在り方について皆様と一緒に研究していけ

たらと思う。 
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・金山構成員 

今回の研究会で、ラジオが築いてきた文化、それは日本のメディアの

文化、日本の社会が築いてきた文化でもあると思うが、その文化を再評

価できるような議論がしたい。ラジオは人と人をつなぐ、非常に重要な

媒体であると感じている。 

・芝構成員 

阪神淡路大震災当時の各ラジオ局や新聞社等の調査によると、被災者

にとってあるいは避難所において、一番はじめに情報を得たメディアは

ラジオであった。今でもそれは当てはまると思うが、新しいメディアと

の組み合わせの可能性も議論していきたい。 

・田中構成員 

今までは広告料を支払って広告をする「Paidmedia」が中心だったが、

インターネットにより、企業がメディア化できるようになってきた。ま

た一般生活者がどんどん情報を発信することによってそれがメディア

化してきた。ラジオというメディアが例えばインターネットなどとつな

がることによってどうバリューが出るのかを自分なりの視点で話して

いけると良いと思っている。 

・西田構成員 

テレビや雑誌と異なり、ラジオは「早送り」で聴けないメディア。聴

き手が、その時間分、送り手の話に耳を傾けなくてはならない分、他の

メディアにはない利点があると思う。 

・舟橋構成員 

地域情報メディアを考えるとき、技術、社会、文化のどこにも偏るこ

となく、日本の技術、社会、文化を活かしてシナジーさせることがこれ

からの可能性を生むと考えている。また、メディアとして、地域と広域

の連携も重要と考えている。今後もメディアが担っていく文化は何か、

既存のステークホルダーと新しいステークホルダーの皆がラジオに参

加することで元気になる形を考えていきたい。 

・三浦構成員 

学生のときに深夜のラジオで自分の悩みに直接的に答えてくれるパ

ーソナリティの方に支えられた。自分はリスナーに近い立場から、ラジ

オの暖かさ、文化を伝えていきたい。 

○ 内藤副大臣の研究会開催趣旨や各構成員の自己紹介等を踏まえて以下

のとおり意見交換が行われ、以下の発言があった。 

・放送時間の分だけ聴いていなくてはならないことは、今の時代ではハ

ンデかもしれないが、人の話を聴くことで得られる理解度は非常に高い
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ものがある。ネットや本で知識を得るよりも、理解が深い部分もあるの

ではないか。 

・ラジオのコンテンツにはＣＤなどにして売れているものもある。そう

いった活かし方も考えられるのではないか。 

・ラジオにはメタ情報を与えられないメリットがある。情報をインデッ

クス化できない最後のメディアである。 

・コミュニティ放送では、有名タレントは出せないが、市議会選挙の開

票速報がキラーコンテンツである。自分の投票した人がどのくらい票を

得たのかは地域にとってはとても大事なことである。 

・火災の情報などの地域に聴かせなければならない情報を聴かせられる

メディアとしてラジオは有用である。 

・人気のラジオ番組であっても、従来の広告の付け方ではスポンサーか

らお金がつかなくなってきている。 

・新しいメディアを作る際に、新しいジャンルの人々が集められるのは

当然だとは考えるが、数十年に渡ってラジオ業界が培ってきたノウハウ

の蓄積は大切にしたいと考える。 

・これからもラジオは音声情報だけで良いか。それとも映像などのコン

テンツも一緒に送ることができた方が良いか。新たな時代のラジオを考

えていきたい。 

・ＢＳデジタルラジオや見えるラジオの総括を行うことが必要。ラジオ

は音声だけでイマジネーションできるメディアとする考え方もある。 

・決まった時間に決まった番組を聴くという不自由なメディアというと

ころを売りにしていくのも面白い。 

・災害時にラジオの省電力性は強みになると思う。ワンセグでは数時間

しか電池が持たない。エコメディア、エコ端末という観点で、省電力な

電子インクを使用した電子ブックリーダーにラジオを組み込むことな

ども考えられる。 

 

② 第２回研究会（平成２２年２月２６日） 

○ 芝構成員からは、阪神淡路大震災時にラジオが果たした役割や課題、災

害情報の共有を図る必要性、マルチメディア放送への期待についてプレゼ

ンテーションが行われた。 

○ 伊藤構成員からは、コミュニティ放送の現状、日常的な地域との関わり

による住民との距離感、インターネットによるサイマルラジオについてプ

レゼンテーションが行われた。 

○ 舟橋構成員からは、今までの音声メディアの良さを活かしつつ、新しい
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仕組みを取り入れた「相乗り」端末の具体的なイメージについてプレゼン

テーションが行われた。 

○ 芝構成員、伊藤構成員、舟橋構成員のプレゼンテーションを踏まえ、意

見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・この研究会開催の契機には、Ｖ－Ｌｏｗについて地域が広すぎて地域

との親和性はどうなのか、端末はどうなのかという問題意識があった。

面白いラジオを考えれば、メーカーがアンテナを改良し、チップを変更

して携帯電話等でも受信できるようになるのではないか。 

・Ｖ－Ｈｉｇｈと同じような方式であれば、メーカーの開発の手間は少

なくて済み、Ｖ－Ｈｉｇｈの端末に規格的にもチップ的にもある程度相

乗りする形でサービスすることが可能。 

・地域の中でリスナーや商店街、行政等違った関係の人としっかりと関

係を築いていないとラジオは機能しないと思う。災害が起きた時に行政

は情報の整理をすることができないが、コミュニティラジオは発信だけ

でなく、地域情報センターとして情報を吸い上げ、整理して、出してい

くという役割が非常に強いと感じている。防災も含めて端末を考えると、

個人レベルだけでなく、地域の人が集まるところで、携帯を使えない人

でも聴けるようにすることも必要。 

・テクノロジーが新しくなって可能性を追求しがちだが、非常にローテ

クな部分で地域の情報をいかに吸い上げるかを地域の視点に立って活

動しているところしか生き残れない。情報が集まってくるということ、

信頼されるということをいかに担保するかが重要。 

・コミュニティ放送の収入源は、基本的にはコマーシャル収入、地元の

商店街等、地元の自治体。年間の運営費は２千万円から３千万円あれば

回る。色々な人がラジオに出演してネットワークが広がっていく。流さ

れている情報が正しいかどうかについて、放送する側が地元の人であれ

ば土地勘があるので良くわかる。 

・コミュニティＦＭは小出力の商業放送というビジネスモデルではなく、

そこに公共放送的な要素が必要。商業放送か公共放送かの二元論ではな

く、第三極として、地域の公共放送という点を新しい放送バンドででき

れば非常に役に立つのではないかと思う。 

・コミュニティ放送は電波が遠くまで届かないので、地域情報センター

になるためには、災害発生時には近隣のコミュニティと手を結べるよう

な仕組みがあっても良い気がする。 

・民放ラジオの自主制作比率はＡＭが約５４％、ＦＭが５３．６％。コ

ミュニティＦＭはタイムテーブルが出ている１８９局を調べると３８．
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４５％と少ない。コミュニティＦＭと県域のラジオを比較したときに、

現状では県域ラジオの方が組織体制の面で災害時の対応には優れてい

ると思う。一方で、地域の情報を流すには県域では迅速に対応できない

部分もある。そういったことを踏まえて、災害が起こったときにも柔軟

性のある報道ができるような枠組みの検討が必要。 

・コミュニティ放送というのは職員が地元に住んでいる。何かあっても

１０分以内に駆けつけることができるところがほとんどだと思う。 

・コミュニティＦＭやＡＭ局が違うあり方があるのか、より強力になる

のか。現状を認識しつつ新しい形に向けてアイディアというかディスカ

ッションをしていくのがこのメンバーでは相応しいと思う。 

・ノスタルジーでラジオを語りたいけれど、それは世代に繋がってはい

かない。この先の新しいメディアに否応なしにラジオが乗ると仮定して、

どうなるかを想像して話し合う機会も、この会議に必要だと思う。 

・総務省が電波の有効利用という観点で取り組んでいる施策としては２

種類ある。まずはテレビの電波のホワイトスペースの利活用、こちらで

はコミュニティ放送の利活用も検討。もうひとつが、アナログが引っ越

した後のＶ－Ｌｏｗ、Ｖ－Ｈｉｇｈ。Ｖ－Ｌｏｗは関東地域に新潟とか

日本海側まで含めるようなかなり広い地域を今のところは示している

ところ。 

・災害時の放送がマンパワー抜きではあり得ないという話があったが、

コミュニティ放送になるとリスナーとの関係構築で補えていくものか。 

・電車が止まった時には「今電車が止まっている」と電話が来る。防災

訓練の時に地元の中学生が災害の時に動けるように訓練をしたりして

いる。 

・災害は行政区域で起こるわけではないので、復興期も含めて、行政区

域をまたいだ対応ができるような柔軟な方法が考えられないか。 

・ラジオの聴取習慣が昔と比較して少なくなり端末も減ってきている中

で、新しい放送については単純なラジオの移行ではない方向を考える必

要があるのではないか。どのような形だったら上手くいきそうなのか話

せればよいと思う。 

・どのような場所、状況であっても災害情報が入ってくるような仕組み

が必要ではないか。 

 

③ 第３回研究会（平成２２年３月１９日） 

○ 石井構成員からは、ラジオの経営の構造的問題や聴かれなくなった原因、

それらを踏まえたラジオを元気にする方法についてプレゼンテーション
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が行われた。 

○ 入江構成員からは、音声だけのラジオの良さやリスナーにメリットのあ

るデジタル化の方法、地域情報の担い手にふさわしい制度のあり方につい

てプレゼンテーションが行われた。 

○ 西田構成員からは、ラジオが持つ様々な新しい表現方法の例示によるデ

ジタル化したラジオの可能性・多様性の提示や、ラジオを成立させる広告

モデルや課金モデルについての考察についてプレゼンテーションが行わ

れた。 

○ 石井構成員、入江構成員、西田構成員のプレゼンテーションを踏まえ、

意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・ラジオという文化の経済的基盤をどう作っていくかというところを考

えなければいけない。 

・ラジオのセールスプロモーションの一つとして、西田構成員から提案

のあったラジオを聴くことでポイントがたまっていくという手法が地

域で広がっていく可能性は大きいと思う。 

・ラジオがラジオらしくどうあるべきか、そして新しい価値をどのよう

に作っていくのかというのはこの場でも議論していかなければならな

いと感じた。ラジオがどのようにして収益を生んで誰が支えていくのか

というのを考えなければいけない。消費者がどれくらいエネルギーを持

って視聴しているかという、そのラジオの熱量に広告主側は可能性を見

出す。 

・携帯電話向けサービスに対してお金を払う抵抗感が減っている中で、

そこにラジオが乗らない手はないと思う。また、例えば、夜１１時に走

るランナーのための番組とスポーツブランドが結びついてウェブサイ

トを立ち上げて、というようなモデルをいくつも立ち上げて実験してい

くことが必要。ツイッターを入れること自体でラジオが新しくなるので

はなく、そこから何ができてどういう風にお金を回収できるのかが大事

になるのではないか。 

・音声を何かビジネスと結び付けるのは、スポーツクラブのような仕事

以外で自分のために時間を使おうという場面で有効。構成員には、（社）

日本アドバタイザーズ協会から提供いただいた『月刊ＪＡＡ』という雑

誌を配らせていただいたが、「消費者のためになった広告コンクール」

の審査員をしていて、ラジオ CM でないと表現できないものが実はすご

くたくさんあるということを毎年感じている。 

・80 年代後半、広告代理店で働いていたときは、ラジオ CM というのはク

リエイティブを発揮するのにとてもいい場だった。今はどうか。 
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・コンクールへの応募が全体では減っている中、ラジオ広告の応募は去

年より増えている。 

・端末ごとにターゲットとの関わり方があり、どういうメディアでラジ

オが流れていくのかを具体的に想像できないとどういうコンテンツを

流していくかは具体化できない。不特定多数の人ではなくて、そのター

ゲットとなる人たちにとっての価値は何なのかということを明確に位

置付けていくことが広告主にとっては重要な話。そういったことをかな

り先行してやっているのが雑誌。これからのラジオを考える上で、雑誌

のモデルを一つのリファレンスにしてみるというのはいい補助線。 

・端末やコンテンツの文脈に合わせた熱量を感じるようなメディアにし

ていくという目的は一緒だと思うので、アナログか、デジタルかという

ような二項対立の考え方ではなく、セグメントされた消費者に合わせた

ラジオというものを議論していきたい。 

・メディアごとにこれまで築いてきた振る舞い方があり、デジタルにな

っていく中で、そこの価値をうまく引っ張りあげて、どうビジネスがで

きるかというのが視点として大事。 

・例えば、市民マラソンで６０００人の市民ランナーに対して、ラジオ

と連動したアプローチが考えられるのか。 

・市民ランナー自体がどういう情報を欲しがるかを考えないといけない。 

・ラジオ局は努力している。だが、今まで通り「いい番組を作れば聴い

てくれる」という時代ではなくなっている。色々な新しいアイデアを

次々と出していくようにしないとメディアは続かないという危機感が

必要。また、コミュニティＦＭがたくさんできて、小さな規模ゆえにで

きる様々な実験をつづける。そのカオスの中から何かが生まれてくると

いう発想もあるのではないか。 

・ラジオだけでなく、地域情報メディアと考えたときに、Ｖ－Ｌｏｗと

いう帯域で、音声メディアはどの程度必要で、その周波数帯域を活かす

にはほかにどのようなことが必要なのかという視点からの議論が必要。

デジタル化したら何でもかんでもできるようになるわけではなく、今ま

でのラジオのどこを活かして、どこを足し算して、どこを引き算してと

いうのを議論すべき。それによって、Ｖ－Ｌｏｗが事業として成り立つ

形が見えてくる。 

・広告モデルが広く届けることでなく、広告を見た人にどれだけ売れた

かに変わってしまったことと、テレビコマーシャルと戦わなければいけ

ないというラジオを取り巻く二つの構造的な問題は、Ｖ－Ｌｏｗに移っ

たから、デジタル化されたからといって、解決される問題ではない。 

114



・Ｖ－Ｌｏｗについては、２つの問題点。一つ目は放送区域。東京から

日本海まで含めた放送区域で地域との融合というのを考えられるのか。

県域やさらに縮める工夫というのがあり得るのか。二つ目は端末。Ｖ－

Ｈｉｇｈは携帯だが、Ｖ－Ｌｏｗだと、アンテナだとかチップだとかの

問題があって、端末コスト高の要因。単なる引越しではなく、もっと面

白いラジオの姿を提示できれば、端末事業者もそこまでカバーするよう

に考えてくれる。音声だけでもいいが、例えば画像を送れる、また携帯

で受けられたならば通信との融合も深まる。携帯で使えたならラジオの

表現力がより高まるのではないか。 

・携帯電話とは、普通のいわゆる携帯電話とスマートフォン、ネットブ

ックといわれるような少し大きめのものも全部含めた意味か。 

・ワンセグ機能付きの携帯と言った方が正しいかと思う。ワンセグはか

なりのチャンネル数をカバーできるが、Ｖ－Ｌｏｗ、Ｖ－Ｈｉｇｈまで

はまだカバーしていない。ワンセグのカバーを伸ばせばＶ－Ｌｏｗまで

カバーでき、ほとんどの人が持っているワンセグ機能付きの携帯で気軽

に新しいラジオを楽しめるのではないか。 

・現在の電波の割当てについて、消費者の数に比してもっと首都圏には

たくさんの局が必要ではないかなどの疑問がある。Ｖ－Ｌｏｗという免

許ではそういったものがうまく公平に割り当てられるのだろうか。 

・首都圏も田舎も同じように割り当てたら、当然需給関係がうまくいか

ないこともあると思う。そこも意識して電波配分のあり方を見直すべき

だとは思っているが、そのあたりはどうなのだろうか。 

・関東にたくさんセグメントを割り当てるということは可能。ただ、関

東を増やしたことで少なくなるところも出てくる。どのように割り当て

るのかは、需給関係をみて今後検討していく話。 

・音声メディアとしてのラジオ、地域情報メディアとしてのラジオの文

化を残すということであれば、放送区域としては県域もしくはそれ以下

の範囲が良いと思う。 

・コミュニティＦＭが市町村単位に一つずつできるようにＶ－Ｌｏｗ帯

を活用するような大きなグランドデザインを作ったらいいと思ってい

る。 

・コミュニティの方はホワイトスペースでも対処してもらえる話。Ｖ－

Ｌｏｗはコミュニティより大きな、それが県域なのか、あるいはブロッ

ク域なのか、そういったところになるのではないか。 

・この研究会でも、広告モデルのアイデアを出して、お金の入り方がど

う変わっていくかを しっかりと議論すべきだと思う。 
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・面白いことと、広告モデルを考え直すというのはそう矛盾することで

もない。 

・全国に向けて考えるビジネスモデルと、地域の人たちに向けたビジネ

スモデルは違っている部分がある。だから面白いことだけを追求してど

んどん突き進んでいったとしても、地域ではそういうところに取り残さ

れていく人たちもいる。今後の議論として必ず考えていきたい。 

 

④ 第４回研究会（平成２２年３月３１日） 

○ 株式会社ビデオリサーチからは、データで見るラジオの現状についてプ

レゼンテーションが行われた。 

○ 社団法人日本民間放送連盟・研究所からは、日英米のラジオ聴取行動と

英米デジタルラジオの概況についてプレゼンテーションが行われた。 

○ 株式会社東京放送ホールディングス、株式会社文化放送、株式会社ニッ

ポン放送からは、災害報道と民放ラジオ、V-Low 帯域参入への考え方、各

社のデジタルメディアへの取組みについてプレゼンテーションが行われ

た。 

○ 株式会社エフエム東京からは、V-Low ではどういう新しいサービスを受

けることができるのか等についてプレゼンテーションが行われた。 

○ 株式会社Ｊ－ＷＡＶＥからは、ラジオにおける新たな取組み、ラジオの

意義、V-Low への期待等についてプレゼンテーションが行われた。 

○ 事業者等によるプレゼンテーションを踏まえ、意見交換を行った。主な

発言は以下のとおり。 

・エフエム東京は V-Low の端末としてデジタルサイネージをメインに考

えているのか。エフエム東京のビジョンを実現していくために３セグメ

ント必要と考えるか。また、V-High 端末との相乗りを考えたときに、High

と Low の市場での競合を事業的な観点でどのようにお考えか。 

・デジタルサイネージは資料の表現上大きくなっているだけで、実際に

メインの事業と考えているわけではない。ただ、移動体向けに一斉同報

で書き換えるということにおいては放送波の特性として意義がある。さ

らに、Wi-Fi などの通信でより深い情報を取る前段のインデックス的な

ところを放送でやっていくというのは可能性があるのではないか。３セ

グで足りるか足りないかということについては、ブロックごとで同じ使

い方をしてもやはり東阪の情報量が多い。東阪では３セグ×２の６セグ、

他の地区では３セグひとつですみ分けられればという話が出ており詳

細な検討を要する。また、V-High との共用ということについては、ビジ

ネスモデルで重なるところがあるというのはそのとおり。ただ、ブロッ
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クごと、全国一律ではないというところの特徴を活かしたものとしての

すみ分けができるのではないか。どう支持されるサービスを開発できる

か、全国一律ではなく地域に密着したものをどう集めていくのかという

のが我々の課題。 

・東阪６セグ、他地域３セグという話は各方面から色々なアイデアが出

てきた結果、それだけのセグメントが適正で、受委託まで含めた継続事

業として成り立つということを含めての話か。 

・そのとおり。きちんと数字に立脚しているつもり。 

・エフエム東京の提案していることはあえて V-Low 帯を使わなくても通

信の活用によりサービス可能だと思うが、どのようなイメージを持って

いるのか。 

・通信でできるものについて放送波を使う必要はない。福岡のユビキタ

ス特区で FM 福岡のサイマル放送に付け加えて「つぶやきラジオ」とい

う twitter のようなことをしている。これは上りは通信だが、下りは皆

が同じものを見たいから放送波で一緒に配信することで、下りの通信の

帯域を有効に使え、リアルタイム性も高い。放送なので、監視は大変だ

が少し工夫すれば全部通信でなくても、一つの端末でプラスアルファし

てできることに可能性がある。 

・民放連研究所に２つうかがいたい。アメリカやイギリスと比較してチ

ャンネル数が少ないから日本はラジオリスナーが少ないと考えている

か。また、ラジオ未経験の若者がこれだけいるというのはなぜなのか。

子ども向け番組をやらないからと考えるがどのようにお考えか。 

・日本の場合は６チャンネルくらいだが、アメリカの場合はコミュニテ

ィなどを入れるとデンバーでは恐らく５０チャンネルを超えるところ

がある。イギリスでもＤＡＢだとマンチェスターでは３０チャンネル以

上。音楽について、日本の場合はＦＭがあるが、音楽系のニーズは今の

チャンネル数では十分に満たし切れないので、iPod とかの方に向かって

しまい、ラジオに近づいてこないというような状況はある。多チャンネ

ルが個人的見解ではあるが多分一番大きな要因。また、若者のラジオ離

れについて、この原因は非常に難しいが、子ども向け番組がないからか

どうかはよくわからない。少なくとも総合編成でやっている限り、若者

をターゲットにした番組というのはごく一部に限られる。アメリカ、イ

ギリスであれば、例えばロックでも 20 代から 30 代前半のロックとか 30

代 40 代のロックとか同じジャンルでも年代によって分かれたフォーマ

ット編成の局が存在している。そういうものが日本にはないため、若い

人がラジオに入りにくいというのはあると思う。一旦家庭でラジオを聞
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かなくなってしまうと、そういう人のお子さんにラジオを聞かないとい

う習慣が継承されてしまう。それが２０～３０年の問題として積み上が

った結果が、日本では４０％もの１０代２０代がラジオを聞く習慣を持

ったことがないという結果になったのだろうと思う。 

・多チャンネル化がラジオ聴取の広がりにつながるという話について、

低コストで作られるラジオ局の多チャンネル化というのは、音楽プレー

ヤーとしての機能しか果たさず、ラジオに新しい広告メディアとしての

価値を見いだせないのではないだろうか。多チャンネル化となると、ラ

ジオへの評価の重要な要素である「パーソナリティに親近感を感じる」

ほど、聴取者に食い込めないと思える。 

・やはり単に番組で音楽を流すということではなく、パーソナリティが

曲紹介のところで何か言葉を入れるとか、自分の思いを伝えるとか、リ

クエストであればリスナーがその曲に託した思いを伝えられるという

ようなものがあって、リスナーの心を掴んでいくもの。今までラジオ局

が培ってきた番組作りのノウハウ等を活かさないといけない。単に局数

が増えればいいのではない。 

 ・子ども番組がないから若者のラジオ聴取が減っているという話は、米

国や英国で子ども番組があるから若者のラジオ聴取が増えているとい

う実証がなければ比べられない。 

・アメリカもイギリスも教育的なものだけでなく、娯楽的なものも含め

て子ども番組がたくさんある。 

・今のラジオは音楽ですらリスナーの期待と合致していないのではない

か。リスナーのニーズと合致しないのであれば当然スポンサーのニーズ

とも合致していかないと思う。 

・人それぞれに聴きたい音楽ジャンルある、という点においては、多チ

ャンネル化は意味があるだろう。 

・既得権益があるところではなかなか難しいが、ラジオ全体のために局

を増やすべき。 

・多チャンネルで多様なサービス、そして多くの受信端末が実現すれば、

若者の聴取を戻せるだろうか。 

・多チャンネルだけでリスナーが戻ってくるかと言えばイエスとは言え

ない。リスナーが聞きたい音楽を流しているのかどうか。聞く時間、聞

く場所、個人個人によって変わってくるから、そういった意味では多チ

ャンネルが必要なのではないか。 

・多チャンネルには非常に期待している。ただ、広告モデルが成立する

かどうかというのは検討が必要。また、若い人はラジオが何かを知らな

118



い。ＩＰラジオでは、放送でも通信でも、どうやって届いているのかは

何でもよく、これがラジオだと思わせてしまえば若者が戻ってきてくれ

るのではないかと思う。それが、RADIKO の大きな成果なのではないか。 

・音楽的なアプロ―チから、若年層の聴取者を獲得するのはありだと思

う。今の若い人は、デジタルの音質で育っているし、iPod 的な聴取が通

常の音楽聴取なので、それに近い形の音質なり聴取形態を提供すれば戻

ってくる気がする。 

・ラジオを若い人たちが知らないのであれば教えればいいと思う。阪神

淡路大震災の時にラジオが密着した存在であったことから、ラジオを知

った子どもは増えたのか。 

・災害を経てラジオのリスナーになったという数字が一瞬あがった。た

だ経験からいうとそれは一時的な効果であって、１５年経た今では全国

レベルと大体同じレベルになっているというのが実態。 

・ラジオの聴取が続かなかったのはどういった理由か。 

・それはたぶん被災地でも、その他の地域でも一般的に言われているよ

うな理由だと思う。 

・それぞれの事業者が V-Low のブロックというエリアについてどのよう

に考えているのかを聞かせていただければと思う。 

・加えて、広域圏でスポンサーが成立する根拠はあるのか。逆にないと

考えているのであればその根拠を教えていただきたい。 

・新聞の折り込みで入れられているような地域性を持った広告が乗るこ

とを想定しているのか。 

・広域の広告ニーズはある。ＪＦＮのネットワークではブロックのネッ

ト放送があるし、福岡でパルコが開店するとその日は九州中の若い女性

が天神に集まるといったことがある。今まで県域だからこそ拾ってこら

れなかったニーズというのも、最初はないと思ったが、真剣にヒアリン

グしていくとあることが分かった。それから新聞の折り込み広告につい

ても、広域圏向けの広告と、もう一つは前回の構成員の話にもあったが

藩単位の３市町村くらい向けの広告が行われている。現在の県域放送と

コミュニティ放送は今の時代にはちょっと合わないのではないかと感

じている。 

・基本的方針（案）が出た後の１カ月間の意見募集の時に私たちは色々

な意見を出し、その結果基本的方針が決まり、それがブロックというこ

とであった。県域でのビジネスチャンスを失うかも知れないが、逆にも

っと広いブロックでビジネスチャンスが得られるかも知れない。これは

まだ本当によく研究してみないと分からない。但し、ブロックの考え方

119



については、地方のラジオ局からは強い反対意見が出され、かなりハー

ドな議論検討を続けてきている。あくまでも今出ている基本方針がブロ

ックであれば我々はそれに対応せざるを得ないと考える。 

・東京のＡＭ局の立場として一番いいのは通勤圏。東京に通勤をしたり、

遊びに来たり、そこが放送エリアになるのがいいと思っている。 

・エリアの問題は難しい。これからの法整備にしたがってどういう構想

を出していくか考えなくてはいけないと思っている。ただローカル局か

らすると今のエリアのところを放送するのに精いっぱいという形にな

っているのも現状。広告がついてくるのかという問題はエリアの分け方

によってクライアントの活用の仕方も変わる。実際にテレビ局の中には

ワンセグの帯域を使って折り込みチラシの実験をやっているようなと

ころもあるので、我々メディアが考えていかなければならない問題だと

思っている。 

 

⑤ 第５回研究会（平成２２年４月１６日） 

○ 株式会社毎日放送からは、中波ラジオの課題やＩＰサイマルラジオの取

組み、V-Low 帯マルチメディア放送についてプレゼンテーションが行われ

た。 

○ 南海放送株式会社からは、ローカル兼営局のＡＭラジオ経営状況、四国

エリア内の連携についてプレゼンテーションが行われた。 

○ 株式会社エフエム福岡からは、ローカルラジオの新たな取組みとして福

岡ユビキタス特区での実証実験等についてプレゼンテーションが行われ

た。 

○ 株式会社エフエム北海道からは、ローカルラジオ局の現状と経営上の課

題、収益戦略についてプレゼンテーションが行われた。 

○ 太田構成員からは、「熱量」をキーワードとした新しいラジオの広告モ

デルやそれを実現するデジタルの可能性等についてプレゼンテーション

が行われた。 

○ 事業者、太田構成員によるプレゼンテーションを踏まえ、意見交換を行

った。主な発言は以下のとおり。 

・ラジオ収入減少の理由として、経営努力やインターネット広告への対

応が不十分であったとの意見がある。それに対して各社どのように考え

ているのか。 

・営業担当と話をすると、スポンサーはリーチがきちんと測れるインタ

ーネットの方にお金をシフトしてきていると実感。危機を感じているの

で、リスナーと向き合った色々な広告の手法を現場で研究している。 
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・ローカルの営業ではインターネットに負けている感じは全くなく、む

しろテレビの新局との競合が問題。制作段階でも２人役、３人役でやっ

ていたものをワンマンでやっているのが現状。それでも、制作プログラ

ムが劣化したということもなく相当努力はしている。もう一押し何かや

らなければいけないという部分については真剣に考えている。 

・インターネットが入ってきたころから何か感じが違ってきていたが、

リーチを稼いでスポットを投入するという従来の広告手法を漫然と行

っていた。３年くらい前から急に経営状況が悪くなり、経費削減にあわ

てて走っているというのが現状。テレビの真似事をしていたのが原因。

そのため、今はラジオの新しい切り口として、かつて番組でインタビュ

ーをしたことのある九州各県の匠と言われる人達の集いのお手伝いを

各県持ち回りで取組んでいる。 

・中央と少し違う事情として、ローカル放送では 10 年も 20 年も前から

広告を出すと商品がいくつ売れるのかという直接的な効果を求められ

る。昨今はテレビとラジオの広告単価がほとんど同じになってきている。

かつては経営のことをあまり考えなくて済んだのが放送局の実態だっ

たが、今後は制作費カットを始め、賃金体系や就業規則を変えるなどに

切り込んでいかなければならない。まさに経営努力の真っ最中。 

・県域ごとの営業が厳しくなってきていて、四国４県で番組制作、共用

をしているとのことだが、その厳しさの原因は四国に限らないメディア

自体の課題にあるのか、それともメディアだからではなく四国という経

済圏の課題にあるのか。 

・各県が別々にスポンサーに営業するよりも、四国４県の人に届くとい

う方が営業的なパワーとして説得力がある。 

・四国というエリアが一体的な経済圏だから価値が高まっているのか、

それとも単に費用一元化したというだけの話か。 

・費用一元化でスタートしていて、副産物として営業提案が増えてきて

いる。 

・放送対象地域の地域割について、ブロック単位という考え方と、３大

都市圏とその他の県域という２つの考え方がある。南海放送としては中

国・四国ブロックでも愛媛県でもなく、四国で一つという地域割を希望

しているのか。 

・希望は別にないが、今のミックスしたような形は悪くないと思ってい

る。 

・全国の放送対象地域を一律にブロックと決めるのが、地方主権の時代

に馴染まない。四国は四国、北海道は北海道、東北はもしかしたら６県
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まとまるかも知れないし、うちは単独でやるというのであればそういう

形のエリアの考え方がいいのではないか。 

・当初のブロック案は技術的なことで分かれたと聞いている。そのブロ

ック案について、意見募集があったのでそれについて議論をしていたと

いうのが流れだろう。 

・南海放送が非常時の災害放送協定を結んでいるのは愛媛県だけかそれ

とも中国地方や九州側の県ともこういった放送協定が結ばれているの

か。 

・愛媛県だけだと思う。基本的には電波が飛ぶところがカバーエリアに

なるが、地域への責任感というのは各局各県での責任になっていると思

う。 

・営業範囲は８００万人を見ていてそれと災害報道等における地域の責

任論は別と考えてよいか。 

・ローカルのラジオは事情が少し違い、商売敵はチラシ業者だったりす

る。愛媛県全体でなくて松山市だけとか、宇和島市だけでいいというス

ポンサーに営業している。大分県や山口県や広島県にもたまたま聞こえ

るというのはあくまでもプラスアルファなところでしかない。 

・北海道にはラジオ局が４局あるが、これから先の V-Low も含めた新し

いデジタルメディアを考えた時に経営統合の必要性についてどのよう

に考えているか。 

・それぞれのラジオ局の個性によってリスナーが違っている。別のパイ

をうまく統合するということを誰でも考えるが、経営統合ということを

考えていくと、人員の問題、持株比率の問題をクリアするなど難しい問

題は山積している。実現するかどうかはきちんと考えて練り上げていか

なければならない。 

・通常は、放送波で流す情報は不偏不党である必要があるなど言論の自

由に制度上の制限を受けるというか、制度上の求めによって言論の多様

性を確保するという位置付けもあるが、新聞にはそういった制限がない。

エフエム福岡のユビキタス特区での PSP への電子新聞配信実験では、そ

ういったメディアの違いについて議論があったのか。 

・特区のため全然議論していなかったが、本放送が始まれば新聞に限ら

ずメディアごとの制度上の違いをどうしていくかの議論は出てくると

思う。 

・ＦＭ局は自社でアナウンサーや報道記者を持たないという形でスター

トした経緯があるが、自ら地域情報を集めてこない限り、結局インター

ネットに載っている情報、新聞の情報を二次利用しなければならないこ
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とを危惧している。それについてどう思うか。 

・ＦＭ局のほとんどが報道セクションを持っていない。自分たちで地域

の情報を収集するために人を雇うことは現状では困難。ユビキタス特区

の船舶サイネージでは、地元企業と一緒にコンテンツを制作している。

色々な会社と連携をとりながら一次情報ではないにしても新鮮な情報

を提供するようしなければならないと考えている。 

・船舶サイネージのコンテンツは毎日変わるのか。また、収益源はどの

ようなものを予定しているか。 

・ニュース等は毎日変わるが、観光情報に関しては実験という性質もあ

って大体２カ月に１回くらい。将来的にはサイネージがビジネスとして

軌道に乗れば毎日でも可能。収益源は今のところ実験なので持ち出しだ

が、将来的には広告費が一番分かりやすい形だと思う。 

・アナウンサーやきちんとしたコンテンツ編集能力があることが放送局

が船舶サイネージをするメリットだと考えて良いか。 

・そう思う。販売までできればと思っているが、ビジネスの仕組みはま

だ深く考えていない。 

・今はＡＭとＦＭはそれぞれの電波の特性を活かしてすみ分けができて

いるが、V-Low になると全部同じになってＡＭとＦＭという区分けがな

くなる。それが今後の経営のあり方等にどう影響を与えるのか。また、

太田構成員から「熱量」やＩＰとの連携など様々な「できる」ことと、

これらを踏まえて新しいプロモーション、新しい広告を模索していくべ

きだという提案があった。それを踏まえて、V-Low 参入にあたっての各

社の思いを聞きたい。 

・ＩＰサイマルラジオで、ＡＭとＦＭが同じ状況、環境で聴けるように

なって一体どういう番組でＡＭ、ＦＭの特徴が出せるかが改めて浮き彫

りになっている。恐らく V-Low で音質や受信状況がＡＭ、ＦＭ、新規も

全く同じになると、その中でどういう強みを出した番組を開発するかが

多分勝負になる。ひとつはパーソナリティ、アナウンサーが強み。それ

と阪神タイガースの試合等のキラーコンテンツの放送権をどうやって

確保していくかということをライバルの放送局といろいろ激しくやっ

ていく。そのあたりがキーワード。また、デジタルの波を使った新たな

サービスでは、広告放送が中心になると思うが、二次的な新たな収益源

は絶対に見つけないと維持できない。 

・近年若いリスナーが減って地元では主にＦＭがＡＭ化してきている。

ワイド番組を聴いているとほとんど変わらない。V-Low が始まって、ア

ナログＡＭとアナログＦＭとデジタルＡ局という３つがエリアに並立
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するということは考えづらい。決着の付き方がどうなるかということに

興味。また、喫緊の課題はラジオ受信機が減っていることだが、V-Low

でもスタートの時点で同じことが危惧される。新しいビジネスについて、

ＡＭは喋り手のパワーに拠るところが大きい。電波がアナログからデジ

タルになったところで、いい結果は出ない。新しく映像などの付加価値

がつけられるということを知ってはいるが、そこは稼ぎと投下コストの

兼ね合いで徐々にやっていけばいい。頭からあれもこれもというのは非

常に危険が多い。あきらめではなく、前向きに一歩一歩という意味で考

えている。 

・V-Low だけでなく、ＩＰラジオが普及してきた段階で今の総合編成その

ものの見直しを迫られる時期が来ると思っている。アナログも当分は頑

張っていかないといけないが、当然V-Lowでは違った編成が並んでくる。

また、放送波を使ったビジネスについて、九州は昔から一体感があるの

に加え、地域を挙げて中国、韓国等に目が向いている状況なので、V-Low

で放送だけではない新しいビジネスチャンスが生まれるのではという

期待をもっている。 

・喋り手も含めた制作者として異なる人間が関わっている限りすみ分け

は可能と思う。また、V-Low で音声を乗せるだけのサイマルではつまら

ない。新しい畑があるのであれば、そこに新しいものが生まれていくは

ずであるし、異なる文化がぶつかりあうことによって新しいものが生ま

れるということが必要。ただ、これが果たしてビジネスモデルとして大

都市圏ではできてもローカルで通用するのかということは常に見つめ

なければならないポイント。ラジオというのは地域の人々と共に考えて

直接的に訴えることができるメディア。 

・会議の時間が短い。２時間半なり３時間にできないか。傍聴者から質

問を受けるとかの工夫はできないか。 

 

 ⑥ 第６回研究会（平成２２年５月１０日） 

○ 太田構成員から、第５回会合でのプレゼンテーションの内容について簡

単な紹介が行われた。 

○ 上記を踏まえ、第５回会合での太田構成員のプレゼンテーションについ

て、意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・ラジオが人の心に訴えかける「熱量」やそれを測るための指標は、全

国共通か、それとも地域により違えるべきか。 

・地方は聴取率等のマーケティングデータが少なく、根拠のある「熱量」

の測り方が難しい。リスナーからのリアクションには地方も全国もない。
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ただし、マーケットの大きさが違うので、一律の指標にはできない。

V-Low では全国レベルのマーケティングに基づく首都圏のモデルではな

く、各地域で細かく考えた方がいい。 

・聴取率に代わって、聴いた人がどれだけ商品を購入したか等を示す聴

動率を指標とするのは難しい。むしろラジオ自体や番組を応援するサポ

ーターから薄く広く受信料を受け取る仕組みの方が、ラジオが生き延び

るためには必要。 

・誰が聴いているか分からないようなところで広告出稿するよりも、興

味関心に合わせて少ない予算で効率的に広告したいという広告主の意

識の変化を感じている。一つの指標だけでなく、属性情報、位置情報、

ＡＩＯ指標（activity、interest、opinion）を掛け算のような形で組

み合わせることによって投網ではない広告が実現できるということが

学術的にも言われている。デジタルになってこういった情報が取得でき

るようになれば、「熱量」が指標で見えるようにできるのではないか。 

・かなり昔にマスコミニケーションとパーソナルコミュニケーションは

同じくらい機能するということが証明されたが、マーケティング的にど

のようなモデルが構築されたのか。 

・消費者行動学等の研究を見るとデジタルになるからこそ新しい情報が

取得できて、情報の取得自体が細かく指標化でき、それに対して広告を

出稿するようになるということは良く書かれている。 

・ゴールデンウィーク中にＮＨＫが深夜に２時間ほどゲームの音楽を流

した際に、ネット上で驚くほどの反応があったが、こういった物を上手

く使えないか。 

・スポンサーはまさにそういった「熱量」のようなものに対して、ユー

ザーに好まれる形で情報の接触をさせたいと思っている。 

・沖縄も大変経済は苦しいがラジオのスポンサーはそんなに減っていな

い。広告による売上増よりも、パーソナリティや番組を応援したいとい

う思いで色々な会社が小口のスポンサーをしている。地域情報メディア

としてはこちらの方が可能性があるのではないか。 

・ラジオの広告モデルの新しい形というのは単なる広告では無く、新し

いデジタルマーケティング、１０年くらい前からいわれているホリステ

ィックマーケティングの分野にラジオも踏み込んで何か可能性がある

という意味か。 

・その通り。広告とも番組とも言い難いそれらの中間となるような、消

費者も見たくて企業が伝えていきたいというような新しいモデル。 

・沖縄の話もあったように地域ごとに成り立つビジネスモデルは違って
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いて、今の首都圏と県域の成り立っている形もかなり違うと思うが、ブ

ロック単位のプロモーションや、県域同士が連携することにより価値を

生み得るのではないか。 

・朝から晩までブロック向けの放送ということはあり得ないと思う。あ

る時間は四国全体に向けて放送し、ある時間は地域に向けた放送をやる。

全国的な放送はＮＨＫに担ってもらえばよい。 

・ブロック向けの放送は駄目で、クロストークのように県域で番組が相

乗りする形が良いのか。 

・クロストークというよりは共同制作。四国全体は可能性があるが、全

てのブロックでブロック向けの放送をするのはなかなか難しい。 

・消費者が接するメディアは単一的なものではない。コンピュータやデ

ジタルなものだけで生活しているわけではなく、まだまだラジオの力は

強い。消費者は口コミの元となる情報も色々なところから集めている。 

・随分昔からラジオでも番組、ＣＭという枠にとらわれない広告が行わ

れている。例えばインフォマーシャルのように番組風にＣＭを流したり、

ブランディングを醸成するような番組を作ったりしている。デジタルと

比べると細かいデータは出ないが、営業担当がスポンサーとの間でこう

いったレスポンスがあったということを確認しながらやってきている。

新しい手法として名前だけ新しいものが色々出てきているが、コストが

ネットによって安くなっているというだけで、ラジオに関しては全部や

っているのではないかと思う。 

・ラジオもかなりターゲットを絞った番組作りを始めてはいるが、まだ

次のラジオの収益モデルは発展途上ということが言えるし、もう大体は

試されているという気がしている。 

・現在も色々な手法が行われているが、スポンサーにセールスしていく

時はやはり聴取率が指標になってしまう。それはもう少し変えていける

という気がしている。今までの手法か新しい手法かの２択ではなく、多

様性の一つの方法として考えられるのではないかと思う。 

○ 田中構成員から、ラジオとソーシャルメディアの融合の可能性、生活者

にとってのラジオの価値を高める上での課題について、プレゼンテーショ

ンが行われた。 

○ 上記プレゼンテーションを踏まえ、意見交換を行った。主な発言は以下

のとおり。 

・V-Low でラジオを活かすには地域における新しいライフステージをどう

作っていくかということも考えさせられた。 

・「radiko」について放送エリアの制限をするべきではないと思うが、ラ
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ジオ界がエリア制限してしまった事情、全国で聴けるようにするとなる

と、放送と違い莫大な費用がかかる問題、また、ＮＨＫがなぜ入らない

のかということをどう考えるかが課題。 

・ネットで出てきた新しいマーケティングの手法は全国規模のスポンサ

ーには理解されるが、地域では新しいメディアに関して保守的なスポン

サーも多く、それ以上に地縁的な繋がりでのスポンサーも多い。だから

新しいモデルをどのようにスポンサーに説得するのかが課題。 

・コミュニティ放送局も iPhone で「i-コミュラジ」というアプリを提供

している。これはエリア制限をかけない全国放送。出口が増えることは、

放送対象地域外のスポンサーに営業をしやすくなったり、パーソナリテ

ィの魅力が広く知られるようになるなどラジオの未来にとって非常に

重要。また、函館にあるコミュニティ放送局が、地域の企業に特定の番

組ではなくラジオ局のサポーターになってほしいという形で資金を募

っていたので、親近感から応援をする形はあり得ると思う。 

・周囲の人に何故ラジオを聴かないかと聞くと、端末がないこと、電波

が届かないこと、聞きたい時間に傍にラジオがないことが要因のようだ。

クリアな音で好きな放送を好きな場所で聞けるというのならラジオを

もっと聞きたいという人がたくさんいる。 

・通信にすることのボトルネックが本当に配信コストなのか。世界的に

はインターネットラジオはどんどん出てきているし、Ustream のような

無料のメディアも出てきている。むしろ著作権などの権利処理の問題や

放送との兼ね合いの方がネックになっているのではないか。 

○ 金山構成員から、地域メディアとしてのラジオの将来について、若者層

のラジオに関する認識や、地域コミュニティとラジオの関係についてプレ

ゼンテーションが行われた。 

○ 株式会社南日本放送からは、県域のコミュニティにおける暮らしのメデ

ィアとしてのラジオとライフラインとしてのラジオ等についてプレゼン

テーションが行われた。 

○ 株式会社ラジオ関西からは、阪神淡路大震災以降の経営課題とそれを打

開するための放送と連動した新たな地域貢献事業の取組み等についてプ

レゼンテーションが行われた。 

○ 日本放送協会からは、受信環境や若年層のラジオ離れの課題、課題解決

の方策としてのインターネット配信、V-Low 帯マルチメディア放送に関す

る基本認識についてプレゼンテーションが行われた。 

○ ＮＨＫ・民放連「音声メディアの将来に関する意見交換会」からは、意

見交換会における検討状況についてプレゼンテーションが行われた。 
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○ 事業者等によるプレゼンテーションを踏まえ、意見交換を行った。主な

発言は以下のとおり。 

・ＮＨＫの資料６ページの最後で、「ＮＨＫが実施している音声放送やワ

ンセグとのサービスの連携の可能性を考慮し、県域、広域、全国向けサ

ービスを柔軟に実施できる環境が必要」とあるが、具体的に必要な環境

とは何か。 

・ＮＨＫの音声放送サービスでは県域、広域、全国向け放送の３種を実

施。取材制作体制も各地域局で組んでいる。そういった既存の取材制作

体制を、そのまま活かした形で柔軟にサービスしていくことが聴取者に

とってメリットになるという考え。環境の意味については、場合によっ

てはそのためのセグメントが十分に用意されているということかも知

れないが、まだ具体的に検討してはいない。 

・ＮＨＫの資料４ページにあるインターネット配信を行う上での問題と

は何か。また、総務省で検討されてきたブロック制に対して、県域、広

域、全国向けにすべきとの提案があった。さらにサイマルを排除すべき

ではないと表明された。この点についてもう少し詳しく聞きたい。 

・ＮＨＫが実施できる業務は放送法第９条に規定。受信料で運営されて

いる特殊法人であり、そこに列挙されている以外の業務は行えない。現

在慎重に検討しており、今後関係方面と相談していきたい。また、V-Low

については局内の取材・制作体制、リスナーとの関係を考えてみると、

現在のサービスがリスナーからの支持を受けているということが非常

に重い。サイマルについては、まずそれを入り口にした上で、各放送事

業者がマルチメディア放送が内包する機能を工夫して引き出していく

べきであり、排除すべきでないと考えている。 

・南日本放送は島嶼部のコミュニティ放送局の情報をネットワークして

テレビに出すという話があったが、共同で広告の営業をする等の経営的

なつながりがあるのか。また、ラジオ関西の事業外収入の割合を聞きた

い。 

・広告のことは全く考えてない。他のメディアも伝送路的な役割をして

くる中で他のメディアにできないものは徹底的なローカル。収入が減る

中で地域メディアのコンテンツを増やすために、各地域の自分たちより

小さなメディアがやっていることをＷｉｎＷｉｎの形で出していき、地

域のキーメディアになることで地域のリスナーの支持を得る。その支持

をどう維持するかが命題。 

・地元では「ラジ関」と呼ばれリスナーとの距離が近い。やはり大震災

でのお互いが被災者という思いが大きい。そういう流れの中でラジ関が
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呼びかけるイベントなら人が集まるので最近はあえてやっている。数字

的には 6年前は「その他収入」が 2％であったが、21 年度には「その他

収入」が 16％を占める。この 16%は携帯事業やイベント、防災に係る地

域貢献事業。キーワードは地域貢献。 

・ラジオ関西に伺うが、阪神淡路大震災のときになされたことが今のマ

ンパワー、取材体制では難しいと聞いている。それは生活者や他メディ

アとのネットワークを作るなどで埋められるものか。 

・正社員は間違いなく減っているが、協力会社や出入り業者、タレント

の方々が毎日 120 人程度は動いている。社員であろうとなかろうと携わ

っている者全てがジャーナリストという思いがあるので、何かあったと

きには間違いなく動くだろうと信じている。ただ当時の状況と随分違う

のは確か。 

・「radiko」に関して、接触者が増えればサーバの費用は増えると思うが

どうか。また、東京と大阪に限っているエリア制限を撤廃できないのは

何故か。また、南日本放送とラジオ関西に聞きたいが、エリア制限がな

くなっても地方の放送が東京に流れるなら構わないというローカル局

の方もいるがどのように考えているか。 

・「radiko」について、サーバの費用については、容量を上げれば費用が

かかるというのは常識。「radiko」についても当初よりコストアップし

ている。ただクラウドの活用などで安くできる可能性はある。 

・技術の進化がメディアさらには社会を変えていくというのは常識。そ

れが現に機能しているものを損なうということとの関係にどう対応す

るかということに人間の知恵があると思う。 

・広域の中の周辺局、近畿圏の中の１局という存在であるという状況柄、

関心は社で強く持っているが、権利処理の問題は大きな中央組織でやっ

ていただかないとできないと考えている。また、県域は確保しなければ

ならないと思っているが、エリア外に出て行くことについて積極的に機

会を持たせていただきたいと思っている。 

・東京の局から言うと、様々な番組を全国にネットしているが、このよ

うなネット番組との整合性をどうするか。この辺りが非常に難しい。Ｎ

ＨＫが出たときにどうするかも含めて、これから検討して秋からの実用

化に向けてエリア、サーバの問題を含めて様々な論点や課題を解決しな

がらやっていきたい。 

・サーバ負荷に関する補足だが、IPv6 が広まればマルチキャスト機能が

あるので、10 年スパンで考えると通信の上でも１対ｎのサービスに費用

が掛からない。 
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・県域のラジオ局のコンテンツが IP サイマルラジオで聴けるようになる

と、更に新しいニーズが生まれると思う。必ずしも地元密着のコンテン

ツが地元の人だけが必要としているのではなくて全国的なニーズがあ

ると思う。 

・ＮＨＫの資料６ページの V-Low の送信設備投資が 1000 億円を超えると

いうのはどのような根拠で試算したのか。 

・1000 億円を超えるという試算の根拠は、現在のＮＨＫのＦＭ放送が全

国世帯の 98％をカバーしており、これを基に鉄塔自体は流用できると考

えてそこの部分は差し引いて、発電機、送信機、多重化装置などを足し

合わせるとこれくらいになるだろうというもの。 

・ＮＨＫとして、V-Low では、どういったことがリスナーに対して新しい

価値を生みだすニーズであると捉えているのか。 

・様々な検討の中でデジタルはやはり便利だという話を聞く。視聴者の

利便は放送事業者や受信機メーカーを含めた提供者側がどういうもの

を提供するのかも重要。都市難聴からリスナーがラジオから遠ざかって

いるのかも知れず、そういうところを超える能力、機能をマルチメディ

ア放送は持っているのではないかと思っている。具体的なビジネスモデ

ルなどは考えていない。 

・ＮＨＫが V-Low で災害時を想定した取組みイメージがあれば聞きたい。 

・技術的にはこれから開発していくもので課題が色々ある。県域の部分

は一番地域に密着して職員が取材をし、地域の方と情報を作り上げてい

る。いざというときにはそういうネットワークを駆使して災害報道に対

処していく。 

・現在の経営状況を考えるとサイマル放送を基本にというのは理解でき

るし、決して排除すべきものではないことは分かっているが、携帯電話

端末で受信できるようにと望むことと表裏一体である若者離れという

深刻な問題に対処するには新しい音声メディアの在り方にしっかりと

取り組んでいかないといけないと思うがいかがか。 

・その点は議論している。難しい問題だが、アナログラジオのデバイス

自体から若者が離れていることも考えられる。「radiko」のように、も

っと若者に近づいていく必要もある。現在はＡＭ、ＦＭとも特色のある

放送を行っているが長いスパンで考えればV-Lowで同じ編成でサイマル

をし続けるかどうかは今は結論が出せないし、その時代にあった編成に

変容するかも知れない。また、多チャンネルの中でターゲットを絞った

放送をやってみたいという意見もある。ただ、現時点で多くのユーザー

を抱えたアナログ放送のサイマルは、V-Low という新しいメディアの成
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功を考えれば、否定できないのではないか。 

○ 上滝座長より、入江構成員、太田構成員、西田構成員、舟橋構成員の４

人を研究会報告書の原案作成チームのメンバーに指名したいとの提案が

あり了承された。また、とりまとめ役として舟橋構成員が指名され了承さ

れた。 

 

 ⑦ 第７回研究会（平成２２年５月２１日） 

○ 舟橋構成員より報告書の主要論点（案）の全体構成と「ラジオ論」につ

いて説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・サービス提供エリアについては、通勤圏や経済圏だけでなく、現在の

聴取者の環境への配慮を加えてもらいたい。 

・現在の聴取者の環境として典型的な例はどのようなものがあるか。 

・北海道ではある一つの局しか聴けない聴取者がいる。ラジオはあまね

く多くの人が聴けるようにと打ち出す方がテレビのデジタル化とは違

った面が出せる。 

・首都圏とか広域都市圏はエリアをイメージするが、それと比べて地域

密着というのはよりコンテンツがイメージされる。どのように考えるか。 

・類型の名前は様々検討したい。 

・首都圏や広域等のエリアの概念にサービスの特性を加えて別のワード

が作れるかも知れない。 

・全てのラジオ局がいずれかの類型に入ると考えてよいか。 

・全部の局を完全に３つの類型に仕切れるものではなく中間的なものも

あると思う。イメージとしてラジオがどういうエリアやサービスをして

いるかピックアップしてみたもの。 

・報告書では全てのラジオ局が網羅的に類型化されるイメージか、それ

とも一般的なラジオ論という形で進めていくのか。 

・個別性を全部追いかけては論にならないので、ある程度抽象化して３

つのモデルとした。ハイブリッドの場合には、それぞれのモデルをバイ

ブリッドして考えていただければと思う。 

・ラジオを地域情報メディアの担い手として残す理由としての「音声メ

ディアの「軽量さ」がもたらす地域情報メディアエコシステムの価値」

と書いてあるが、「エコシステム」の原案作成チームの中でのイメージ

は何か。 

・「エコシステム」というのは、メディアの中での色々な人材の動きの生

態系という意味で考えているが、ラジオは見栄えを気にしなくて良い分、
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テレビに比べてより小さな規模で色々な人材の動きが成り立つ。それに

よって、地域で何かあった時に動ける人、発信する人、それを受け取れ

る人という形が成り立つ。そこを地域情報メディアとしては大事にすべ

き。 

・例えば今後ある特定の音楽に絞った番組を流す局やアニメを専門とす

るラジオ局が出てきた場合には、どの類型に入るのか。 

・首都圏キー局型は、そのような全国向け番組や民放局のヒアリングで

もあった多チャンネル化のモデルも含んでいる。さらに検討したい。 

・個別の局を書き出すときりがないので大雑把に区切っているというこ

と。 

・「首都圏キー局型」に「キー局」という言葉が入っているが、単なる「首

都圏型」ではなく「キー局」という言葉が入っている理由は何か。 

・全国番組を提供しているというニュアンスを込めた。 

・キー局というとどうしてもネットワークが関係した議論のような気が

する。 

・首都圏型と地域密着型については、サービスが何となく想定されるが

広域圏型はこれから議論するのか。 

・そう。四国の事情などをヒアリングしているので、現実にあるものを

理解してモデルにしたい。 

・たとえ首都圏にあっても地域密着型であるならば、ロケーションは関

係なく地域密着型と考えて良いか。 

・そのように考えている。 

○ 舟橋構成員より報告書の主要論点（案）の「ラジオ論→Ｖ－Ｌｏｗ論」

について説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・未来のラジオのミッションステートメントとして、地域経済を元気に

するという話だけでなく、地域の中での多様性や多文化をラジオが支え

るということも入れておいた方が良いのではないか。 

・県域局とコミュニティ放送局の連携を促進すべきとあるが、具体的に

マス排緩和の良い形のイメージがあるか。 

・例えば鹿児島のラテ兼営局で、テレビ番組のコンテンツとしてコミュ

ニティＦＭが地域と密着している姿が強さになったり、それがテレビで

も取り上げられコミュニティＦＭを聞く人が増えたりというように

色々な相乗効果が生まれている。地域のネットワークという意味でも可

能性があるのではないか。 

・この研究会は基本的にマス排の問題とか NHK の業務内容の問題とか色々
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と言及していかざるを得ないが、それをどうするかというのは次のステ

ップの課題。ただ、この研究会としてもマス排のメリットとデメリット

はしっかりおさえることは必要。 

・自社制作番組比率を高く維持すべきという提言は本当に大事。V-Low と

いう新しい手段を活かしてもっと自主番組を作ることが必要。コミュニ

ティと県域の連携を可能にしていく法体系がハードだとすれば、僕らは

極めてソフトな提言にしていくことがラジオというメディアにふさわ

しい。 

・どうしても旧来のラジオの制度を引きずってワーディングする部分が

あるからそこは押さえながらも、柔軟な制度への発想をどんどんご発言

いただければと思う。 

○ 舟橋構成員より報告書の主要論点（案）の「Ｖ－Ｌｏｗ論」について説

明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・V-Low のサービスイメージはチャンネル内の番組編成として様々な内容

が入ってくると考えるのか、それともチャンネルごとにテーマ性をもっ

たものとなるのか。 

・まだそこまで考えられていない。 

・ワンセグメントで何チャンネルくらいとることができるのか。 

・音声にどれだけ帯域を取るかにもよるが、４チャンネルから７チャン

ネル程度ではないかと思う。 

・ハード費用負担の緻密な試算によって、参入しようと考えている方々

がより具体的なビジネスモデルを構築し始めることができる。一人当た

りに情報を届けるコストを同じにして、地域の発信力を高めていこうと

いうのは今までになかった発想で本当に素晴らしい。音声優先セグメン

トをそれぞれ２セグメント取るとのことだが、その他はフリーにするの

か、それとも枠組みを設けるのか。 

・可能な範囲で V-Low シミュレーションの中で詰めていければと考えて

いる。 

・そこまで具体的に詰めることができたらラジオだけでは無く、色々な

ビジネスも含めて、かなり参入の希望が増えてくると思う。その辺も議

論していっていただきたい。 

・ハードを借りるための金額が地域によって違うが、今の放送事業者が

放送設備を維持していくためのコストと考えた場合、これは高いのか安

いのか。 

・恐らく県域の部分の負担額としては安いと思う。年間 900 万円、コミ
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ュニティでは事情も違うと思うが。石井構成員、入江構成員、このあた

りについてはどうか。 

・単純に 900 万円は安いか高いかという話とは別に現在の放送を維持し

ながら、それ＋900 万円だと高いのか安いのか。大事なのは一人に届け

る費用をみんなで分担しようという考え方。画期的な提案。そこを受け

入れた上で、赤字で厳しいところにはお願いをして 900 万円出してもら

うよう説得するしかない。 

・本日は会場の傍聴者の皆さんからも何か質問や感想があればお聞かせ

いただければと思う。 

・V-Low の姿を描く未来の「BRUTUS」の発行日が 2013 年 9 月 1 日となっ

ているが、V-Low についてのロードマップを何か想定しているのか。 

・本放送の開始や試験電波の発射がいつなのかは分からないが、2013 年

で開始するというのは、かなり順調に進んだ形をイメージしている。 

・V-Low 受信機の普及の度合いはどう考えているか。 

・端末へ V-Low の先載せがどれくらいあるかということと、どれくらい

のタイミングから端末がどういう形で出るのかによるが、規格やサービ

ス仕様が決まってから 18 か月後に工場のラインに乗るというのが原則

なので、その辺りを精査してみないとわからない。 

・V-Low は皆が負担をして皆でサービスを受けられるように進んで欲しい。

そのために、何をしなければそれが達成できないのかという具体論につ

いて考えがあるなら共有して欲しい。 

・V-Low の中身を考えるためにここまで構図を整理してきた。今回の議論

ではまず大玉を議論させていただいて、中身については次回としたい。 

・第三極のプレーヤーについて、今まで地域のメディアでなかった人た

ちが、地域で色々なものを発信していくチャンスになる。その地域のイ

ンフラ（道路、鉄道）、教育、福祉、病院や最近では無農薬のものをや

っている食品会社などが手を挙げる可能性が結構ある。今の事業者でな

い人たちが面白そうだと思えるような描き方にすべき。 

・１セグあたり 900 万円ならそのうちの 1 波であればさらに下がるとい

うことか。 

・そのとおり。 

・それは音声のままで行くとしたらという話か。 

・音声＋少しのデータの場合。 

・V-Low の未来の姿を描くときに安心安全に関して、V-Low があることに

よって8月に地震が起こったときにとても役に立ったとかそういうイメ

ージ付けがとても大事ではないか。 
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・デジタルラジオがスタートして「起こっているであろう」ことを想像

し、目次というカタチでまとめていく。従来のラジオ好きもいるし、新

たなビジネスも起こっているだろう。さまざまな出来事を紹介するタイ

トルを並べることで、さまざまな立場の人がそれぞれに、その未来を大

づかみに想像できる、先に進める気持ちになればいいと思っている。 

・安心安全に関する情報提供や担うべきことのイメージがあればご提示

いただきたい。 

・地域情報重視という点で自社制作番組比率を設定するように、防災重

視がどういう指標になるのか。例えば、市町村レベルの情報まで提供す

るというような情報の詳細度などいくつか考えていけると思う。これか

らの検討で詰めていきたい。 

・防犯の見地からも何かがあればすぐ駆けつけるような会社がビジネス

として V-Low に参入することもあるのではないか。違ったプレーヤーが

入って、V-Low というメディアの安心感が増すなら重要なファクターだ

と思う。 

・今防犯という観点で実際に地域の色々なところで児童見守りなどで使

われているので盛り込んでいきたい。 

・児童だけでなく高齢者で徘徊する人についても盛り込んで欲しい。 

・徘徊する高齢者の情報に V-Low が最も相応しいかどうかは、参入した

い事業者に任せれば良い。防災情報ならば、①より早く、②より多くの

人に、③よりきめ細やかな情報を、④継続的に伝え続けるという４つが

あれば、色々と書く必要はない。 

・実際地域の防災無線が徘徊している高齢者を捜すために使われている

ような実例があるがそれについてはどうか。 

・防災無線で何度も言うとうるさいと苦情が来たりもするので、そこは

ラジオの方がいいと思う。 

・同じ第三極でも、安心、安全を担保してくれる業者と、純粋にビジネ

スという業者では、全く同じ金額というわけにはいかないのではないか。 

・学校や地域が ASP 的に支払って消防や警察などと連携しているが、単

価を考えると結構安くやっていると思う。だからこそ学校などでもでき

ている。 

・防災情報伝達では、特に継続することが難しい。それを制度等で上手

く担保することは、このフレームの延長線でやれる気がする。 

・V-Low の教育でのサービスイメージについて、今は放送がノウハウを積

んできているので、ただ単に電子教科書の提供ではなくて、もう少し面

白い教育チャンネルができる風土ができていると思う。 
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・経理部門にハードの試算を持って行くと、根拠を示せというようなこ

とを言われると思う。それに答えられるようなバックグラウンドはある

か。（傍聴者） 

・今は事業の基礎となる精緻な数値を出す段階ではない。そこまで深く

ないレベルで網羅性を高めようとしている。一番重要なのは送信設備の

置局の計算だと思うが、担当部署がノウハウをもって計算しないと出な

い。 

・NHK の試算と比較しても 98％カバーで総額が 1200 億円というのは大き

く違わないと思う。 

・NHK も現状ではざっくりやっていると思うし、実際はもう少し安い設備

も使えるだろう。 

・アナログを続けながらのモアサービスはかなりの予算が掛かる。テレ

ビはデジタルへの移行に国費も十分につぎ込まれている。今のアナログ

を厳然と残しつつ V-Low をデジタルラジオとして位置づけるのか、ある

いはゆるやかな移行と考えるのか。（傍聴者） 

・地デジでもアナログで見ている方に不利益があるので、全部が切り替

わるまでは本来の機能を十分活かしたサービスはできない。ラジオのサ

イマルについても、しばらくアナログの聴取者にも向けた放送があり、

一定の期間をもって軸足が移っていくということを受け止めることが

必要。また、特にＡＭの鉄塔等の費用負担は重く、局によってはアナロ

グをやめるという選択があり得る。V-Low でデジタルラジオを担って併

走していくのであれば、ラジオの地域メディアとしての公共性等から、

何らかの支援措置等があってもよい。 

 

 ⑧ 第８回研究会（平成２２年５月２８日） 

○ 舟橋構成員より報告書骨子（案）の全体構成と「ラジオ論」について説

明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・報告書のスタイルについて、提言を先に出しているのが良い。 

また、V-Low のイメージが確定していない中で今後のラジオがどのよう

に変化していくかということについて、激変ではなく、緩やかに変わっ

ていくことをはっきりさせることで、既存のリスナーを大切にするとい

うしっかりとした研究会のメッセージが出ている。 

・政府の研究会の報告書としては、かつてない作り。報告書の読み方ま

で書いてくれたものなどこれまでになく面白い。 

・ラジオの強さというものとは少し違うかもしれないが、放送波の特質
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として、同時にリスナーが一斉に同じものを共有できる部分、共有感と

いうものもあると思う。 

・V-Low 論の部分では、通信と放送の上手な連携、融合という議論がある

ので、織り込めると考える。 

  ○ 舟橋構成員より報告書骨子（案）の「ラジオ論→V-Low 論」についての

説明が行われた。その後、報告書骨子（案）の「V-Low 論」デジタル

ラジオを含む V-Low のイメージについて西田構成員より、「V-Low 論」

のデジタルラジオを含む V-Low の骨格、サービスについて舟橋構成員

より説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・報告書の対象読者として、一般的なラジオ聴取者だとか地方公共団体

と捉えた場合、ラジオ論から V-Low 論のつながりの部分について、分か

りやすく説明してあげないといけないと考えるが、つながりとしてどう

いうイメージか。例えば、１９２０年代に愛宕山から第１声が出たのが

１周目で、この V-Low が２周目だとすると、そのつながりについて始め

のほうにのべておいたほうがいいのではないか。 

・必要に応じて、始めのところで「自治体関係者の方へ」など想定され

る読者に合わせたガイド、補足説明を書き込むことも良いと思っている。 

・V-Low とは何かということが一般の方にわかるようにするのが良い。 

・コミュニティ放送は今の放送法などの法令上では、複数の自治体にま

たがって、一つのコミュニティ放送を作ることができないようになって

いる。複数町村が存在するような離島の場合は、ブロックでも県域でも

なく、更には今のコミュニティ放送にも定義されないケース。こうした

ものが V-Low のホワイトスペースを利用するという理解でよいか。 

・報告書では検討していきたい。放送エリアと実際の生活圏、自治体の

境界の関係では、課題や可能性があると認識しているので、コミュニテ

ィ放送におけるそうした問題も重要な課題として取り上げたい。 

・報告書をまとめるにあたって、次の２点についてお願いしたい。 

①一つ目はＡであった既存のラジオをというものがＢというものにい

きなり変わらなければならないのではなくて、ひとまずＡ’、Ａ’’に

なっていただく、そしてその先にＢやＣがあるんだというように事業者

が恐怖感を覚えないような配慮をお願いしたい。そして放送局に変化を

求める限りは、国もこれまでの免許形態を変えていくということを打ち

出すべきではないか。 

②二つ目は５０％以上の自社制作番組比率について、この研究会が地域

情報メディアの研究会でもあることから、原則論についてはっきり打ち
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出して、その上で国がハード会社を含めて応援するというようなことを

打ち出した方が無用な混乱が避けられると思う。 

・ラジオ局をはじめとする関係者がスムーズに行くために役に立つとい

うのが報告書が果たすべき役割。十分に補足を入れ手当をしていきたい。 

・自社制作比やエリア概念に関することなど放送行政に関わる課題が随

所に浮かび上がってくる部分があると思うが、石井構成員の言葉を借り

るとＡがＡ’に変わってそこにＢが加わるというイメージでよいか。 

・言い方はいろいろあると思う。 

・歪み補正措置としてブロック区域内で県域前後の V-Low ホワイトスペ

ースが提案されているが、総務省でホワイトスペースを検討している

「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」で行われている議論

ではホワイトスペースは他に混信を与えない小さなエリア、又は大きく

ても市域くらいの出力として検討されているが、V-Low のホワイトスペ

ースは現実的にどのような出力をイメージしているか。おりしも、東名

阪１１セグメント、地方７セグメントや１３セグメント、６セグメント

の利用は結構緻密に周波数分配していると思うが、県域レベルでホワイ

トスペースが利用できるのか。 

・細かいところについては詰めていない。総務省やラジオ事業者の力を

借りて、報告書のなかで詰められればとも思うが、難しいのであれば、

アイデアとして利用方法を列挙した上で、本研究会以降の残課題として

申し送りたい。 

○ 舟橋構成員より報告書骨子（案）の「V-Low 論」端末イメージ等につい

て説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・V-Low のセグメント利用目的イメージは、色々なプレーヤーが参入でき

ることがイメージできてすごく良い。「多様なサービスセグメント」の

部分についてもう少し具体的な参入イメージはあるか。 

・多様ということで色々考えている。例えば新聞、観光、スポーツ。ス

ポーツは昔は全国コンテンツであったが、今や非常に強い地域コンテン

ツになっている。 

・防災関係、安心安全が骨子案の目玉と思うが、V-Low の電波を使うこと

で他のメディアとくらべてどういう点で一番差別化をはかれるか。 

・デジタルの場合エンコードやデコードの部分で時間がかかる。秒の争

いになるが、例えばワンセグであれば２秒以上かかるが、ISDB-Tsb だと

１秒以下になる。 

・緊急地震速報では差別化できると思う。 
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・緊急地震速報は大きい。 

・秒単位の勝負でないところでは、今までの報道はエリア、若しくは全

国放送的な情報から入ってくるが、V-Low だと元々地域密着の情報が早

く入ってくるというメリットが他のメディアとの差別化になる。 

・災害時に災害対策本部に集約される様々な情報を取りに行くのが以外

と大変だが、その辺りの手当についてはどうか。 

・他の総務省施策と連動させて、ハード、ソフトあるいはシステムも一

括発注することでローコストにして負荷にならないようにできるよう

な方向を考えている。具体的には安心安全公共コモンズと V-Low 間で密

接な関係を築き、自治体の担当者若しくは首長が意思決定すれば、情報

が秒単位で局に入力されることを想定している。 

・その情報を取りに行くには、県を通さなければいけないような仕組み

になっているが、それには制度的な整理が必要ではないか。 

・人命に関わる避難に関する指示は市町村長の権限。我々が議論してい

るようなスピードを要する情報は、それぞれの市町村からコミュニティ

局も、ブロック局も取れるようにすべきであり、可能だと考える。 

・研究会において残された課題というのは制度的な課題が大体か。 

・制度もあるが、端末メーカやラジオ局の取組への期待も入ると思う。 

・報告書冒頭の対象読者に向けてということか。 

・安心安全を考える場合、高齢者等含め誰でも使いこなせるものでない

と困る。地デジのリモコン一つとってもどれだけ簡易なものでも、操作

が分からない方がいるので、その点を考慮してほしい。 

・安心安全端末としては１台４０００円程度のものを考えている。そう

した安価な端末はそれほど複雑なものにはならないと考えるが、そうし

た簡便性については十分に配慮し、ベースラインを最も簡単なところに

置きたいと思っている。 

 

 ⑨ 第９回研究会（平成２２年６月７日） 

○ 舟橋構成員より報告書素案（案）について、特に骨子から大きく加筆さ

れたサービスコンセプトの部分に関し、説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・デジタルラジオとか V-Low 帯を使ったなど、色んなことが言われてい

るので、ここで新しい言葉をひとつ作っておいた方がいいのではと思う。

私たちがやろうとしていることは、テレビのデジタル化によって空いた

周波数帯でデジタル技術を使って送受信する地域情報メディアという

認識でよいか。 
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・そのとおりと考える。 

・今までいろいろなデジタルラジオ像なり、あるいは V-Low 帯を使った

技術のモデル、シミュレーションとかがなされてきており混乱すると思

う。新しい概念をまとめ上げて言葉を作ってはどうか。 

・要するにもう少しブレイクダウンして、このメディアのワーディング

をしないと伝わらないということか。 

・ラジオ局の方々が考えているデジタルラジオと本日プレゼンされた内

容は相当違う。これの方が幅は広いので、デジタルラジオという言い方

にも収まらないような気がする。 

・現状では、誰と誰が事業的に組んで、訴求すべきキャンペーンの対象

として名前を付けるというセットがまだ組めない。それが決まればやる

べきことがはっきりするので、名前を付けてそれを表現することはでき

るけれども、とにかく今はパラメータが多すぎる。 

・内実がなかなかまだ見えていないことや、あるいは不確定性が非常に

大きいことは分かるが、それぞれがイメージする V-Low 像が違うから一

旦まとめた方がいいのではないかということ。つまり、雑誌や新聞はこ

う変わるとかが言いやすい。そう言える二文字ないしは三文字くらいの

もの。 

・ラジオとお隣さんの第三極との化学反応によって、V-Low が単なるメデ

ィアという枠から殻を打ち破って、もっと大きなメディアを超えた何か

へと発展していくだろうと期待を寄せている。V-Low のセグメント利用

目的イメージというのがあり、ここにこれから色々と参入事業者が出て

くると思うが、その際の化学反応について、自然に参入した事業者が起

こしていくのを待てばいいのか、あるいは化学反応をより起こさせるた

めに何らかの工夫を施した方がいいのか。いずれと考えるか。 

・触媒が必要かどうかということか。 

・つまり、化学反応を全く意識せず参入枠をどんどん埋めていけば、化

学反応が自然に起こるものなのか、あるいは触媒というものを考えてお

くべきものなのかということ。 

・触媒というのは制度的なものということか。 

・制度的なものかあるいは参入のときに何らかのつながりを意識したも

のを参入させるべきなのか。 

・この報告書のねらいのひとつが正に触媒というか、そこにケミストリ

ーがある概念。ケミストリー／化学反応の後に先程の V-Low の名称が決

まるというように思っている。ただし、まだその段階に至っていないの

で、この報告書をもって触媒たらんとするねらいがある。これを土台に

140



考える人が増えていくとそれが触媒となって機能して動くのではない

のか。制度としては、どのような連携が取り込まれているかということ

が評価される仕組みをつくると、意味を持つ可能性が高い。 

・行き着くところの化学反応により、いろいろなものが生まれてくる可

能性があるわけで、あまり最初から枠をはめてコントロールしようとす

ると逆に新たなものの誕生の芽を摘んでしまうかもしれない。 

・そこは１か０のデジタルではなく、さじ加減かと思う。 

・私見だが、V-Low のサービスは基本に音があり、そこに色んなものが入

っていく音のコンビニみたいなものなので、自然な化学反応に期待した

ほうがよいかと思う。 

・地元自治体の防災関連冊子を参照すると、ホームページのＵＲＬ、あ

るいはＱＲコードなどの記載が多く見られるが、逆にラジオとかテレビ

という文言はほとんど出てこない。もう少し社会的にうまいメディアミ

ックスやバランスは何らかの形で考えられるべきと思う。災害時にネッ

トだけで情報提供が全部できるとはとても思えない。ここまで極端にネ

ットに偏らなくてもという気はする。 

・おそらくメディアリテラシーの問題も関係してくるのではないか。 

○ 舟橋構成員よりラジオ論のプラットフォーム機能のイメージについて

説明が行われた。 

○ 上記を踏まえ意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・プラットフォームのイメージで放送事業者として一番気になる部分は、

放送事業者が担うべき投資金額がいくらでプラットフォーム事業者が

どこになるのかというところ。プラットフォームの事業者は全国共通一

社で、そのハード利用に当たってソフト事業者が分担するというイメー

ジになっていたと思うが、もし、どこの事業者も参入しなければ、結局

放送事業者が負担することになることを懸念。プラットフォームの事業

者の在り方についてもう少し踏み込んだ表現があり得るのか、あるいは

次の会合への残課題となるのか。（傍聴者） 

・恐らくプラットフォームとハード会社を混同しているように思うが、

その上で、今の質問のポイントがよく汲み取れなかったところがある。 

・つまり、ハード会社の部分が欠落していると読み取れ、実際誰が電波

を送出し、設備投資を引き受けるのかという部分について、あまり書か

れてないなというような印象。制度整備を願うとか、事業者が参入しや

すい形を求めるとかいうような表現ができるのかできないのか、あるい

はそこまでは踏み込まないという表現になるのであれば、それはそれで

研究会の結論と理解。（傍聴者） 
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・恐らく書き振りの問題と思われるのでそれについては検討するが、放

送事業者の費用負担についても、各社内でもう少し検討はおねがいした

い。 

・放送事業者には日々の経営で手一杯のところもあり、そういう事業者

にとって、割と公平に全国いろいろな所で事業者が事業を続けることが

できるというようなガイドラインになりそうだということには希望が

あった。ただ、誰がやるのかという部分が書かれてないことに不安を抱

くところも多いと思うので、制度整備や、ハード会社の運営について積

極的な言葉が入るのかという点をお聞きしたかった。（傍聴者） 

・むしろそうした点について、民放の方々がどのように考えておられる

かがこれまで見えてこないので、どういう意見をどのようにまとめられ

ようとしているのかをお聞きしたい。 

・多少余裕のある局は検討をしているが、日々の経営だけでも厳しいと

ころはそのようなレベルにたどり着けないのが現状。ゆえに報告書に明

記されることで反応が違ってくると思う。（傍聴者） 

・研究会で具体化を進めていく中で、また関係者間の議論も進んできて

いる。これがいろいろな意味での触媒になるが、その辺りのケミストリ

ー／化学反応の触媒になると同時に関係者のだれがメインプレーヤー

になるかの議論の触媒にもなっている。その中で、国側も研究会での議

論を切り口にその辺の問題点の解決を図っていくだろうと思っている

ので見守っていただきたい。 

・これまで民放とＮＨＫの間の議論でハード会社として構築をしていか

なくてはならない設備群の議論はあったと思われる。設備群の範囲につ

いては、恐らく基本的には送信に必要な設備群ということなので、プラ

ットフォームの機能を提供するものは入っていないと推測。 

一方で、委託放送会社に必要な設備については、サービスの提供形態

によって必要な設備群が変わってくると思っている。オプションとある

のも、ある委託会社によっては必要だが他の委託会社によっては必要無

く、そういうものまで整備が当然としてしまうと負担が大きくなるとの

思いから。ただし、プラットフォーム機能の在り方の詳細までこの報告

書は踏み込まないとしながらも、公的情報連携 ASP の機能については必

須としている。これは、音声放送の専有レーンでは、市町村ベースの細

やかな情報提供をいわば条件として書いているからで、独自に提供が難

しいラジオ局にも確実に提供してもらえるよう、制度の中でしっかりと

このＡＳＰ機能を提供していくことをうたっているもの。 

700 億円について、地方と都市部で分担をするような形のシミュレーシ
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ョンとした。一見安いと思われるかも知れないが積み上げればちゃんと

700 億。相当程度の既存ラジオ局が参入できる現実的な仕掛けになって

いると思うので、各関係者でできることとできないことを検討いただい

て、意見公募で打ち返していただけると生産的な議論が更に続けていけ

るのではないかと思う。 

・ハードに関して、およそどれくらい費用が掛かるかまではお出しした

が、さらに具体的に制度のことなどいろいろ踏み込む場合、関係者の現

実的な調整に話が及ぶ恐れがあるので、報告書ではこのレベルで止めて

あるというところをご理解いただきたい。 

・この研究会はそもそも新しいラジオメディアの在り方を模索していこ

うという目的のもと始まったが、具体化が進んでいくと、居心地のいい

ライブハウスというラジオ本来の持つ原点に立ち返ろうということと、

デジタルの特性を踏まえた第三極というものを考えるということ、そし

て、その原点と第三極との融合、これが我々の求めてきた新しいラジオ

なのかなとおぼろ気ながら見えてきた。メインプレーヤーとなられる皆

様は、積極的に参入に当たっての色々なビジネスモデル等について模索

検討していっていただきたいと思う。 

 

 ⑩ 第１０回研究会（平成２２年６月２８日） 

○ 舟橋構成員より「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会報告

書素案」に対する意見募集結果及び報告書（案）について説明が行われた。 

・意見募集に対しては、64 件もの多くのご意見をいただいた。主な意見

は資料にあるとおりだが、今日は、その中の特に４点、①ブロック内県

域放送の扱い、②音声優先セグメント参入に当たっての、防災機能の強

化、自社制作番組比率（50％）の設定、③ソフト事業者の参入単位、④

V-Low 海外展開について、後ほどご議論いただきたいと考えている。 

・報告書（案）について、素案をより詳細化したり、意見募集の意見を

受けて修正を行ったりした部分がある。全部ではないが、簡単に紹介し

たい。 

・全体的に、文言をブラッシュアップしている。 

・「はじめに」のところの「対象読者」に、意見募集を受けて、「自動車

メーカ」と「公共交通機関」を追加した。 

・６ページの権利処理については、制度の改良が必要ということが世の

中で言われているので、その点を書き込んだ。 

・13 ページの「２．ラジオ論から V-Low 論へ」の最初の部分に、リード

を書き加えた。他にもリードを追加したところが何箇所かある。 
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・16 ページの「コラム：放送エリア百花繚論」は、新たに書き込んだ。 

・20 ページのブルータスの目次と報告書との関係を表す資料については、

大きく「検討中」と書いているが、内容というよりは、見せ方を 7 月 5

日までに検討したい。 

・26 ページの費用想定については、意見募集を受けて、低廉化の可能性

があること、全ての費用を含んでいないこと、という留意事項を補足し

た。 

・29 ページでは、意見募集を受けて、「コミュニティ放送」の言葉遣いを

定義した。 

・38 ページの「コラム：感性マーケティングとラジオ」は、素案では記

載がなかったが、研究会で出ていた議論を、結論が出たわけではないが、

参考情報として記載した。 

・40 ページで「鉄道」を挙げていたところは、意見募集を受けて、バス

やタクシーも含む「公共交通機関」に変えた。 

・51 ページの小型かつ安価なアンテナについては、意見募集でその存在

は認識したが、報告書における位置付けについては、７月５日までに検

討したい。 

・51 ページのワンセグサービスとの差異のところで 312Kbps としていた

ところは、どの程度の放送をするのか、またパラメータの設定により変

わるので、「ワンセグと同程度」とした。 

・64 ページは、ホワイトスペースにおけるコミュニティ放送は帯域が

V-Low と異なるので、端末による対応が必要になるということを記載し

ている。 

・67 ページからの用語集は、誰にとっても分かりやすい、というものに

なってはいないが、多少なりとも報告書の理解を助けるようにした。役

所から出ているものを一部利用しているが、基本的には原案作成チーム

において書き下ろしたもの。 

・77 ページ以降の参考資料は、これまでに研究会の場に提出されたもの

をブラッシュアップしている。 

○ 舟橋構成員の説明を踏まえ、「①ブロック内県域放送の扱い」について

意見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・ブロックの中に県域を認めるべきと意見を出した社若しくは同様の意

見を持っている社から理由を聞ければと思うが、会場にいる方でどなた

か理由を話してもらえないか。 

・地方はラジオ社会であり、ドライバーや通勤者がラジオを聴いている。

ブロックになると情報が希薄化してしまうので、県域ラジオの存在を残
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してもらいたい。（傍聴者） 

・放送対象地域が広がると情報が希薄化するという点が分かりにくい。 

・通勤、通学の時間帯は３時間程度。現在の県域放送でもその時間帯の

中で地域の交通情報や天気情報等をギリギリの時間配分で放送してい

る。ブロックになると、他の地域の情報も流されるので、県内情報はど

うしても薄くなってしまう。県域放送のラジオ局、パーソナリティ、リ

スナーの濃い関係性も重要。（傍聴者） 

・現在のブロック内県域の事業性はどうなっているのか。 

・答えるのが難しい話だろう。 

・現在でもなるべくアンテナを高くして、遠くまで放送を流したいとい

うところがある。広くなってマイナスになるところはあまりないように

感じる。 

・放送区域が広くなると費用負担が重くなる点をどう考えるか。今のコ

ンテンツ等をベースにすると事業性は十分ではない。 

・報告書の中に関東でも県域を認めると書けばよいと思う。 

・一応今の報告書（案）にも書いてあるが、技術的検証をしなければ、

ブロックでどのくらいの放送ができるか分からない。そのため、できる

という前提では書けず、書きぶりが難しい。 

・ブロックを県域にすると使える帯域が減ってしまったり、単価が上が

って事業性が低くなったりする。そのため、単純に県域ができるように

と書けば良いわけではない。 

・費用負担の観点では、望まないのにブロックで放送しなければならず

コストが高くなるという点は検討を要する部分だと思う。 

・原案チームで検討してもらいたい。 

・検討する。 

○ 舟橋構成員の説明を踏まえ、「②音声優先セグメント参入に当たっての、

防災機能の強化、自社制作番組比率（50％）の設定」について意見交換を

行った。主な発言は以下のとおり。 

・防災情報の提供義務の負担については、現状の体制や自治体との連携

を前提に考えるのではなく、報告書（案）にも記載されている公的情報

連携 ASP 等により、両者の負担が軽くなる前提で考えていただきたい。 

・自社番組制作比率 50％に対して反対の意見が出ているが、何％なら良

いという意見はない。何％なら良いのか。 

・当社で言えば、現在自社制作は 33％なのでそこで線引きしてもらえれ

ば良いと思う。（傍聴者） 

・報告書では、自社番組制作比率について、どのように定義しているか。 
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・再免許のマニュアルでは①完全局制作、②制作会社協力、③共同制作、

④制作委託、⑤①～④の再放送の合計としている。詳しくは報告書（案）

の 87 ページの資料に記載している。 

・この定義は民放の方が日頃使っている自社制作番組の定義と合ってい

るのか。 

・各放送事業者がホームページに載せている番組表の中の自社制作番組

の比率とこの比率を比較すると同じくらいであり、大体合っていると思

う。これが少なくなってしまっては、ローカル局の存在意義が疑わしく

なってしまう。地域での共同制作やコミュニティ放送との連携等、知恵

を出して比率を上げる方法を模索すべき。 

・コミュニティとの親和性や情報の地産地消というのは重要な部分。50％

というのが、共同制作等をしても実現性のない数字なのか。傍聴にいら

していらっしゃる、地方各局の方からご意見を伺いたい。 

・デジタルになればその特性を活かして、共同制作や委託制作が広がっ

てくると思うがどうか。 

・そう思う。今のラジオのまま今の形態で自社制作番組比率を上げるこ

とをイメージしがちだが、隣で交通や教育の情報が流れていたりする状

況でどのようになるのか。また、現時点では自社制作番組比率を指標と

しているが、V-Low の形が固まってくれば他の指標ができる可能性もあ

る。 

・一番強硬な主張として 50％の基準を削除して欲しいという意見を出し

ている社の方に是非ご意見を聞かせていただきたいと思う。 

・地域の情報を出していくということは使命であると十分理解できるが、

49％と 50％の違い、30％と 50％の違いというものは何か。そういうと

ころが理解できないので数値的基準を設けるべきでない。また緊急災害

時の体制と自社制作番組比率とは別の枠組みではないかということで

意見を出させていただいた。（傍聴者） 

・音声優先レーンで他の事業者に優先して音声放送の参入を可能として

いる中で、指標というものは万能ではないにしても、地域への貢献度を

測る明確な指標を設定せずに、一般の方、生活者の方の理解が得られる

形があるか。 

・メディアのローカル的な価値というものについて先程の話のように別

の指標があればとは思うが、自社制作番組比率が直接それに連動するも

のかどうかについては、まだ議論が尽くされていないと考える。（傍聴

者） 

・数字はあまり意味をなさないということだが、自社制作番組比率が 10％
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や５％を切るようなことがあっても、地元からの支持が得られると考え

るか。（入江構成員） 

・ケースバイケースだと思う。自社制作番組比率が高くともリスナーか

らもっと頑張らないといけないと言われる状態もあり得ると思う。（傍

聴者） 

・一番ラジオが聴かれている沖縄が、一番自社制作番組比率が高い事実

がある。自社制作番組比率が高ければ地元の支持は得られるということ。

聴かれていない社のいくつかは、経営が厳しくなる中で、自社制作比率

を下げてきた。その結果、さらに聴取率を下げている。こうした状況を

打破するために何とか比率を上げていこうという合意をここでできな

いものか。50％という条件が絶対正しいかといわれれば自信はないが、

番組の半分程度を地元で制作しようという理解を得られないか。 

・ここで即答は難しいが、地域にとって重要なメディアになるという使

命は大事と考えている。ただ、今回提示されている 50％というものがど

のような扱いになる数字なのか今回の素案では分からず、現状では NO

と言わざるを得ない。50％という数字が審査基準になるのか、もう少し

弾力的な運用なのかも含めてもう少し検討が必要ではないか。（傍聴者） 

・いずれにしても指標の設定はせざるを得ない。ただ、指標が法文的な

ものか、認定基準的なものか、そうでない目標のようなものなのかは今

後の問題。テレビにおいても番組調和原則があり、テレビの番組が機械

的に分類できるのかという疑問もあるが、その基準と格闘する中でテレ

ビの文化は生まれてきている。ラジオもその指標の中で格闘していくこ

とが大事。 

○ 舟橋構成員の説明を踏まえ、「③ソフト事業者の参入単位」について意

見交換を行った。主な発言は以下のとおり。 

・事業者側が１セグメントの中で分割して個別にソフト事業者として参

入したい理由はあるのか。それを考慮した方がいいものなのか。 

・現在の放送制度の中では、セグメント内に複数チャンネルがある場合、

チャンネル毎の事業者は番組供給事業者（番供）扱いになる。認定を受

けて地域情報メディアをやっている立場と番供ではやりがいが違うの

ではないかと思う。公共的な役割を担ってもらうのであれば、事業者を

ひとつひとつきちんと認定し、責任を持って事業を行ってもらう形の方

が良いと思う。 

・番供と放送事業者ではモチベーションやモラルは相当違うものか。 

・番供ももちろんしっかりやっているが、意識としては違うものがある

と感じている。番供は地域情報メディアという色合いよりもよりコンテ
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ンツ産業的なスタンスが強い。 

・１セグメント内で複数事業者を認定する形になると、1セグメントの使

い方として、効率が悪くなる面があるか。 

・例えば市町村レベルの詳細な防災情報の提供が同じ地域でそれぞれの

チャンネルで行われた場合には情報が重複し、地域で一本化などの工夫

ができないと帯域の無駄になる。 

・正にテレビのデータ放送でそれが起こってしまう可能性があり、あま

りにも広域の災害で該当市町村が多いと、データ放送の順が回ってくる

までに時間がかかる。その辺りの最適化を考える必要があるのではない

か。もう一つ、今の議論の中で番供になるかならないかは、ビジネスモ

デルなのであまり研究会が言うべきではないかも知れないが、今の放送

事業者であれば、組織の必要なある部分、設備などがスリムになる可能

性があり、その辺りがどうなるかは色々考えるべきかとは思う。 

・このトピックでも編成概念が必要になってくる。今までの番組編成の

ことではなく、サービス提供の編成概念。 

○ 舟橋構成員の説明を踏まえ、「④V-Low 海外展開」について意見交換を

行った。主な発言は以下のとおり。 

・ISDB-Tsb は日本独自の方式であるが、ワンセグと相性が良いので既に

テレビで採用している国や全くまだ進んでいない地域を中心に進めて

いけばよいのではないか。各国の法改正や整理が必要かと思うが、働き

かけに関しては積極化してもらいたい。 

・行政情報国際会議で ASP を発表をする動きがメーカのモチベーション

を上げたり、海外からの発注の結果、コストが下がったりするような効

果があって良いことだと考えている。 

・今はメーカにも国際性のある端末を作るべしというモチベーションが

ある。国際標準化戦略は官民連携して進めるのが良いと思う。 

・技術的なところでいうと、国際的に FM 周波数の配分は 87MHz～108MHz

で分配されている。この方式を海外に適用させるなら国際提案で 90MHz

～108MHz のところを 87MHz からに拡張されてはどうか。（傍聴者） 

 

 ⑪ 第１１回研究会（平成２２年７月５日） 

○ 舟橋構成員より、報告書（案）について、前回の研究会の議論を踏まえ

た書き増しや細かな部分の修正はあるが、基本的に研究会の議論を超える

記述はない旨の説明があった。 

○ 報告書（案）のとおり報告書をとりまとめることが了承された。 
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（３）プレゼンテーション資料 

以下に、第２回から第６回までに行われた構成員及び事業者等からのプレ

ゼンテーション資料を添付する。なお、第５回の太田構成員のプレゼンテー

ション資料は、追加修正の上、第６回の資料６－１として配布されているの

で、そちらのみ掲載した、 
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 030  なにしろラジオ好きなもので 5。
  「凡デジタルラジオ考」　文・糸井重里

 034 BRUTUS RADIO SHOW DAY SIDE
  　01  ラジオは言葉と音楽だけあればいいのだ！ と決めつけてかかる。

  　02  あの頃に戻ろう！　V-“Slow” lifeが新しいのだ。

  　03  革命ラジオ局宣言。ひとりラジオ局、続々オープン。

  　04  雑誌・出版の新しい動きにヒントをみつけた！

 051 BOOK IN BOOK

   What I heard, 100 Great Desital Radio Shows Reviewed

 076 BRUTUS RADIO SHOW NIGHT SIDE
  　05  ラジオ以上、テレビ未満がおもしろい。新時代、20代のラジオ人。

  　06  マーケティングな大人たちもラジオを聴き始めている！

  　07  それでも携帯電話とラジオをくっつけたい理由。

 100 デジタルラジオ最新コラム

 106 ラジオの言葉
  「星空を想像させたい時、星座まで特定しない方がいい」by桜井和寿

 130 次号予告「今年は日本全部が印象派！」

NO.736　 7/ 15  2012

features

Ⓒ 　2012 禁・無断転載　　 ⓇHearst Holdings, Inc. Licensed by King Features Syndicate, Inc.

ブルータスの出版情報は、ホームページ「MAGAZINEWORLD」でご覧になれます。 http://magazineworld.jp/brutus/
本誌編集ページに掲載されている商品の価格は、原則的に消費税（10％）込みの価格です

↓ Title Design
Seiichi Horiuchi

↓ Cover illusutration
Akira Ymaguchi

regulars

 021 Et tu, Brute? 「山口晃＠MOMA」ほか

 091 Brutus Best Bets　新番組、新局オープン情報

 124 人間関係 455　写真／篠山紀信『ラジオの時代』永六輔、宇川直宏

 127 Begin Your Journey 88　中津川フォークジャンボリー×TOYOTA 新PRIUS

 129 SUPREME BRUTUS 「ほぼ日」ラジオ局の１日」ほか

 138 BRUT@STYLE 284　Carpenters

 142 グルマン温故知新 367　元麻布・AVANTI／西麻布・味覺

 144 みやげもん 141　見る猿聞く猿言う猿／次号予告

 123 BRUTUS BACK ISSUES

DJは音楽、語り部は語りだけで人を動かす。さてラジオは？／iPod・iPhone・walkman・PC・CATV....どこでも
いつでも聴ける“偏在ラジオ”。／IPサイマル行け行けどんどん。で、放送内容は変わるの変わらないの？

ウォールデン森の生活2012。ソローのようにメディアと付き合う。／放送＞通信？　Life Padで、Radioが見る夢
を考えてみた。／朗読と本。解説と新聞。音声文字放送の午後が心地いい。／見えるラジオ広告が始まった。で、
その効果のほどは？

自分の部屋で夜遊び。DOMMUNEで始まる10万人ダンス／USTREAMはラジオの敵？　いやいや頼もしい味方です
／才能はいくらでも眠っている。ラジオ業じゃない強さは無敵なのだ。

広告と“課金”が両輪の雑誌にラジオの未来を探してみた。／＜BCCKS＞天然文庫は、驚きと可能性に満ちている。
／ヒトモノコトの編集。そしてそれを届けること。／電子ブルータスデビュー

デジタル放送開始から新しい実験が続々！　新機軸ラジオのおすすめ番組を紹介。最先端の実験ラジオ番組ベスト10
／変わらない放送もなぜだかオモシロイ／６ジャンルベスト100番組を全国からセレクト。／ラジオ好きな人2012。
ラジオが好き、好きだった30～40代のクリエイター30人が語るラジオ愛。

新しいことを簡単に取り入れる。ラジオの強みはそこじゃないか。／今までと同じじゃ我慢できない人たちがやり
始めたこと。／「聴けば、たまってくる？」ポイント制で霜降銀座が大賑わい。／伊勢丹メンズ館ラジオショッピ
ングに「行列」ができている。／夜走りランナーのための人気番組登場。

リーチーとフリークエンシーなんてもう古い！　レレバンシーを知っていますか？／自然対数eの中で連続する８
桁の素数.com／このタイミングで、この人に、こう言われたら「たまらない」広告。

平均30才。青年漫画誌50万人読者のうち自宅にパソコンがあるのは○％。／PCはなくなる、と決めつけみよう。／
10万人から10円集める集金システム。これってビジネスチャンスじゃないか。

地域貢献のNPOになったラジオ局が現れた！／聴くことが“動物保護”につながる。CSRを知っていますか？／各社
新ロゴマーク対決に勝利したのは？
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近畿デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 出来れば液晶等表示画面がある方が良い。

VHF-LOW帯のアナログテレビ終了後、約１年後のサービス開
始を目標（受託事業者の置局計画による）
・委託放送事業者としての放送用設備等構築（約9ヶ月～1
年）・受託放送事業者との帯域使用料に関する交渉（約６ヶ
月）・番組編成及び使用帯域の割り振り（約６ヶ月）・放送番
組（データ放送部分等含む）の制作体制構築（約6ヶ月～９ヶ
月）・広報・宣伝活動（約6ヶ月～1年）・番組企画・制作（企
画約６ヶ月、制作約1ヶ月～２ヶ月）・営業活動（約６ヶ
月）・試験放送（受託放送事業者へのＴＳでの送り込み）（約
1ヶ月～2ヶ月）・権利処理・交渉（約3ヶ月）　　

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル（ブロックチャンネ
ル） 特定ターゲット向けチャンネル（ブロックチャンネル）
【蓄積型放送】
!有料コンテンツは100～200円/本（オリジナルコンテンツの
販売及び無料コンテンツのダウンロード(有料コンテンツに関し
ては携帯電話やパソコンでの認証）

毎日放送20％、朝日放送 20％、大阪放送 20％、
ＦＭ８０２ 20％、その他　20％（ ラジオ関西、
京都放送、関西インターメディア 、
エフエム京都、 和歌山放送ほか）

〔議決権比率は平成２１年１１月２日時点での想定〕

東海北陸デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）

※3　課金認証他（東海北陸）

ＴＶアナログ停波後１年以内を目途とし、認定からは概ね1.5年
から2年と想定（受託事業者の置局計画に拠る）。　　　　　　
必要な作業は下記のとおり。　・委託放送事業者としての放送用
設備等構築（約9ヶ月～1年）・受託放送事業者との帯域使用料に
関する交渉（約6ヶ月）・番組編成及び使用帯域の割り振り（約
6ヶ月）・放送番組（データ放送部分等含む）の制作体制構築
（約6ヶ月）～９ヶ月）・広報・宣伝活動（約6ヶ月）～1年）・
番組企画・制作（企画約6ヶ月、制作約1ヶ月～２ヶ月）・営業活
動（約6ヶ月）・試験放送（受託放送事業者へのＴＳでの送り込
み）（約1ヶ月～2ヶ月）・権利処理・交渉（約3ヶ月）

【リアルタイム放送】（無料）総合編成、天気予報、ニュース
【蓄積型放送】(現状では無料）ミュージッククリップ、書籍、

中部日本放送 、静岡放送 、東海ラジオ放送 、
岐阜放送、 ZIＰ－FM、北日本放送 、北陸放送 、

福井放送 、その他東海・北陸ブロック放送事業者、
その他事業者

※2 将来的には有料放送も視野に入れているため、認証・課金を
実施するための通信回線を持つ受信設備が必要

北海道デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル(マルチメディア機

能　を付加したブロック向け現行アナログサイマルチャンネル)
特定ターゲット向けチャンネル等（その他ブロック内放送事

業者以外の新規事業者による新規ブロックチャンネル～今後検
討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携
帯電話やＰＣ上で認証課金

北海道放送 、 ＳＴＶラジオ、
ＦＭノースウェーブ、その他新規参入事業者

当該放送地域のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から５年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）　

東北デジタル放送(株)～仮

※2 受信設備の条件（共通=特になし）

【リアルタイム放送】（無料）
地域情報を中心とした総合編成チャンネル(音声ストリーム、

交通情報サービス、サイネージ、緊急地震速報及び受信機支援
のためのコモンサービス等) その他ブロック内放送事業者以
外の新規事業者によるサービス提供等（今後検討）【蓄積型放
送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携帯電話やＰ
Ｃ上で認証課金

当該放送地域のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）

※1 =想定する受信機～第一世代として、ワンプッシュで簡単
に聞ける”簡易型”受信機で、家庭でも外でも車でも、現在の
ラジオ受信機を進化させた簡単操作の受信設備を想定。言い換
えればワンチップ化して生産コストを抑えた受信機で、家電商
品とのコモディティー化により、普及を狙った受信設備を想定
している。
第二世代としては、簡易型受信機による高音質音声サービスに
加えてダウンロード機能を有したいわゆる”多機能型”受信機
を想定し、利用者が多種多様なサービスを受けられるようなメ
ディア拡張型の受信設備を想定している。

青森放送 、 秋田放送、 アイビーシー岩手放送、
東北放送 、山形放送 、 ラジオ福島、その他
ブロック内放送事業者以外の新規事業者 中国四国デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）

●マルチメディア機能を付加した現行アナログサイマル放送
（ブロック向け）が基本。
【リアルタイム放送】（無料） 地域情報を中心とした総合編
成チャンネル(マルチメディア機能を付加したブロック向け現行
アナログサイマルチャンネル) 特定ターゲット向けチャンネル
等（その他ブロック内放送事業者以外の新規事業者による新規
ブロックチャンネル～今後検討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携
帯電話やＰＣ上で認証課金

中国放送　山陽放送 、山口放送 、南海放送 、
西日本放送 、他放送事業者、その他ブロック内
放送事業者以外の新規事業者

中国・四国のサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス開
始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）

九州沖縄デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）
※2 受信設備の条件（共通=特になし）
※4 ～加入手続き、課金、認証

●マルチメディア機能を付加した現行アナログサイマル放送(ブ
ロック向け)が基本。●新規サービスについては当面、放送事業
者以外の事業者によるサービスを想定。●アナログ音声放送事業
からの移行を前提とする。
【リアルタイム放送】（無料） 地域情報を中心とした総合編
成チャンネル(マルチメディア機能を付加したブロック向け現行
アナログサイマルチャンネル) 特定ターゲット向けチャンネル
等（その他ブロック内放送事業者以外の新規事業者による新規
ブロックチャンネル～今後検討）
【蓄積型放送】100～200円／本=オリジナル番組の販売～携帯
電話やＰＣ上で認証課金

当該ブロックのサービス開始は、東名阪ブロックでのサービス
開始から3年目を想定（受託会社の置局計画に拠る）　

ＲＫＢ毎日放送 ・九州朝日放送 ・ 大分放送
・長崎放送 ・ 熊本放送・ 宮崎放送・
南日本放送・琉球放送 ・ ラジオ沖縄・
ｃｒｏｓｓ ｆｍ・ 九州国際エフエム　(以上九州

沖縄ブロック内放送事業者）及びその他ブロック内放送事
業者以外の新規事業者。　

(九州沖縄内ブロック放送事業者の使用帯域及び新規事業者の参
入や規模によっては使用セグメントが増減。検討結果による)。

◎各ブロック記載事項～上段から「参入主体の氏名、又は
   称」「参入主体の主な出資者」「希望する周　波数」「想
   定するサービス内容」「想定している受信設備＝※1」
 「受信設備に必要となる条件＝※2」「サービスの開始時期」

◎「想定している受信設備＝※1」の共通記載事項～
   『モバイル＆ポータブル端末(携帯電話、携帯プレイヤー、
     携帯ラジオ、ポータブルワンセグ、キッチンラジオ…)、
     車載ラジオ、ワンセグ付カー      ナビ、オーディオコン
     ポ、パソコン、ＵＳＢ チューナー、デジタルフォトフレ
     ームなど』

◎その他。共通記載事項
加入手続～有料のリアルタイム放送ではなく都度課金に

  よるコンテンツ販売などを検討（北海道/東北/中国四国/九
   州沖縄…販売を想定）。この場合の（北海道/東北/中国四
   国/九州沖縄…このサービスの）受信設備は携帯電話やＰＣ
   を想定しているため当該のインターネットサービスを利用
   する 認証～携帯電話やＰＣのインターネットサービスを
   利用した認証・課金を行う 課金～携帯電話やＰＣのイン
   ターネットサービスを利用した認証・課金を行う 通信回
   線による番組補完～今後検討予定

関東甲信越デジタル放送(株)～仮

※1＝想定する受信設備（共通）

ニッポン放送、 文化放送、
東京放送ホールディングス、 栃木放送、
茨城放送、 アール・エフ・ラジオ日本、
新潟放送、信越放送 、 山梨放送 他

アナログ停波後1年以内を目途とし、認定からは概ね1.5年～2年
と想定～受託事業者の置局計画に拠る）(委託放送業務用の設備
購入、番組供給者の選定・契約、データ放送等の制作体制及び送
出体制の構築、広告宣伝活動)

【リアルタイム放送】（無料）
音楽、ニュース、趣味などのジャンルを限定した専門チャン

ネル(複数ﾁｬﾝﾈﾙを予定) 地域情報を中心とした総合編成チャ
ンネル(複数ﾁｬﾝﾈﾙを予定)
【蓄積型放送】
300円／月＝オリジナル番組　(※携帯電話やＰＣ上で認証

課金) 100～200円／本＝オリジナル番組　(※携帯電話やＰ
Ｃ上で認証課金)
◎その他、特定受信設備に対するリアルタイム放送または蓄積
型放送(ﾃﾞｼﾞﾀﾙｻｲﾈｰｼﾞやﾎﾟｲﾝﾄ付与など)　　　　　

今後想定される、多様なマルチメディア放送サービス
の受信機能が望ましい

◎※3（東海北陸＝認証課金 他） 加入手続き/～未定。ＶＨ
   Ｆ－ＬＯＷ帯マルチメディア放送推進協議会にて検討のも
   のを採用する予定。 認証～未定。ＶＨＦ－ＬＯＷ帯マル
   チメディア放送推進協議会にて検討の運用規程に準ずる予
   定。 課金～未定　その他～通信による補完～そのような
   予定はない。ただし、ＶＨＦ－ＬＯＷ帯マルチメディア放
    送推進協議会において検討された場合、それに準ずる。

◎※4（九州沖縄）～上記、加入手続き、認証、課金の文章
   の冒頭に「有料放送を行うか否かは未定だが、仮に行う場
    合は、…」が付加。
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V-LOW

Wi-Fi
Wi-FiV LOW

IP Wi-Fi

V-LOW

V-LOW

13
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みんなラジオが好きなんだ！

地域情報メディアがなくなるなんて考えられない。

今のままでは良いコンテンツを生み出すことは難しい。

さあ、新しい収益源を考えよう。

キーワードは「熱量」

熱量をスポンサーに見せませんか？

広告＝CM ではなくなる日がきています。

そのためには一様から多様へ。

端末はやっぱり相乗り！？

地域情報メディアができること

If not us, then who?

Today 4/16 17:30

ラジオの広告モデル

Shige Ota

Presentation File

WE RADIO

♬♬

♪

♬

♪

♬ ♪♪

♬

♪♪
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災害情報 パーソナリティー 音楽番組

地域情報メディア

Cost Channel Contents

More

ラジオ広告費の推移

0

500

1000

1500

2000

0

500

1000

1500

2000
1,998

1,807 1,778 1,671

1,370

2001 2003 2005 2007 2009

(単位：億円)

日本の広告費2009(電通)
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聴取率　聴取者数　聴取時間

これまでのラジオの広告モデル

量
私の考えるラジオのいいところ

熱量

新しいラジオの広告モデル

熱量
定量から定性　  セグメント　　効果測定

Digitalが新しいラジオの広告を実現する

属性 行動

位置 時間

Digital

ライフ
スタイル

購買
行動

生活
パターン

春夏秋冬

朝
昼
夜

季節
行事

年齢

性別

職業
年収

国内
国外

地域
県域

学校
職場
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ストリーミング放送 蓄積放送

音声 マルチメディア

特化端末 相乗り端末

放送 通信
ワンセグ カーナビ

ゲーム機ネットブック

+V-low +V-low

+V-low +V-low

LifePad

コンテンツ例
文字、音声、動画などを活用した

ローカルフリーペーパー

収益モデル
コンテンツ型広告モデル
ECレベニューシェアモデル

車載端末

コンテンツ例
動く地域密着情報

（グルメ、名産、店舗、イベント）

収益モデル

クーポン発行
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ケータイラジオ

コンテンツ例
地域スポーツコンテンツ

（Twitter連携、foursquare連携）

収益モデル

コンテンツDL課金

一斉同報

マルチメディア

IP連動

ストリーミングと
ファイルキャスト

新しい広告

新しいプロモーション

can will

地域情報メディアのcanとwill

If not us, then who?
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17 11  
FM 12  

2002.8 69  
2005.9 

 
QQ  

 

 

 

 

Radio 69  

AM

 

 

 

 
 

 

 

 
  

2010.5.10

RADIO KANSAI 1

1968 43

1995 71995 7

27

RADIO KANSAI 2 RADIO KANSAI 3
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RADIO KANSAI 4 RADIO KANSAI 5

RADIO KANSAI 6

29

RADIO KANSAI 7
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QQ

RADIO KANSAI 8

QQ

20 7 28

20
109

RADIO KANSAI 9

RADIO KANSAI 10 RADIO KANSAI 11
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QQ ( )

AD

DA

558kHz

•

•

–
–

RADIO KANSAI 13

RADIO KANSAI 14
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